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概 説

1933年，殆んど時を同じうして一方イギリスではジョーン・ロビンソン

夫人がその「不完全競争の経済学J(Joan Robinson， The Economics of 

Imperfect Competition， Lond.， Macmillan， 1933)を世に間い他方アメリ

カではチェムパレン教授がその「独占的競争の理論J(Edward Hasting 

Chamber1in， The Theory of Monopolistic Competition， Cambridge， Har-

vard University Press， 1933)を公刊した。ともに在来の経済学が陰に陽

に前提とした「完全競争」仮定の非現実性を不満としそれとは対立的な

競争仮定を導入して新しい角度から経済価値論に迫ろうとするものであっ

た。殊に後者の理論は，その副題一一「価値論のリオリエンテーションJ

ーーが示す如く，在来の価値論に完全に代替するべきことを主張するもの

であり，一つの新しい価値論上の Weltanschauung を提示するものであ

っfこ。

以来この分野は急速なる学界の承認を得て今日一つの価値論の固有の分

野として，殆んどどの経済学教科書もこの理論の分野に触れぬもののない

程に到っている。にも拘わらずその多くは，完全競争仮定のもとになされ

る価値論と併立的にその仮定をゆるめた場合の価値の形でこの分野を論じ

て居り，かかる立場は正にロビンソン的であり，チェムパレン的ではない。

共に同ーの理論的インパルスのもとに提唱されたと思われるこれら二つの

理論が事実この様に微妙な点に於て対立しているために，経済価値論の現

状は必ずしも今日安定したものであるとはし火、難L、。加之，最近にいたり

チェムパレンを継承したロベール・トリファンの主張を媒体にして，独占

的競争の理論は完全に「産業」乃至「群」の立場を描棄して徹底的な個別

的私企業中心の経済価値論に転換した。これはいうまでもなし伝統的な

価値論の立場，殊にその近代における綜合者としてのアルフレッド・マー

シャルの立場と真正面から対立するものである。この点に於てもまた，最

近の独占的競争理論は価値論上に一つの石を投じたものであり，之を繰っ

て経済価値論は今日猶一つの不安定な波動の上にあるというべきである。

ここに於てわれわれは経済価値論に一定の確たる役割と安定した地位を

- 3 -



独占的競争理論の研究

与える必要を感ずるのであるが この必要性を明確にする為めにはわれわ

れは先ず何よりも経済学なるものはいかなる課題を担うものであるかを明

らかにしておかねばならない。第一部第一章はこの為めに置かれた。われ

われはそこに於て，われわれの以下の行論に必要とされる限りでのものを

極めて簡潔に処理しようとした。一般にアングロ・サクソン的な経済学論

として，古典学派以来の伝統的立場と限界革命以降の純粋経済学的立場と

の二つのものが考えられるのであるが，われわれはこの二つのものに猶旦

共通なるものの存すべきことを主張し その共通者を経済学の

Philosophical frameworkと呼び，その実体を「稀少性」と「代用原理」

の中に見，経済価値論の課題は之を「稀少なる社会的資源の配分Jに於て

見出すべきものとした。価値論に現在見られる混乱はこの経済価値論の課

題に照らして始めて救済，整理されなければならない。この観点からする

独占的競争理論の位置づけの試みが，本論文の主題となるのである。

右の試みをなすに当り，議論の対象は勿論チェムパレン的意味における

独占的競争理論である。併し世上多くロビンソン的不完全競争理論とこれ

とが一括して対完全競争経済学的なるものとされ，三者の差異が時に見失

われていることに鑑み，この差異の問題を第二章で概観する。われわれは

そこに於てチェムパレン教授が鋭意ロビンソン夫人との相異を強調する場

合彼自ら基本的という論点に議論を絞ることによって之を吟味した上，チ

ェムパレン教授の強調にも拘わらず，齢、くとも両者の聞にはその理論の意

図に関しては同一なるものの存することを論証する。併しその意図を実現

しようとする両者の武器と論法は異るのであり，真に独占と競争の融合の

実を挙げ得るものはロビンソン的理論であるよりは正にチェムパレン的理

論でなければならぬことをも証明し，この意味に於てわれわれの以下の議

論は不完全競争でなく独占的競争の理論を対象とするものでなければなら

ぬ所以を明らかにする。

併し乍らこの独占的競争の理論は正に伝統的理論に対して之と二者択一

的なるものであるべきことを要求するものであった。この観点に立つ時，
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概 説

この理論は在来の理論において基本的と考えられて来た諸仮定のうち，い

かなるものを捨て¥，、かなるものを猶使用し得るのであろうか。換言する

ならば，若し二者択一的なるものとして完全競争仮定に代えて独占的競争

仮定を採用するとするとき，それに伴って他の諸仮定にはいかなる性格変

化が生じるかを検討しなければならない。蓋しわれわれの考えるところで

は，独占的競争の世界は本質的に動態的性格のものであり，仮令静態論の

枠内に於て之を理論化するにしても，この故にもそこでの諸仮定は再吟味

を要するであろうからである。それらは事実独占的競争理論の中でどの様

に考えられているであろうか。之を論ずることによってわれわれは，一つ

にはこの理論の主張の性格をより明白にし得ると共に，その批判を通じて

われわれ自身が経済価値論を再構成せんと試みる場合にわれわれ自身の採

るべき基本仮定を確立することができるであろう O この課題をわれわれは

第二部に於て果す予定である。

われわれはその際何よりも第一に在来の理論に於て経済主体の合理的行

為原則として疑問の余地なきものとして前提せられ来った利潤極大化原則

なる仮定の吟味から始めるであろう O この仮定はいわば近代経済学の合理

的性格を表徴するものであり，われわれ自身としてもこの合理性そのもの

を否定しようとするものではない。ただ併し通常いわれる利潤は明らかに

貨幣利潤であり，この仮定は貨幣利潤の極大化をいうものである。然るに

独占的競争の世界は，チェムパレンによって強調されている様に，単に価

格的競争手段を駆使するのみでなく，同時に又いわゆる非価格的競争手段

を行使する世界である。このことは唯単に利潤極大化に際しての独立変数

が，広告あるいは品質の多様化に応じて多数化することを意味するにつき

ない。それはこうした独占的競争の存在が各個別企業の地位を純粋競争仮

定のもとにおける場合の如くに安定な，恵まれたものではなくすること，

従って各個別企業者は純粋競争仮定のもとでは見られ得ない考慮をせざる

を得ず，在来の純粋の貨幣利潤極大化原則の指定する価格政策とは異なる

政策をとるであろうことをも意味するものでなければならない。チェンパ
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独占的競争理論の研究

レンに於てもこの種の考慮のあるべきことについての発言は各所に見られ

るのではあるが，併しチェムパレンにおけるこの点についての理論は単に

かかる事実の諸例を指摘し列挙すること以上に出でない。又チェムパレン

のいう合理性なるものも単に現実をあるがままに認めることなるかにさえ

思われるものであり，到底基本的行動仮定として之をとることができない。

われわれはむしろ理論上の基本仮定としての利潤極大化原則とこれら，こ

の原則の純粋なる作用を制約すると考えられる，諸要因との内部的な聯関

をこそ問題とすべきものと考える。ここに於て後者の諸要因への配慮をそ

の本質に照らして「安全性動機」と名づけ，この作用様式を解明，これが

寧ろより一般的なる行為動機であり，その特殊のケースとして利潤極大化

の動機及びその行為様式を含みうることを証明した(第一附録がその詳細

を含む)。われわれはこの観点からチェムパレン的独占競争の理論は，一

般的な革新的意義にも拘わらず，その基本的動機の理論的処理に於て一つ

の弱点を有することを見るであろう。(第二部，第一章，第一節)。

ただ最近ボーモル (Baumol，William J.， Business Behavior， Value and 

Growth， N. Y.， 1959)は彼の独自の行動原理として「売上高極大化」原則

ともL、L、うるものを提唱している。これはわれわれの主張しようとする安

全性動機仁一面極めて類似的である。それは利潤以外のものを行為目的

として掲げる点に於て，そして又ボーモル自身によれば彼の動機追求は利

潤追求に資するとし一見恰も二者包括 被包括の関係にたつものであるか

にいう点に於て，そうである。ここに於てわれわれはわれわれの主張する

ところとボ}モルの主張するところとを比較，検討すべき必要があると考

え，それを「補論Jに於て論じるであろう。そこに於てわれわれはボーモ

ルの売上高極大化のモデ、ルは 一見そう思われるところと具1 利潤極大

化の行為原則をコンシステントに含むものでないことを知るのである。

この仮定としての行為原則の吟味との関聯に於て，独占的競争世界に於

ける独立変数は通例の，価格乃至数量以外に，広告，品質等の行動変数を

含むことの示唆を得るので，この新たなる変数を含むとするとき，理論の
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概 説

最基本的武器である需要曲線，供給曲線の性格は独占的競争理論の枠内に

おいてはどの様な変化をうけるものであるかを更に論じなければならない

のである(第二節)。われわれはこれらの曲線が仮設であるとすることの

理由を論じ，更に独占的競争理論におけるこれらの諸曲線が伝統的な諸曲

線と全く異質なるものであることを指摘する。殊にその時の需要曲線なる

ものは独占的競争理論の扱う問題の本性上，著しく主観的な性格を有せざ

るを得ないものであり，むしろ之は端的に販売曲線の名を以ていわるべき

ものでなければならない。この曲線の主観性が有する困難は正に予想の問

題が含む困難の全部であるというべきものであるが，現在の独占的競争理

論はこの点の処理に対し殆んど何等の積極的貢献をなしていない。唯僅か

に多占の問題に際しその解が個別企業の主観的予想形式のいかんに応じて

種々なる解を有する事情が論ぜられるに留まる。併し主観性，客観性の問

題は斯る点を超えて，個が全体により規整され，全体が個に対して規範的

拘束力を有する面の解明を要求するものとしての側面を有する。この点に

関しては独占的競争の理論は頑に眼を閉じるものである。われわれはこの

点に現段階におけるこの種の理論の最大の弱点を見出すものであり，経済

価値論がその課せられた課題に忠実で、あろうとする限り，右の意味での個

と全体の関係が適確にその理論の中に包含されて解明されなければならぬ

のである。後段でみる様にマーシャル的産業概念をわれわれが必須とする

のも，全く，この点からする価値論としての当然の要請があることによる

のである。

独占的競争理論における仮設としての供給曲線も，それが在来いわれ来

ったもの一一産業供給曲線ーーーと異質なる点に於ては同然であるけれど

も，個別企業のそれに関する限りは在来とも踏みならされた地域であり，

敢て附言すべきものを持たなL、。費用逓減に関する困難等の問題はその内

容の問題として後にゆずり(第三部，第一章，第二節)，又産業的供給曲

線が含みうる問題も又主として次章(第二部，第三章)にゆずる。

さてこの様にして独占的競争理論における仮定としての需要-供給曲
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独占的競争理論の研究

線，殊にその前者，が含む問題点が，われわれの考える如く，全体の場と

しての産業的なるものの中で解決されねばならぬとする時，全く不幸にも

今日の独占的競争理論は全く産業の概念を有しないのである。否寧ろこれ

らの論者は積極的な理由を構えて，産業並びにグループの概念を抽棄し，

理論の基本的な素量としては企業のみを以てすべしとする一種の論理的純

粋主義の立場に徹し，これをこそーの特徴一一砂くとも伝統的なイギリス

経済学に対する特徴とするのである。この点は当初ロビンソン夫人がマー

シャル的立場を保持して産業概念を用いてその不完全競争の理論を論じた

のと対腕的であり，純然、としたアメリカ的なるもの，独占的競争理論的な

るものであって，産業概念の否定は最初よりチェムパレン理論で、説かれた

ところであったが， トリファンによる徹底した論旨に押されて最初チェム

パレン理論に見られた群の概念も又最近は彼自身によって否定されてい

るo (第二章，第一節)。われわれの観点からするならば，かかる立場は畢

寛，個別企業と経済社会全体との聞に何らの確たる中間地盤を認めず，全

経済体系をし、わば無規定的構造の中に放置するものと言わなければならな

L 、。即ち稀少なる社会的資源の配分の原理を解き明かすと L、う経済価値論

の課題は，独占的競争理論に於ては遂に理解せられず，個別的企業の観点

から把握せられる諸個人の恋意的な財の異質性に対する選好がその個別販

売曲線に反映される限りに於て，この個人の区々なる財異質性選好がその

侭社会的資源配分の基準とされる危険を独占的競争理論は包蔵するものと

いわなければならない。この危険は独占的競争の世界に於ては，既述の如

く，広告変数が積極的作用を果すことにより一層強まるであろう。この論

点はさきに，全体が個に対して有しうる規範的拘束力とは別の観点、から，

独占的競争理論の弱点をつき，産業的乃至社会的観点の必要性を明確にす

るものである。

併し乍らわれわれの斯る理論的要請に省みるとき，産業的観点をとる理

論の代表と目されるマーシャルの産業概念は充分にわれわれの期待に応え

得るものであろうか。われわれがマーシヤル的産業の概念を特にとり上げ
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概 説

て論じようとする所以である(第二部，第三章，第二節)が不幸にしてマー

シヤルの論ずるところは必ずしも明確ではない。併し乍らわれわれは丹念

にマーシャルの所論を検討，吟味することによって，彼が本来念頭におい

ていたと考えられる産業概念の本質を求めつつ 彼の産業概念についての

一つの解釈を与えた。それはわれわれのいう「社会的市場」としての概念

であり，一定の社会的欲望体系について一つの社会的欲望充足の機能を果

す限りに於て統一的に理解せられるところの市場である。一定の一社会的

欲望は多数の異質的財貨によって充足されるが故に，この市場は多数の異

質財からなることをその本質に照らして特徴とするであろう O 勿論この社

会的欲望体系はその機能に応じて階層化され，又細分化されうるから，こ

こに社会的市場の構造が社会的欲望の体系に即して考えられうるのであ

る。われわれの考えるところによればこれがマーシヤル的産業概念の本質

でなければならない。

然、るにマーシャルは不幸にして，この点を明確に陽表的には論じていな

い。その為めに独占的競争理論はこの概念を以て全く恋意的なる境界づけ

と誤解し，遂にはそれを抽棄したというべきである。われわれの解する社

会的市場は決して斯くの如き恋意性を担うものではない。それは明らかに

一定の社会的・経済的な客観的機能を果す実存者である。それ故にこそ，

この市場が経済価値論の構成においては中心的役割を果さねばならぬとせ

られるのであり，他方この故にこそこの市場の behaviour がそこに含ま

れる個別企業者に対し一種の拘束力を有することが理解せられるのであ

る。マーシャルの経済理論が個別企業論に於て一つの弱点を有するのも，

その産業概念が充分の客観性を以て語られず，従ってそれとその内部にお

ける個別企業との内的関聯が明確にせられなかったことに基くと L、し、得る

であろう。独占的競争理論がこのマーシャル経済学の弱点をついて，個別

企業の観点からする価値論なる新分野を開拓した功績は大きいけれども，

それは独占的競争論者が敢て主張する如く，在来の価値論に取って代るべ

き性質のものではなくして，之を正に補完する性質のものでなければなら
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ない。

この点は更にマーシャルの考えていた「自由競争」の世界の特質を探る

ことによって一層判然と確認され得るのである。マーシャルの競争の世界

は，企業者的観点に即して言えば，他よりも高くは売り得ぬことを本質と

する世界であり，彼の「原理」の各所において見られる個別企業者に固有

な特定市場に関する立言に照らせば，彼の競争的産業一一彼は産業を独占

と競争との二種に類別しているーーは正にチェムパレン等のいう独占的競

争の世界(同質乃至異質のオリゴポリー)であることを知るのである。こ

の事実によってみても独占的競争の理論は，チェムパレン自身が気負い立

っていう如くに在来の理論に完全に代替するものではない。砂くともマー

シャル経済学に対してはその主張は認め難いと L、L、得るであろう O しかも

若し彼らのいう如く万一彼らの独占的競争の理論が之に代替し得るとする

ならば，その時には逆にその理論は経済価値論の本来の課題を果し得ない

のである。

われわれのいう社会的市場の立場に立ち，しかも独占的競争理論の貢献

をも含ましめて，経済価値論を再構成するために，われわれは社会市場と

個別企業の中間的媒介項として個別市場なる概念を用いた。それは社会市

場を構成する要素的市場であり，社会的需要を充足する各異質的財貨の一

々に対応するものである。この概念はシュタッケルベルク (Stackelberg， 

Grundlagen der Theoretischen Volkswirtschaftslehre， Bern u. Tub.， 

1951)に基くものである。これは定義的に一一一財を示す故一一同質的市

場と考えられるものであるが，併しその市場が常に必ず一企業からなるも

のではないので，この個別市場も又，社会的市場同様にマーシャル的代表

企業の概念を用いて論ぜらねばならない。この点シュタッケルベルク及び

その流れを汲むアルント (H.Arndt， Anpassung u. Gleichgewicht am 

Markt， Jahrb. f. N. O. u. S.， 1958)と見解を異にするのである。

この代表企業概念の性質とその作用の吟味を通じてわれわれは，マーシ

ヤルの産業的供給曲線に関し通説とは異る解釈に達するであろう。われわ
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れはその詳細を附録にゆずった(第二附録論文)けれども，それはマーシ

ヤルの附録Hに於て見られる「特定失費曲線Jの精神に則りつつそれを拡

張解釈し供給曲線を以て夫々の産業産出高(産業規模)に適切な代表企業

を夫々に考えて，その代表企業の正常供給価格を能率11原に配列した形のも

のであると見るのである。斯く解することによってわれわれは代表企業な

るものがその背後に多数の個別企業を前提とするものであり，その企業は

夫々に特定市場を享有しつつあるにも拘わらず，社会市場又は産業の規模

に対応的に一定の関係を確定している事実を如実に示し得るものと考え

る。そしてこの個別企業の相関的位置の確定関係が産業の規模に応じて変

化してゆく様相を示すところに 一つの供給曲線が描かれるものと考える

のである。この意味に於てわれわれはこの供給曲線をウオルフ(].N. 

Wolf，“The Representative Firm， " E. J.， 1954)に倣って good-will

schedule，又はより適確に企業の大きさの分布表とも呼ぶであろう O 社会

市場を構成する個別市場が既に代表企業の概念を用いて考えられねばなら

ぬとすれば，社会市場自体はより勝義に代表企業の概念を用いてしか理解

し得ぬことに注意しなければならなL、。この一見通説と異るかに見える

マーシャル解釈の根拠と，われわれの主張の内容とが，第二の附録論文と

相侠って第二章第二節のテーマである。

われわれがマーシヤルの産業の本質をわれわれのいう社会的市場とし

その構成要素として更に個別市場を考える事により在来説かれ来った参入

仮定も又若干の批判を受けねばならぬ。在来の理論においては常に何れか

一種の市場のみが考えられており，われわれの観点からすれば，その参入

は何れの市場へのものであるかが不問に附されてレたからである。併しわ

れわれの社会市場は異質財市場であり，他方個別市場は同質市場であるか

ら， トリファンによる異質的参入，同質的参入の理論が一応援用できるか

に見えるけれども，必ずしもそうではなL、。われわれの場合には仮令個別

市場が同質的としても，その意義はトリファンの場合と異り，寧ろ定義的

に然るのであり，その内部の個々の企業は猶マーシヤルのいう特定市場，
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われわれのいう good-will を有し得る。しかもこの個別市場の代表企業

は社会的な市場競争への参加者として不完全ながら独占力を有するもので

ある。即ち伺れの場合にせよ，独占的競争理論に於て許容せられる参入は

異質的参入であり，カルドアの「商品スケール」での中間生産物生産の自

由による参入でなければならぬ。但しわれわれの場合にはこの参入の結果

見られる個別企業の利潤分布の状態は，チェムパレン， トリファンにおい

て説かれる如く単に超過利潤が参入を侠っても猶残存するというに留まら

ず，一方個別市場代表企業が社会的需要充足なる機能を果すに際して享有

する独占力に照応する利潤により，仮令指標的にせよ，制約せられながら，

他方夫々の個別企業自身はその good-will の相対的位置に応じて夫々の

超過利潤をうると L、う形において，構造的なしかも確定的な形をとるもの

であることが主張されるのである(第三章，第三節)。

併し乍らわれわれのいう，斯くの如き，市場構造なるものは経済的には

L 、かなるメルクマールに従って分類されるべきものであろうか。独占的競

争理論の一つの特有の主題としても市場分類論は，市場形態論として，独

立の分野を構成するものである。このことに鑑みカルドアの提案した「交

斜需要弾力性」による分類論を最初に体系化したロベール・トリファンの

分類論から始め，その中でわれわれの導くべき帰結に関係ある関聯的な分

類の試みの若干を取上げ，これらに順次批判を加えるであろう(第三部，

第三章)0 トリファンの分類論は通常の交斜需要蝉力性を以て財の異質性

と同質性の区別の基準とし，これにいわゆる循環テストを併用して多占的

関係のいかんを判定しようとするものである(第一節)。その際トリファ

ンの用いる判断基準には価格弾力性と数量弾力性の組合せの外に，価格弾

力性と価格弾力性の組合せがあり，更に需要，供給双面の事情を勘考し得

るものとして彼のいう「一般的」基準たる利潤を用いる方式がある。その

混乱は別としても，こうすることによりトリファンはコスト側の事情をも

考慮することにより市場分類論を展開し得ることに積極的な貢献をみよう

とした。併しこれにはビシヨプの反対がある(第二節)。併しビショプの
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論理にも，独立変数としての価格と数量との扱い方に混乱がみられる。併

し乍ら彼が微分小的価格変化に対しては有限の数量変化も無限大の弾力性

を招来し得ることを指摘したことは，本来市場分類論に用いらるべき弾力

性が点弾力性ではなくして弧弾力性たるべきことを教えるものであった

し又彼がもともと問題としたトリファンとチェムパレンの矛盾一一前者

にあって完全競争は交斜弾力性無限大なる場合とされるのに対し，後者に

あってはそれは交斜弾力性零なる場合と規定される の指摘は，パパン

ドルーの侵入係数の有用性を再認識せしめると共に，フェルナーの上方及

び下方なる二つの交斜弾力性を使用せんとする分類論を示唆するものであ

る。われわれはそれとの関聯において最近，完全競争なる極限状態への接

近のプロセス乃至方向のいかんに応じてその場合の弾力性はゼロまたは無

限大何れともなり得るとするチェムパレンの主張を吟味する。われわれは

これらの諸基準を統括しできうる限り少数の係数を用いて現実の競争関

係を示そうとするローゼ (KlausRose，“Kreuz-Preiselastizitaten und 

Konkurrenzbeziehungen，" Jahrb. f. N. O. u. S.， 1958)の分類論に於て，

新しく代替弾力性を使用せんとする彼の試みに遭遇する。この試みをわれ

われは財の異質性，同質性の分類基準として高く評価するのであるが，併

し彼に就ては未だ次の如き欠陥を指摘し得るのである。第一は財の異質，

同質の分類基準は社会市場の次元に於て考えらるべきものと思われるにも

拘らず，ローゼに於てはこの点が全然不明確であるO 第三には彼に於て代

替弾力性は完全に価格及び所得と独立に定義されうるかに論ぜられている

けれども，われわれの考えるところでは然らず，社会的交斜弾力性と難も

その大小は間接には実質所得のいかんに依存するのである(第三節)。

これらの吟味を通じわれわれは，社会的市場と個別市場乃至個別的企業

の二面的構造を主張するわれわれの立場に即する市場分類論として，社会

的需要の交斜弾力性を以て財の異質性，同質性を分別すると共に，通常い

われる需要弾力性ー一個別市場ないし個別企業の観点からこれをみて一ー

を以て企業聞の相互依存性の度合いを測り，その際更に計画と実際と二つ
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の生産高変化を区別してパパンドルー係数の意義をも勘案することによっ

て得られるわれわれ独自の市場分類基準論を展開するであろう O それは更

に要約するならば社会的代替弾力性の有限と無限，個別需要弾力性の無限

と有限の組合せによる四つの大きい市場を区分する分類論となる。これが

外見上アルント (H.Arndt，“Anpassung und Gleichgewicht am Mar1王t，" 

Jahrb. f. N. O. u. S.， 1958)の分類論に類似するにも拘わらず，事実基本

的なる相異のあることをも明白にするであろうが，われわれはかくして独

占的競争世界，マーシャル的自由競争世界を社会的代替の弾力性有限にし

て，個別的観点からする需要弾力性ゼロまたはその有限値小なる世界とし

て規定するのである。

われわれにより新しく構築せられたこれらの基礎概念を用いる時，市場

の均衡はいかにして成立するものと考えらるべきであろうか。われわれは

この問題を一括して第三部として論じる。以上の論旨から明白なる如く，

われわれの均衡論は平板なる個別企業聞の相関の形を以ては論ぜられ得な

L 、。その均衡の理論は市場均衡と個別均衡の相互的，階層的制約の関係を

含むべきであり，更に個別市場と社会市場，社会市場の相関としての社会

経済体系の全体的均衡を含む多重的均衡の理論でなければならない。われ

われはかかる構想がマーシャルの産業的分析を主軸とする均衡論の本旨で

あり，彼の理論は寧ろ一般均衡論を最終の目標としたものであることを論

証し，独占的競争理論の成果をうちに含む右の如き多重均衡論の姿を，一

つの試みとして，論じるであろう。それは又ケインズ「一般理論」以来，

いわゆる所得分析と価格分析との聞のギャップとして， Aggregation or 

disaggregation problem として種々試みられた論議にも拘わらず，今日

猶残存する理論の裂目を懸けつなぐ一つの方向を示すものともなるであろ

う。

個別企業均衡論(第一章)はわれわれの構造論の最下部構造体としての

均衡の姿を論ずるものであるが，これは最早周知のところである。唯併し

今やわれわれの問題とする企業が独占的競争下の企業であり，夫々に固有
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の good-will を有することに基き，尚われわれとして論ずべき問題が存

在する。その第一は広告変数及び品質変数の存在による新たなる均衡位置

の指定の問題である。これは通常単純に夫々の新しい変数の導入により，

在来の均衡論における変数の数が増大したものの如くにして論ぜられる

が，それは誤りでなければならぬ。チェムパレンも最近に至り，旧著の説

明の疎漏を認め，広告変数の作用による個別需要函数のシフトを明白にと

り入れた理論を提案しているが，その際猶彼がこの変数の作用効果を確実

視しそれによる個別需要函数の分布を所与として疑わぬかに思われること

は現実に沿わず，むしろこれは単なる単純化仮定と認めるべきものと考え

る。われわれはこの所与の販売曲線分布の状態を需要スペクトラムと呼ぶ

であろう。静態的分析武器を以てするこの面の分析は，この所与のスペク

トラム中に占むべき位置の選択を解き明かすのみであり，需要函数をシフ

トせしめるとともに新たなる需要をも創出することを本質とする広告変数

の存在は静態論の基本を脅かす態のものである所以をわれわれは強調する

であろうが，この危険性を独占的競争の理論は十分に認識しているとは思

えないのである。

併しより重要なることは個別企業均衡の十分条件について見られる。通

常の如く負の勾配をもっ需要曲線を前提とすれば均衡の十分条件は限界費

用逓増を以て保証され，限界費用逓減の場合には無条件に又は条件的に十

分条件は破られるとせられる。ここに於て長期的にみて費用を結局は逓増

せしめるものは何かが問われざるを得ず，カルドアはこれを企業者能力の

供給固定性に求めたが，われわれはこれを吟味しその究極の理由が要素の

分割可能性を緯る解釈の特殊性にあることを知るのである。この問題は同

次生産函数の問題として幾多の論議を生み チェムパレン又その一方の旗

頭である。われわれはこれらを費用法則のー側面として論究し，各論者夫

々に事態の本質を誤った所以を論証し同次生産函数，分割可能性の問題

はこれを均衡の持続的状態としてみるべしとする主張を導く。併しそれと

同時にわれわれ自身の企業均衡の十分条件は必ずしもかかる煩墳な議論を
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用いずして可能なることが強調されるであろう。けだしわれわれの場合の

企業は常に特有の good-will に規定されており，これにより企業の大さ

は確定し得るからである。併しこの good-will は上位概念としての市場

で始めて決定される変数をパラメーターとしてのみきまるであろう(第二

節)。

費用法則に関する見解の一つはいわゆる超過能力の問題について表われ

る。われわれはこれを論ずるために一節をあてる(第三節)が，そこでは

特にカルドア，ハロッド，チェムパレン三者の所論を対比してその夫々を

検討する。彼らが夫々に超過能力はありと L、L、又なしという時，そこに理

解される超過能力が実は互に異ること，併し彼らの夫々の理論についてそ

の細部には誤りが認められることを論証するであろう O 殊にチェムパレン

に関しては再びその理論が社会市場概念を欠くために，独占的競争下にお

いても超過能力なしとする主張が十分には承服し得ぬものであろうことを

示す。

以上の如き切り離された企業均衡論は市場的均衡を論じる為の素材に過

ぎなL、。これらの企業の相関の理論が今や分析されねばならないが，独占

的競争理論の最も困難な問題群がこの面に於て存する(第二章)。われわ

れは先ず簡潔に在来の主要なる解の形としての，クールノー，エッジワー

ス，チェムパレン，シュタッケルベルク解の本質，就中そこに見られる確

定性と不確定性の意味内容とこの二つのケースを分つものの根源を尋ね

る。そしてそれは一つには上位均衡からの制約のいかんと，一つには効用

の比較可能性のいかんとに依存することを知るであろう O 併し後者につい

ては最近ゲームの理論の出現をまって効用可測性が主張され，ひいてはオ

リゴポリー解の確定性が論証されている。われわれはこのゲーム論的理解

を以て最早オリゴポリーの解は確定したと L、し、得るであろうか。不幸にし

て否である。このことをわれわれは「おどし」戦略を用いて交渉ゲームの

解を説くナッシュ(J.F. Jr. Nash)の理論を紹介，批判することによって

示すであろう O 伺よりもゲーム論的解は在来経済学にいう解とは異る解で
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ある。ゲームの理論の解はすべての他のものに優越するが互には優越し合

わない imputationの集合をいうであろうが，これはーの主体均衡の条件

論に留まるものであり，これは市場均衡として説かれるべき経済学の均衡

とは異るであろう O 加之，この主体均衡を持ち来たす企業の行動原理はマ

クスミンの原理であるが，これは畢克安全水準の選択を意味するものとす

べく，企業の行動原理としては極めて保守的といわねばならぬ。更にゲー

ムの理論の解の確定性は混合戦略にまつとし、う意味に於て確率論的性格の

ものであるというべきであるが，その主観的確率の扱い方にも疑問がある

であろう。

斯くしてわれわれは再び旧い形の需給分析に立戻るのであるが，これを

用いてわれわれは多占市場における解の確定性を示すであろう O その論法

はホイスのいう成熟せるオリゴボリーの理論(Ernst Heuss， Das 

Oligopol: ein determinierter Markt， Weltw. Archiv， 1960)に類同的であ

るが，われわれの場合にはホイスと異り，部分均衡論的に確定する

good-willの相対的位置が手懸りとなるのである。併しこれは上位均衡と

ともにしか確定しないとせられるので， good-willの相対的位置に基く価

格比の決定とはL、L、条それはいはば準定着的なるのみである。それにも拘

わらず，一個別市場に参加する諸企業の中で費用構造の最も有利なるもの

が価格指導者的地位にたち爾余の企業はこの準定着的価格比に応じて価格

決定を行う他はないことが主張せられる。上位均衡としての個別市場代表

企業の均衡は当該個別市場の一般的市場状況を示すものとして上記の如き

価格比を直接決定する一要因となるであろう。

上記の如くにして決定せられる諸企業相関の形における均衡の関係は，

在来説かれ来った市場均衡とも生産均衡とも異るものである。今や相関的

均衡に斉らされるものは独占競争的に行動する諸企業である。ここに於て

この均衡の安定条件も又内容的に変化せざるを得なL、。われわれはこの問

題一一独占的競争下の諸企業均衡の安定条件の問題をヒツクス理論に従っ

て求めるであろう O そこにはヒックス同様に完全，不完全二種類の条件が
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独占的競争理論の研究

求められるのである。ヒツクスが独占の存在は直ちに市場安定条件論を危

うくするというのは，言極端にすぎるといわなければならない。

われわれはこの各個別企業の相関的均衡を個別市場均衡として纏めるこ

とができるであろう。即ち上記の如くにして決定される各個別企業の大き

さ分布夫々をーの代表企業概念に統括し 上記の如くにして決定される各

企業の供給価格のコンステラチオンを一価格で代表せしめることにより，

われわれは既に論じた市場供給表を得る。これに対応する個別市場需要曲

線は社会市場需要曲線に対し短期需要曲線の性格を有するもの，又は後者

から導かれる販売曲線の性格を有するものでなければならぬ。併しそれが

何れであるにせよ，今や数量軸に測らるべきものは個別市場の規模の大さ

であり，一代表企業の奥に多少ともに異質の財を生産する多数の企業が前

提とされる以上それは単純なる数量であることはできない。ここに於てわ

れわれはこの市場の規模を測る指標として，一円で買い得る当該市場生産

物の量を選ぶであろう。斯くすることによって数量軸の確定性一一但しそ

れは依然としてそれらの上位均衡の確定を以て始めて決定すべき物価をパ

ラメータ一的に含む一ーを得ることができると共に，上下二つの均衡の相

互制約的関係を解きほぐす手立てをそこに見出しうると考えるからであ

る。これに照応的に供給函数並びに需要函数の表現に多少の手直しが必要

であるが，われわれはそれを用いて個別市場の規模の決定論を説くであろう。

併しこの個別市場は他方社会市場の構成要素として，その代表企業は対

内的には独占者であり乍ら，社会市場内に於ては独占的競争にさらされる。

この故にこの代表企業の行動様式は独占的競争下の個別企業のそれに類似

する。併し乍ら個別市場の代表企業は正に社会市場にあるものとして，そ

の類別の根拠を社会選好函数から導かれる代替弾力性の中に有するもので

あり，そこに成立する価格のコンステラチオンは社会的選好の程度に照応

し，従ってそこに見られる価格差は個別企業相関論で見られるそれと異な

りその根拠を社会的選好の差の内に有するものとされるのである。チェム

パレンが財の異質性を厚生論の中に持ちこむとする場合の意味もこの理論
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概 説

の段階に於て始めてその根拠を有し得るものである。

かかる個別市場の相互的位置は社会的需要曲線上の各クールノー点の相

対的位置のいかんによって指定される。このことは各個別市場を極めて厳

格に社会的弾力性に対応せしめれば明白である。然らざる場合についても

若干の工夫を施すことにより同様の議論をなし得る。社会的供給曲線と相

侯って社会市場の規模が決定されるであろうが，その場合の均衡決定の様

式は再び社会市場が他の同種の市場との関聯に於て閉じたるものである

か，聞いたものであるかのいかんにより異るであろう。併し今やわれわれ

のいう社会市場に於けるその均衡価格は正にその規模の産出高をステディ

に維持するに足る価格であり 一定の社会需要を充足する夫々の財価格は

その財の社会的稀少性のいかんに応じて明確な差別価格を取るのであり，

ここでも又均衡はかかる諸財価格の一定のコンステラチオンを決定する。

併しそのコンステラチオンの内容が個別市場におけるものとは異るのみで

なく，その決定の形が又異ることに注意しなければならない。

そしてこの社会市場の均衡を論じる場合の数量は，個別市場の場合より

も一層明白に，単純なる物量たり得ないので，個別市場のそれと同様の理

由から同様の処置をとるであろう。但し今や社会市場に比してより上位の

体系は社会経済体系そのものである。この社会体系の均衡に於て始めて決

定されるべき諸量，それは就中国民所得であり，総雇用量であり，一般物

価であるが，を含んで諸社会市場を相関的に決定する そしてその下部

均衡の確定を前提する一一部分的な一般均衡論体系が社会市場について提

案され得る。而して社会経済体系内に於ての諸マクロ量の決定はケインズ

的体系を以て確定されるのである。逆言するならばケインズ的な所得決定

論は，その下部均衡の成立を前提とした上でのみ，それを独立に論じ得ら

れるに過ぎない。このことはケインズ自身の注意を侯って周知でもあり，

ある意味では自明でもあるが，その脈絡はわれわれの如き多重的均衡の積

重ねによる理論体系を以て始めて明確に確認されるのである(第三章，第

二節)。
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われわれは斯くの如くにして始めて，社会的欲望体系に即してみるとき

稀少なる社会資源がし、かに流れ いかなる原理によって規整せられるかと

し、う経済価値論の課題を解明することができるのである。われわれは現代

の独占的競争理論の革新性と有意義性を認めつつも，その論者が個別企業

的観点を強調するの余り，遂に全く全経済社会と企業との聞の中問者を否

定し去り，在来の価値の理論を一括してこれに独占的競争理論は代位すべ

きものと主張する態度は，砂くともマーシヤル経済学に関する限りは不当

であり，それは全く論者のマーシヤル理解の不足に基くものであること，

しかも彼らの如き態度を以てしては経済価値論の本来担うべき課題は解か

れ得ぬことを指摘，われわれ自身の立つべき立場を前記の如き独占的競争

理論批判のうちに確立し この立場からわれわれ自身の価値論の体系が独

占的競争理論の成果と更に所得分析の成果をも含む形に於ていかなる方向

と概要を以て形成せらるべきかを論じる。そしてそれを通ずる基本の立場

は，マーシャルの本意とわれわれの解する社会市場の立場一一一社会的需要

充足の機能を果す限りに於て概念せられる産業の立場である。これ副題の

存する所以である。
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第 1部価値論と独占的競争理論

土早第 序 員命

価格論乃至価値論といわれるものは今日尚奇妙な混乱を示している。一

方において自由競争と独占のそれがあるのに対して不完全競争又は独占的

競争の理論があって之と相抗争し，他方又産業論的価値論があるのに対し
グル←フ

て産業又は群の概念を否定し企業論的立場に終始しようとするものがあ

る。一方において均衡の確定を本領とする理論があるのに対して均衡の不

確定を本旨とするものが存在する。われわれはこれらのーをとり他を捨て

るべきものなのであるか。それらは理論として互いに併存するべき，又し

うるものなのであるか。総じて価値論は今日いかなる形で自己を措定しう

るのであるか。

この混乱のなかにあって価値論が自己の課題を再確認し，自己の占める

べき地位を改めて見定めるためには，柳か迂遠としても，価値論がその一

部，しかも極めて主要なる一部であるところの経済学そのものの課題を確

認して取りかかるのが，便宜でもあり捷径でもある。この意味において，

われわれは一応われわれの採ろうとする経済学についての考え方を吟味し

ておき度い。

第一節 経済学とその課題

周知の様にアルフレッド・マーシヤル (AlfredMarshall)は， I経済学

は日常の businessof lifeにおける人間の研究である。それは福祉の物質

的必要物の獲得とその使用に緊密に関係のある，個人的及び社会的行動の
註 l

部分を精査するものであるJとL、う言葉をもって，その主著「経済学原理」

を書きいだし， I貧困は必然的かの問題が経済学に対しその最高の関心事
註 2

を与える」として，その主題を特徴づけている。これは経済学発達史上主

役を果したーーある時期には経済学そのものであったところの，イギリス

経済学の特質を，古典学派復興の祖といわれるマーシヤルが要約したもの
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と見ることができる。

そこに語られているものは，何よりも経済学が人間の学であること，と

りわけそれは「福祉の物質的必要物の獲得と使用」にかかわるものであり，

これを支える精神的支柱は一つの社会改革への情熱であるということに他

ならぬ。アダム・スミス (AdamSmith)の「国富論」が正式には「諸国
註3

民の富の性質と原因に関する研究」であり しかもそれがスミスの道徳哲
註 4

学体系の中の社会倫理学の構想に相当するものであるとし寸事実は，右の

マーシヤルによる経済学の定義が深く古典派の伝統に根ざすものであるこ

とを物語るであろう。

併し，言うまでもなく，仮令イギリス経済学が斯学の太宗であるにして

し経済学の流れがそれに尽きるのではなL、。従って経済学をいかなる科

学とみ，経済学の認識対象をいかに規定するかは，まことに千差寓別，学

者の異るに応じ，その説く所又異るとすら言われる。にも拘わらず，われ
註 5

われはこれを大別して二種に類別することができる。ーは即ち，右にその

代表として掲げたマーシヤルにより察知せられる「部門的定義J乃至「唯

物論者的定義」といわれるものである。詳言すれば，人間生活の一部を，

「物質的」生活手段にかかわらしめて区切り分け，これを以て経済学の領

域を指定するのである。いわゆる伝統的経済学の立場がこれである。とこ

ろがこれに対し，これと二者択一的なるものとして，ライオネル・ロビン

ス (LionelRobbins)により最初提唱され，今日一般均衡論者により大体

継承されているところの，第二の立場がある。彼によって「機能的定義」

と名称づけられたものがそれであるが，この立場は，第ーのものがどちら

かと言えば，在来より経済学たるものとして諒解され，又経済学として理

解されてきたものを一般的に包摂する城壁又は枠として言われる性格をも

つのに反し，寧ろ積極的に敢て独立科学としての経済学の領域を，諸他の

隣接科学のそれと載然限界づけて，確立せんとする性格のものであり，い

わば予斗学論的意味において「規範的」なるものである。言う意味はこうで

ある。「部門的定義」をとる限り，経済学とその隣接科学，殊には政治学，
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社会学，倫理学，宗教学等々との境界は暖昧模糊たらざるを得なL、。政治

も，社会的諸要因も，倫理も，宗教も夫々に「物質的生活手段の獲得使

用」に対し直接・間接の， しかも時に極めて決定的に重大な影響を及ぼさ

ざるを得ないからである。経済学がこの観点から完壁であろうとするなら

ば，これらの諸分野をすべて研究対象とせざるを得ない。経済学がときに

綜合的社会科学なる異名を呈せられる所以である。

併し事実斯くの如くであるとすれば，もはやそこに経済学に固有の研究

分野は認め難い。「機能論」的立場においては，この弊を回避するために，

「経済することJeconomizingなる一つの機能を認識し，この機能の遂行

が見られる限り，それが仮令人生のいかなる分野において看取せられるに

しても，そこに経済学に固有なる研究対象を求めようとするのである。そ

れは「物質的生活乃至福祉手段の獲得・使用」なる分野に独立であるとと

もに，物質的なるものとは一応無関係であり，それらから完全に自由であ

る。しかしそれだけにそれは経済なることばの日常的語法を超えるものを

含むのみでなく，それはことばの勝れた意味における「人間Jの学として

の経済学を許さぬものとなる。経済学とは人間生活の中に見られる一機能

を，恰も自然、科学が大自然なるものを時に重力の場として捉え，時に電気

の場として観ずる如くに，抽出・把握して研究するところの純粋科学とな

る。これは第一の立場によって立とうとするイギリス経済学とは凡そ異質

のものであり，大陸合理主義の立場，純粋経済学の立場である。

二者互に異質というのは科学方法論上のことである。若し二者のいう経

済なるものが内実的にも又全く互に無縁ということになれば，二者相抗争

するべき理由をもたぬ。それらは相互に全く相異る別個の科学であろうか

らである。しかもその時第二の立場にたつ純粋経済学は，在来経済学が事

実研究対象とし，それについて種々豊かな文化遺産をのこし来ったもの，

日常的に人々が経済として理解しつつあるものを挙げて拒否することとな

るであろうが，純粋経済学はかかる暴挙を敢てしようとするのであるか。

然らざることは明白でなければならぬ。内実的には二者の聞に著しい共通
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の場がなければならぬ。それは果して何であるか。これこそわれわれの求

めるものでなければならなL、。

ここにおいてわれわれは踊って，第二の立場のいう「経済する」の内容

を知るべき段階にきた。ライオネル・ロビンスはこれをレみじくも「稀少

なる手段と多様なる目的との関係」と規定し，具体的には「選択行為」の

うちにその表明を見出したのである。敷街して説けばこうである。本質的

に無限な人間の欲求に対し，それを充足するに用いうるべき一一従ってそ

のそれたるを人々の知る一一手段は相対的に稀少である。ここに理性的な

手段の充用が問題とならざるを得ないが，これが経済的な問題であるがた

めには更に，多様なる目的が価値のヒラルヒーとして順序づけられている

こととともに，稀少なる手段が. r代用可能Jなることが必然要請せられ

る。技術的理性が単一目的の最有効なる達成と L、う技術的有効性を目図す

るのに対して，経済的理性は秩序づけられた多様目的の聞に代用可能なる

稀少手段を最有効に配分すると L、う経済的有効性を目指すものである。是

に由りて之を観れば，ロビンス流の「機能的定義」の要諦は「稀少性」と

「代用可能性Jにあると言いうるであろう O

他方古典学派以来経済学が一貫して稀少なる資源の配分の問題と取り組

んできたことは寧ろ自明の事であり，マーシャルが既出の経済学の定義づ

けの枠内において，経済理性の作用方式として「代用原理JPrinciple of 

Substitutionを説き之をその経済学の一大支柱としたことも又周知のとこ

ろである。マーシヤル自身「この原理の適用は経済研究の殆どすべての分
註 7

野にわたる」と言っているのである。斯く観ずれば. r機能的定義」は，

当然のことながら. r部門的定義」に代替し尽すものではなく，このいわ

ば広義の経済学の内部において，研究対象をより厳密・純粋に限定するこ

とにより，いわば狭義の経済学を実定するものと言うべきである。そして

われわれの当面の課題から言えば，ここにこそ二者一一「部門的定義」に

よる経済学(政治経済学)と「機能的定義」による経済学(純粋経済学)

とーーの内実的に共通の場を見い出すと言い得るであろう。経済学はその
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生誕以来，終始一貫今日においても依然として，この「稀少資源の利用・

配分」の問題を問題としているものである。われわれはこれを経済学の「思
註 8

想的基礎構造Jphilosophical frameworkと呼ぶことができる。

この思想的基礎構造に照らして，価値論なるものはいかなる位置を占め

るであろうか。この位置を見定めることによって初めて価値論は経済学の

中での自己の課題，使命を確実にしうると考えられる。併しこれを解くた

めには，先づ右の思想的基礎構造に鑑みるとき経済学は総じていかなる問

題を課せられるかを論じておかなければならない。出発点は稀少な，しか

も代用可能な資源の存在である。故にそれは何よりも合理的に支配 (ad-

ministrate) されなければならないが，その第一の課題は稀少資源の完全

利用の問題である。不完全利用は稀少資源を放置するものであるが故に絶

対的意味において経済理性の要請に反するであろう。第二の課題は稀少手

段の諸目的問への有効配分の問題である。非能率的な資源配分は「代用原

理」に惇るが故に，相対的意味において経済理性に反するであろう。第三

の課題は稀少資源並びにそれからの成果の適正分配の問題である。この問

題群は適正と L、う規範的判断基準自体の確定の問題を含むために極めて困

難・複雑な性格のものとなるけれども， i適正」概念を定めた上では，経

済理性そのものの合目的性を尋ねるものとなるであろう O 併しこれらの問

題は，第三課題の錯雑性を除いて，シトフスキー (TiborScitovsky)も言

う様にロビンソン・クルーソーの如く孤立せる完全に自足的な個人につい
註 9

てさえも多少ともに現れるところである。勿論われわれの関心はかかる孤

立的経済主体そのものにあるのではない。仮令それが時にその億の形で研

究対象とされることがあったとしても，それは単に理論のアトム的構成要

素として論ぜられるに過ぎず，われわれが本来，かつ究極的に眼前におく

べきものは，分業と交換，しかも各経済主体の自由なる選択行為として行

われる交換により見渡し難く錯綜した自由主義的経済体制機構のもとで生

起する諸事象であり，その事象の絡み合いの中で前記三つの課題を説くこ

とが経済学の目的でなければならない。
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経済的自由のいわば代償として結果する自由主義的経済体制の機構の見

渡し難さは，経済学の課題をより一層複雑・困難ならしめるものであるが，

その本質は社会経済規模の拡大と錯雑にあるというよりも，寧ろ各個別経

済主体が自己の行為の最終結果については何ら知るところなく，その私的

意図は非情なる社会的力により最終的には判定せられ，時に全く探醐ぜら

れる。しかも社会経済の運行は飽くまでも自由なる経済主体の発意に侠つ

行為により行われなければならぬので，ここに私的なるものと社会的なる

ものとの，意図乃至成果における，背反が生じるところにある。言う迄も

なく，この困難はもともとは自由主義経済体制が本来的に有するそれであ

るO そしてこの経済体制は，私的なるものを社会的なるものに結びつけ，

社会的評価を私的な経済主体に対して表明する一つの仕組みを，自由なる

価格形成のメカニズムのなかに見出し，右の困難を一部回避するのである。

即ち自由主義経済体制は経済理性の遂行，換言すれば，稀少手段の完全・

有効かつ適正なる利用・配分の解決を，主として自由なる価格形成，非人

的自由価格のメカニカルな運行に委ねているのである。

併しながらこの大任を委せられた価格形成メカニズムはいかなる運行を

示すものであるか，それはその委せられた大任をいかにして，又どの程度

に果しつつあるのであるか。ここに経済学の思想的基礎構造に照らしてみ

る時の，価値論といわれるものの位置づけがある。そしてここに今日の経

済学において価値論なるものが価格論として論ぜ、られる理由があるととも

に価格論が経済学の主要な構成部分とされる理由がある筈である。斯く観

れば，価格論なるものは決して一商品の価格形成の原理を解明することを

以て終るのではなく，真の問題はその上に，そこから，はじめて始まるの

である。それは諸価格の相関を一つの価値体系として把握しその体系が

稀少資源の配分とその成果の分配に於て果す作用をできうる限り組織的に

鮮明にするものでなければならない。しかもそれは社会経済的規模におけ

る経済理性の作用の形をできうる限り簡明に，但しできうる限り操作可能

な形において，捉えるものでなければならない。蓋し経済理論の究極の価
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値はそれの経済事象の予測力とそれの経済政策論的指導力のいかんに懸る

からである。経済理論の当否は単なる現実記述の厳密さ，あるいはその形

式的整備の完壁さにより判別されるのではない。勿論これらの要件は経済

理論が，その課題に関し予測力と指導力をもつための必要条件の一種では

あり得ても，充分条件とはなり得ない。ましてやそれらは予測力，指導力

そのものではないのである。

経済学の，従って又価値論の課題を右の如くに定めて之を貫こうとする

ところにわれわれの基本の立場が存するであろう。

第二節 価値論の現状の批判

以上の如くにして価格論に懸けるわれわれの要請に鑑みるとき，価格論

の現状は果してL、かに見うるであろうか。経済学は久しく，そして伝統的

に，自由放任主義なる世界観の許にたち，自由なる価格形成の理想像をい

わゆる自由競争仮定のもとで結実する姿において見出してきた。それはひ

じように厳密な，それ故に又到底現実には一般に認め難い仮定群のもとに，

制度的に無碍なる価格の形成を論じ，以て稀少資源の有効なる配分と分配

の本質を解明せんとするものであるが，現実は恰もそれらの仮定群が支配

すると考える場合の如く (asif)に inthe long runには動くが故に，この

理論は経済事象に関する充分の予報力を有するとともに，就中特に政策理

論的指導力を有するものとせられたのである。然るに1930年代初頭，かか

る自由競争仮定にたつ価格論に対し重大なる批判がアメリカのチェムパレ

ン教授(EdwardH. Chamber1in)によって投ぜられた。彼のいう「独占的
註 1

競争の理論」がそれである。教授はその著の冒頭において，当時の価値論，

勿論自由競争の理論である，がし、かに現実の実態を誤認せるものであるか

を次の言葉を以て強く弾劾しているのである。

「経済学の文献は競争概念と独占概念との奇妙な混合と混同と分離を示

している。……この二つの力〔競争と独占〕は価格体系全般を通じて色々

の模様を描き出し乍ら複雑に織りなされているのに拘らず，この織物が解
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きほぐされて，夫々もとのものより遥かに単純で，もとのものとは一部分

しか似ていぬものに作り変えられてきた。……競争の理論を，この理論の

妥当しない事実と結合するために，現実についての誤った結論が導かれた

のみではなく，更にこの理論自身が暖昧なものたらしめられてきた。この

ことは，この二つの力の混り合いがーの化学的プロセスであり，単なる加
設 2

算的なものでないだけに一層重大なる事柄である」と。

チェムパレン教授は明らかに在来の価格乃至価値論全体の抽棄を要求

しこれに代わるべき「より一般的な価値論」を新しく提唱したので、ある。

それは決して自由競争価値論を補足すべき部分的理論ではなかった。この

新しい理論の提唱は事実異常な関心を学界に喚起し，ロベール・トリファ

ン (RobertTriffin)をして次の如くに言わしめたのであった。

「今後の経済思想史家にとって，独占的競争理論の最も革新的な内容は，

恐らくこの理論がその傾聴者を獲得していった比類の無い速さであるであ
註 3

ろう」。

J. S.シュムベーター(JosephA. Schumpeter)も又チェムパレンの著

「独占的競争理論」を以て，ケインズ，ヒックス，ハイエクと相並ぶとこ

ろのr1918年以降の時代が生んだ理論経済学上の最も成功せる著作の一つ」
註 3

とまで激賞して之に極めて高い評価を与えている。そして確かにそれ以来

のこの分野における学術的文献の数は正に汗牛充棟只ならざる有様であ

り，経済学の教科書も又これについて若干の章を費やさぬものを見ぬ状態
註 4

に到っている。

併し乍らそれは果してチェムパレン経済学が本来意図したところの価値

論再建と L、う革命的意義を充分体現した形で，経済学界内に受入れられ，

浸透しているであろうか。殆ど凡ての体系的著作は，伝統的なる自由競争

仮定のもとでの価値論を論じ，独占及び独占競争の理論を是に併列せしめ

るの形態を保持しているのである。即ち独占及び独占的競争は自由競争市

場からの釆離を来たさしめるものとして多く市場形態論の中で論ぜられ，

殊に政策基準論として展開せられる厚生経済学に関しては独占乃至独占的
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競争を積極的に許した所に敢て理想の状態を求めようとする立場はチェム

パレンを除いてその例を見ないのである。これがチェムパレンの本志と相
註5

隔ること遠いものなることは明らかである。それ故にトリファン及びシュ

ムベーターの権威ある発言にも拘らぞ今日の価値乃至価格の理論はその

本質において極めて強く自由競争的と言わなければならない。チェムパレ

ン自身もこの事実一一現状一ーを若干とも認めるが如くであり，それが自

己の理論の性格についての一般の誤解に基因するとして，次の如くにL、う。

「併しそれ(チェムパレン自身の理論)がただ単に，例えば商標をもっ

た商品の如き一定の特殊かつ狭陸な諸問題 或は短期乃歪微視的理論等々

の如き一定の限られた価値論の側面にのみかかわるものと広く解釈されて
詰 7

きたことは事実である。」

チェムパレン教授はかかる慨嘆をなしつつ， Iそれが事実経済体系の分

析のための真に包括的な基礎を構成している」ことを詳細証明するために，

最近新に「より一般的なる価値論のためにJなるー論を発表しているので

ある。

何故にかかる実情に価格論はとどまっているのであるか。チェムパレン

教授はこれを経済学者が「慣習的な思考の形」を「強襲」しえぬことに帰
註9

する。これは正にケインズ(JohnMaynard Keynes)がその「雇用・利子

及び貨幣の一般理論jへの途上に於いて体験した根本的困難そのものに他

ならぬ。ケインズにとって，その困難は「新しいアイディアに(存するも

の)ではなくして，われわれの大部分と同様な教育を受けてきた者達にと

って，私共の心の隅々にまで枝を分けて入りこんでいる古い観念から逃れ
註10

ることのうち」にあったので、ある。 I価値の一般理論」を説こうとするチ

ェムパレンとしては， I雇用の一般理論」を説くケインズのこの述懐は，

正に引証すべき恰好のものであったて‘あろう O

こうしたチェムパレンの意欲的な所説に対し，経済学全体がそれに大き

く傾斜はし乍らもチェムパレン的に完全なる方向転換をし尽すに到ってい

ないことは上述の通りであるが，他面この種の理論に対して真向うより反
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撃を加え，それの無価値を説く人々がある。チェムパレン自身が「シカゴ

学派」と呼ぶ人々がその主体であり， F.H.ナイト (F.H. Knight)，ジョー

ジ.J.シュティークラー (GeorgeJ. Stigler)，アルフレッド-シエラード

(Alfred Sherrad)， M.ブロッフェンブレンナー (M.Brofenbrenner)，ミル

トン・フリードマン (MiltonFriedman)， G.ウォーレン・ナター (G.War-

ren Nutter)等がそれに属する人々としてチェムパレンによって激しく論
註日

難されている。これらの人々はすべてシカゴ大学に於いて教鞭をとり又は

研究をした人々であり， しかも独占的競争理論に対して共通の立場にたつ

と言われる。その立場は次のフリードマンの言葉によってよく代表せられ

るであろう。彼は言う O

「この理論の欠陥は企業群一一一マーシャル的「産業」一ーを含む諸問題

についてのそれの扱い方，むしろそれがこれらの問題を扱い得ぬことの内

に最も明白に表明せられる。……独占的競争理論は産業の分析に対し何ら

の用具をも供与せず，従って一方の極での企業と他方の極での一般均衡と

の中間に何らの停留場所をも提供しなL、。それ故にそれは多数の重要問題

の分析に寄与すること不能なるものである。ーの極は余りにも狭小で大な

る興味をもたず，他方の極は余りにも広漠で有意味なる一般化を許さな
註12

L 、。」

その詳細はさきに譲るとしても 要するにこれは チェムパレン自身
註13

は自らをある点において agood Marshallianと言うにも拘らずずーマー

シャル的立場を堅持しようとするものと言うことができる。マーシヤル的

「産業」概念に固執する点もそうであり 一般化のための一般化を厭う点
註1.

も又そうである。否，フリードマンとしてはこのマーシャル的方向に於て

更にマーシヤルを超える，より一般的な理論の樹立を要望するのであって，

fマーシヤルの理論よりも一層一般的な理論，生産物分化と数の少数が本

質的差別を生ぜしめる諸場合とともに，そうでない諸場合をも同時に包摂

する理論をうることが極めて望ましいて、あろう。かかる理論は現在われわ

れの処理し得ぬ諸問題の処理を可能にし稼てて加えてより単純な理論が
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充分正しい暫定的接近と看倣れうべき情況領域の確定を容易にするであろ
丘15

う」と言う。併しその方向がマーシャルに沿わんとするものであることは

之を肯定し得るであろう O ただ，草に注意すべきは，その際フリードマン

は一一この点われわれは後述の如くマーシャル的ならずと観るのであるが

一一自由競争と独占的競争論とを黒白の対立において措定し，現状での独

占的競争論は「それを真に有用なる一般理論たらしめるべき属性を何一つ

として有しなし、」として，この理論が自由競争理論と併列的に存立するこ

とをすら認めぬ点である。併し又その反対が，主として方法論的立場から

のものであり， I錯綜せる諸事情の集合体の中から共通的な，かつ須要な

諸要素を抽出するJI重要且有意義な仮設」を繰る問題として論ぜられた

ということをも注意しておくべきである。

この様な独占的競争理論に対する抜本的否定の態度は必ずしも，フリー

ド、マンがその一員に算えられているところの，チェムパレンのいわゆる「シ

カゴ学派」に特有なものではなL、。例えばケムブリッヂの聖ジョンズ大学

のギルボー(c.W. Guillbaud)は，三つの論点を掲げて独占的競争の理論
迂19

に反対の立場を表明する。第一点はもともと純粋な自由競争と種々なる度

合の独占との間のアンチテーゼはマーシヤル経済学とは無縁だということ

であり，第二点は，マーシャルにとって独占的競争の形の分析は本来補足

的なものであるにも拘らず，近時の独占的競争論者がこれを二者択一的な

るものとして主張するために，それはわれわれから完全に working

theory of value を奪うという論点である。彼はこの理論の「唯一の成果

は価値論の完全な崩壊」であり「無秩序と混沌への転晦」であると LjT アナキ カオス

更に第三点ではこの学派は「木のみをー一一個々の企業のみをみようとする

傾向があり，純一産業を殆ど無視する傾向があるJことであまギル

ボーは経済学の正しい在り方をマーシヤル経済学に於て見出して，それは

「時間の上で一産業が縮少するか，拡大するか不変にとどまるか，及びそ

れの生産するものの価値が他のものの価値との関聯でどの様に動くか，を

決定する諸力の研究」で、なければならぬとするが故df現状の如きチェム
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パレン的経済学を現状の形において容認することを拒否するのである。

ただ併しギルボーの場合においては，不完全競争の基礎理論はマーシャ

ルの「原理Jにおいて明白に述べられてあり. r~原理』の全体は事実競争

が完全とは仮定されていないことを含意する序述と議論により厳しい批判
註24

に従属している。j とみるので，この点は例えばフリード、マンが既述の如

く新たにより一般的な価値論の出現を麹望するのとは異るであろう。とは

言え，チェムパレンが敢て権威と呼び，又一般に彼の論理を更に煮つめた

ものと見られているトリファンの著作について，それを reductioad ab-

surdum と論難するギルボーの態度は正にフリードマン等と相通じるもの

があるのである。

斯く観きたるならば，今日の価格論，或は価値論なるものは，われわれ

が先に之に対して要望せる使命に応えるべき統ーを何よりも有していぬと

言わなければならない。この要望に応えうる価格論乃至価値論の姿がL、か

なるものであるかは，先ず以て現状かくの如くに分裂し互に桔抗しつつあ

る二つの価格論，価値論の批判と整理の上に再考せられなければならぬ。

不完全競争，独占的競争の理論を主張し擁護する人々と之を逆に，程度の

差はあれ，非難し排斥する人々との聞には真実にはいかなる差異が存する

のであるか。それら二つの立場を止揚した真に統一性ある一般理論なるも

のは果してあり得るのであるか。あり得るとするならばそれはいかなる形

のものとなるのであろうか。ここに今日の経済学の一つの喫緊の問題が在

ると言うべきである。われわれはこの統一の理念は既に是を示したので，

以下章を改めて今日の価値論の具体的内容を，主として伝統的理念に敢て

異論を唱えるチェムパレン的独占競争理論の主張に即する吟味 批判の形

をとり乍ら，検討することとしよう。
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第 1: 章脚註

第 1節

1. Alfred Marshall， Principles of Economics， An introductory volume， 8th 

ed， London， 1938， p. 1以下 Marshall，Principlesとして引用するものはす

べてこの決定版としての第八版である.

2. Marshall， Principles， p. XIX， Book， 1， Chap. 1， ~ 2の副表題である.

3. Adam Smith， An Inquiry into the Nature and Causes of the Wealth of Na-

tions. 

4. この点につレては例えば杉村広蔵「経済学方法史」理想社.昭13.I近代経

済学の成立」

5. Lionel Robbins， An Essay on the Nature and Significance of Economic 

Science， 2nd ed.， Lond.， 1937. 

6. L. Robbins， op. cit.， p. 16. 

7. Marshall， Principles， p.341. 

8. かかる解釈については例えば次を参照のこと.

Alfred Sherrad， Advertising， Product Variation， and the Limits of 

Economics， Journal of Political Economy， Vol. 59， Apr. 1951， pp. 126ff. 

9. Tibor Scitovsky， Welfare and Competition， London， 1952， p.3. 

第2節

1. Edward Hastings Chamberlin， The Theory of Monopolistic Competition， 

A Re-orientation of the Theory of Value， 6th ed.， Cambridge， 1948. (Har-

vard Economic Studies， Vol. XXXVIII).以下 MonopolisticCompetitionと

して引用するのはこの第六版である

2. Chamberlim， op. cit.， p. 3. 

Robert Triffin， Monopolistic Competition and General Equilibrium 

Theory， Cambridge， 1949， p.17.これ又 HarvardEconomic Studies， Vol. 

LXVIIである.

3. Joseph A. Schumpeter， History of Economic Analysis， N. Y.， 1954， p 

1150， note.以下この書は Schumpeter，Historyとして引用するであろう

4. Chamberlin， Monopolistic Competitionの末尾には1930年代から1948年に及

ぶ主要論文が収録され，その一部は主題別に分類されている.

5. E. H. Chamberlin，“Product Heterogeneity and Public Policy，" American 

Economic Review， May 1950をみよ.之は後に同氏の論文集 Towardsa 

More General Theory of Value， N. Y.， 1957 に右の表題に Welfare

Economics なる附加を附して収録せられた.われわれは以下この論文集を
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単に Towardsとして引用するであろう

6 トリファンの評価はさきに彼の言葉を引用した通りである シュムベーター

も又価値論の現状について次の如くに述べている チェムパレンの「著書は

在来分離的であった独占理論と競争理論の融合乃至溶解により価値論全体を

再建せんことを主張するものであった.併しそれ丈ではない それは又その

観点からすれば事実上凡ゆる経済問題が新しい光の中に現われる新しい経済

的世界観 Weltanschauung を提示せんとするものであった.何れにせよこ

の著作の最も重要なる創意的貢献は殆んど全く何らの基本的不同意をも受け

なかった」と. Cf. Schumpeter， History， p. 1151 

7. Chamberlin， Towards， p.3.この書における第一論文の表題からこの書名が

つけられているが，このことばはこの書のために特に書かれたチェムパレン

の新しい論文の中のことばである.

8. Chamberlin， Towards， p. 4. 

9. Chamberlin， Towards， p. 139， p. 291 etc. 

10. J. M. Keynes， The General Theory of Employment， Interest and Money， 

London， 1936， p. VIII. 

11. Chamberlin，“Contemporary American Economic Thought，" American 

Journal of Economics and Sociology， July 1950， pp.487ff.後に“The

Chicago School"なる表題のもとに Towardsの第15論文として収録された

(Towards， pp. 296-306). そこで彼が直接論評を加えた人々の著作は左の通

りである.

F. H. Knight，“Immutable Law in Economics: Its Reality and Limita 

tions，" American Economic Review， May 1946， pp.93ff. 

G. J. Stigler， Theory of Price， N. Y. 1946 

一一一一一， Five Lectures on Economic Problems， Lecture 2，“Monopolistic 

Competition in Retrospect." 

A Sherrad， op. cit. 

M. Brofenbrenner，‘Imperfect Competition on a Long-Run Basis，' Journal 

of Political Economy， April 1950. 

M. Friedman， Essays in Positive Economics， Chicago， 1953. 

G. W. Nutter，‘Competition: Direct and Devious，' American Economic 

Review， May 1954， pp. 69ff. 

12. M. Friedman， Essays， pp. 38-39. 

13. Chamberlin， Towards， p. 278.“‘Full Cost' and Monopolistic Competi-

tion，" Economic Journal， Vol. LXII， June 1952， pp. 323-24.を収録せるも

の.但しチェムパレンのことばは直接には彼の理論が長期論なることに関す
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るものであるー併し彼の長期の考え方にはマーシャルと異るもののあること

は後述の通りであり，チェムパレンとマーシャルの相異点が本論文のテーマ

である

14. Cf. M. Friedman， op. cit.， Pt. 1， The Methodology of Positive Economics. 

そこにはこの立場からする仮説又は想定の性格についての彼の主張が見られ

る 併し又シュティークラーが独占的競争の理論を余りにも差異性を偏重す

る「特殊の経験主義Jad hoc empiricism という (Stigler，Five Lectures， 

p.22)のに対し，逆にチェムパレンはシュティークラーこそ adhocと非難

していること (Towards，The Chicago School， p. 305)は興味がある.同じ

く現実接近を企図しながら，その現実性の理解に於て差があるのである.

15. Friedman， op. cit.， p.38.このフリード7 ンの要望に対しチェムパレンは，

フリードマンが彼に加えた非難のことば一一「それを真に有用な一般理論た

らしめる属性を有せずJ.I論理的に無意味」であり， I産業の分析に対する

用具を何ら提供しい、」ーーを以て超越的に批判し去る.併しこれがチェム

パレンの誤解であること.以下本論文で論じるところである.

16. Friedman， op. cit.， p. 38.前註参照のこと.

17. Friedman， op. cit.， p. 14. 

18. チェムパレンはフリードマン等のかかる共通的なるもの，須要なるものに対

する要求をすべて直ちに，完全競争的なるもの，高々マーシャル的独占者の

認識と同一視せんとする如くである cf. Towards， p. 303. 

併しそれはチェムパレンの曲解であろう.砂くともマーシャル的競争者を完

全競争者と同一視することの誤りなることは後述の通りである.

19. C. W. Guillbaud，“Marshall's Principles of Economics in the Light of Con-

temporary Economic Thought，" Economica， N. S.， May 1952， pp. 

111-130. 

20. この点に関するわれわれの主張は後の産業論に於て展開されるであろう.第

二部.

21. C. W. Guillbaud， op. cit.， p. 119. 

22. Ibid. 

23. Ibid. 

24. Guillbaud， op. cit.， pp. 117-118. 

25. Chamberlin， Towards， p. 107， n.文その p.308，n. 
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第二章 独占的競争理論ーその主題に っし、て

1933年，チェムパレンの「独占的競争の理論」は「価値論再建Jなる副

題をつけて， 1ハーヴァード経済研究」の一巻として刊行せられたのであ

るが，これはもと彼のハーヴァードへの学位申請論文であり，かつ又

11927-28年度A.ウエルズ、賞 (A.Wells Prize)J受賞の研究論文であっ

た。ところが全く同年，イギリスにおいてジョーン・ロビンソン(Joan

Robinson)夫人が同じく伝統的な完全競争的価値論を批判した一書， ["不
註2

完全競争の経済学」を世に問うた。世上一般にはこの両者を一括して「新
註 3

しい価値論展開の共同的創案者」とみ 一言以て不完全及び独占的競争理

論とするが如くであるが，併しチェムパレン自身はこの混同は重大な悲し

むべき誤解であるとし終始一貫その相異を力説して，それにより逆に自

己の理論の性格をより明瞭にしようと努力し続けてきた。最近ではロビン
言 4

ソン夫人は著しく当初の主張を弱め，若干の点に於て多少ともチェムパレ

ン教授の主張に近接して来た様に思われる節もあるけれども，チェムパレ

ン教授自身もその後の主張において幾多の改変を閲して居り，殊に例えば

「代表企業」概念を以て自己の理論を再構成せんとする希求を示す如き
丘 5

は，他方において当初の群概念を完全に抽棄すべしとする主張があるにも

拘わらず，否寧ろそれ故に一層，彼の動揺を示すとともに，マーシャル的

産業概念への歩み寄りを思わしめるものがあるように思われる。それにも

拘らず，二者の所説には尚依然、として本質的なる差異ありと主張せられる。

そしてチェムパレン教授によればそれは大きく次の如き事情に縁由するも

のと考えられているのであるο 即ち彼によればロビンソン夫人の不完全競

争理論は，かの有名なスラッファ (PieroSraffa)論文をを契機にして1926

-33年間 EconomicJournal誌上で闘わされた一大論争にその根源を有
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しこの意味で Cambridgeoriginのものであるのに反し，彼自身の独占

的競争理論にあってはこの特殊なる論争との結び付きは「文字通り皆無」
註 9

であり，この意味においてそれは non-Cambridgetheoryである，それ

を誤って二者同ーの起源から生じたとすることが，本来異るこの二つ理論

が同一物と誤認せられるに到った大きい原因であると L、う O 思想的系譜の

上においてマーシャルとチェムパレンが直接的つながりを持たないことに

ついては，シュムベーターも之を認め. 1主観的かつ客観的な独創性の著

例」というから，チェムパレン教授が自らケムブリッヂの亜流ならずとす

ることは之を諒承することができるであろう。併しながらシュムベーター

自ら指摘する様に，チェムパレンのオリゴポリ一理論とマーシャルの「原

理」第五篇における「双方独占の原型としての孤立交換の理論」とは，共

にクールノーの共通遺産である。この意味においては，ケムブリッジとい

い非ケムブリッヂというも，オリゴポリ一理論 そしてこれが後に見る

様にチェムパレン理論の本質であるーーに関する限り，遠くは同ーの源流

に属する。放にチェムパレン教授は一途にロビンソン夫人との差異点を強

調するけれども，多くの類同点の存すること又事実である。具体的には三

者の聞にいかなる異同が存するのであるか。われわれはこの問題から手を

そめるであろう O

第一節 不完全競争理論との異同

チェムパレンの主張一一

Economic J ournal誌上の論争の緒口を提供したスラッファ論文は，マー

シャル経済学における一つの困難，即ち，収穫逓増，就中個別企業に対す

る費用逓減の問題を取り上げて，マーシヤル理論を攻撃するものであった。

即ちマーシヤルはその「原理」第五篇十二章及び附録Hにおいてこの問題

を取り扱い，収穫逓増法則に従う場合には「限界」なる語は避けられねば

ならず. 1代表企業」も「正常生産失費」も正確なる意味を有せざるもの

となることに気付いた。「それは Primafacieに独占」であって，独占理
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論の手法によって分析されねばならぬものとしたのである。ところがマー

シャルは，それにも拘わらず，尚且「かかる場合においてさえ競争の方が

より大なる力を所有して居り， ~正常』なる語の使用はアプリオリにプロ

バブルと考えられる程には不適当でなL、」と論断して，この個別的企業に

関する困難を産業論の領域において救済しようとした。併しこの試みも畢

克は，産業規模拡大に伴う動態的要因の導入，殊には需要表変動における

タイム・ラグ又はイナーシャの強調，及び供給表シフトの必然性一一生産

が収穫逓増法則に従う場合には 一般にもそうであるがこの場合には特に

生産の増は組織の犬なる改善に導くが故にという によるものであり，

マーシャル自身もその結果については「不満足な性格」のものと言わざる
註 2

を得なかったのである。つまりマーシャルは収穫逓増法則が伴った困難

色産業論の水準においても，長期正常状態の理論的枠内に於ても完全に

は解決し得なかったと言わなければならなぬ。ましてや，近代的製造工業

の各個別企業に通則的に見られる様に，長期的費用は逓減的であるのが通

例とするならば，このマーシャル理論における理論的破綻は単なる部分的

欠陥ではなくして，マーシヤル価値論の全体を無価値ならしめる性質のも

のであるかに見えたのである。ここにスラッファの問題点があり，それに

続く一聯の論争が生じた理由があったのである。

唯ここに注意すべき点は，われわれが既にギ、ルボーを引用して瞥見して

おL、た様に，又特に収穫逓増に関してはマーシャル自身がオリゴポリー要

素を認識していたことを示しておいたけれどもマーシャル経済学にあって

は必ずしも市場は競争的とは考えられていないと見られるにも拘らず，ス

ラッファ等々の問題提起は，正しくは競争的なるものとして分析せられ得

ベき市場，従ってその長期均衡の条件は市場価格が各事業の限界コストに

等しいのみでなく，かつ同時にそれが産業の限界コストに，更に又すべて

のレントを含ましめる時の企業の平均費用に等しいとせられるものについ

て，収穫逓増，特には各企業の費用逓減が存在し得ると考えてなされた点

である。従ってその場合の問題は次の如き形をとるものであった。個別企
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業について費用逓減があり，産業において収穫逓増がある限りにおいて，

その事実は均衡とは両立し得ない。何故に各企業は費用が逓増する段階に

到るまで生産を拡大しないのであるか，或はその産業における競争が消滅

して独占状態と化して仕舞わないのであるか。このヂレムマをいかにすべ
註 4

きであるか。

スラッファ論文の意義は結局この問題に関して，費用逓減が多くの近代

的産業では却って正常事態であること，それにマーシヤルにおいて仮定せ

られた均一の市場は実際には均一でなく，生産者は多くは差別化せられた

製品を生産していることを認識せしめた所にあると言い得るであろう。こ

こにおいて理論は新たなる沃野を開拓した。即ち供給表分析から需要表分

析，就中個別需要表分析への力点の移動による新分野の出現が見られたの

である。この間の事情をアンドリユース教授は次の如き言葉を以て要約し

ている。

「消費者選好の現象が極めて手易く導入せられたのはこの点においてであ

った……それに続いて展開せられるべき分析にとって，導入せらるべき買

手の選好なるものが固有の品質に関係なきものであることが何よりも肝要

であった。というのは固有の品質なるものはコストの中に反映されてレる

であろうが，企業の費用逓減に対抗するには何らかの独立な拡張阻因をも
註 5

ってするのが分析上は望ましいからであった」と O

この要望に応えたもの，それがロビンソンの逓降的限界収入曲線であった

のである。

ロビンソンの「不完全競争」理論の要諦を，右の如き問題聯関において，

右の如き分析用具の創案のもとに概括して仕舞うことは，その貢献はそれ

なりに重要なりとはしても，柳か簡に失するの議りを免れぬかも知れない。

併しわれわれはこの関聯において，ロビンソンの著の書評の形において述

べられたニコラス・カルドア (NicholasKaldor)の言を想起することがで
註 6

きる。彼は新しい価値論誕生の必要性を認め，ロビンソンがその著書にお
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いて之に手を初めた功績を認めつつも，その結果はその意図に副わなかっ

たとして「ところが仕上げたところは約束せるところを立ち所にして超え，

これに及ばない，この書の内容はそれの表題からわれわれが予想せしめら
註 7

れるところとは異なる分野を取り扱ったものである」と言い， I最初に彼

女によって提出せられた型の事態に特有なる問題，即ち不完全競争プロ
註 8

ノfーについては，見出されるものは殆ど存在しないJ，それはその表題を

誤った， I彼女の著書は一一価値論に対する新しい接近法の必要性に対す

る微細の理由を与えるところの極めて興味ある序章以降は一一不可避的に
註9

独占の理論たらざるを得なL、」と言っているのである。カルドアはその理

由をロビンソンが事実は問題の本体たるべき「敵対的生産者の価格及び産

出政策の相関と各生産者の均衡位置の，この相関に関する彼自身の予測へ

の，依存の問題」を看過しこの事態の最も特徴的な特質である「市販費

用」の問題を仮定により分析から外したところにあるとする。

同様の批判は又トリファンによっても述べられている。彼は「ロビンソ

ン夫人は， ピエロ・スラッファの示唆に従って，このヂレムマをその双角

のーを切除することによって，解決する。即ち独占分析が完全に競争分析
許11

を『呑み尽くす』様せしめられている」と言う。ここにおいても又，ロビ

ンソンの不完全競争経済学は要するに，羊頭を掲げて狗肉を売るの弊に陥

ち，その勝れた問題意識と意図にも拘らず，成果之に従わずとされる訳で

ある。しかもトリファンにあっても，但しこれはロビンソン夫人に対して

と共にチェムパレン教授に対しでも向けられる攻撃の矢であるのだが， I何

処においてもわれわれはグループ(群)聞の諸関係について論ぜられた所
註12

を見なL、」ことに不満を見出して，在来明白には認識されず或は説かれて

いぬ三つの主要問題として， I諸企業の相互依存関係の問題，販売曲線及

び費用曲線の客観的若しくは主観的性格の問題，就中最重要なるものとし

て，われわれの分析の『基本的素量J]，即ち財および企業，の厳密なる定
註13

義づけの問題」を新たに提起する。かくてトリファンも又，企業間の相関

とその相関に基づく企業の価格及び費用の主観性，即ちオリゴボリー要因
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の分析欠如を問題とすること，カルドアと軌をーにするのである。

斯るロビンソンの不完全競争理論に対し，チェムパレン理論はその主題

をすら異にするものとされている。「不完全競争と独占的競争とは一般に

は同一主題を論じるものとして結合されてきた。この二つのものの類似性

は至当に評価されているかに思われる，併しそれらの非類向性は殆ど認識
註H

せられていなし、」とチェムパレンは言う O 彼はロビンソンには競争と独占

との対立二分法が根強く猶残存して居り，彼女の捉える現実は彼の問題と

せんとする現実とは異るというのである。それは如何なる意味においてで

あるか。彼の説く所に依れば次の如くである。彼女の所論の中には「純粋」

競争と「完全」競争との別をなしたる議論があり， I生産物差別化」の疎

外がある。就中その「不完全競争の経済学」に於ては「独占均衡」と「競

争的均衡j とについて別個の章が当てられている。しかもその際ロビンソ

ン夫人は「現実の諸ケースを，純粋独占が一方の極限であり純粋競争が他

方の極限となっている一つの系列の中に」配列する可能性を「魅惑的」と
註15

考え乍ら，超りこえ難き困難を含むものとして之を断念してしまった。併

しながら疑いもなく現実は「純粋競争と純粋独占たる両極端の中間にある
註同

一つの連続体」であり， IW自然』は独占と競争の聞に何ら明確なる境界を
話17

設けてはいなし、」のである。この現実を説明することが，伝統的価値論を

超える新たなる価値論の使命である筈なるにも拘わらず，彼女はこの現実

と必然性を看過， I代替物の漸次的移行」を体系づけるべき企図を断念す

ることによって，いわば主題を逸したことになる。ロビンソンは「完全競

争を定義(イタリック原文)した上で，不完全競争を需要曲線の弾力性を
言18

用いて定義する」。併しその場合，現実に存する独占的要素は何であるか。
註19

ロビンソンの「独占」の定義は，同質的「商品J，従って「産業」につい

てなされるのであるが，その「商品」の定義を断念する限り「独占」の定

義も亦失敗したものである。現実の独占的競争の事実認識におされて，そ

の定義はチェムパレンによれば， Ic、まだ嘗てついぞ存在しなかった」も
蓋20

のとなり， Iそれは単に個別の売手を指すものにすぎなくされているム尤
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も他の箇所では供給に対する支配，単一当局による産出高の支配なる伝統

的意味で独占なる語を用いているが，その際彼女自身「本書がそれに基礎

を置く独占の概念とは文字通りには両立しなし、」と L、う。かく「彼女自身

の特異な定義を除外するとすれば，ロビンソン夫人の不完全競争概念の中

には何らの独占も存在していなし、JoIロビンソンの分析は，現実の独占的

側面を，その多様なる諸問題ともども，完全にオミットする用語で二力〔独

占と競争〕により生成せられる事態を記述することによって，完全競争理

論が犯したと同じ形で誤ちを犯すものである」。

こうした激しいロビンソンへの攻撃は要するに，チェムパレン自身の理

論は「独占理論と競争理論の融合」であるのに対し，ロビンソンの理論は

「慣習的な対立的二分法を在来通り鋭く残存せしめる」ものということで

あり，これが二つの理論の「根本的相異」だということである。そしてチ

エムパレンはその著「より一般的な価値論のために」のある脚註に於て，

この差異を「他の相異点の主たる源泉であると私に思われるところの本質
註24

的差異」とも言っている。

この「根本的差異」からL、かなる他の差が生ずると考えられているので

あるか。幾多の箇所に散在するチェムパレン教授のこれに関する所論を蒐

集・整理するよりも，彼が先掲の近著「より一般的な価値論のために」に

新たに収録した同名の論文において，純粋競争理論に比し独占的競争理論

がより一般的なりとした六つの点が，そのまま不完全競争理論との対比に

おし、ても妥当することを示そうとした「追加Jについて，之を観るのが便
註25

利である。必要なる限りにおいて，ごく簡単に之を記述しかっ若干の補足

をしておこう O 六つの点のうちの第一点が「競争と独占の融合」であり，

内容上に論述の通りである。之に続く第二点は「生産物異質性」である。

消費者選好によりロビンソンはこの問題を胸中に抱いていたにしても，事

実は産業内部における「同質性」仮定によりこれを排除していると L、ぅ。

序でなから， I同質性」仮定はロビンソンに於ては商品，従って又産業概

念との関聯で必要とせられる。故にこの三者は倶にたち倶に倒れる関係に
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あるのである。独占が彼女のいう商品につき 従って産業につき概念せら

れる限り，商品の異質性に基因する独占の側面はロビンソン夫人について

存立の余地がない。「差別化せられた生産物から生じる独占は， ~不完全に

競争的な』産業を『実際的目的のためにはその内部で同質的と看倣しうる』
註26

商品と陽表的に同一視することによって，除外される」こととなる。これ

即ち第一点の要点であり 第一点と第三点とは謂わば表裏一体である。

次に第三点は「オリゴポリー」である。ロビンソンは之を無視した。そ

してロビンソンは後になって，この問題を無視したことについて「陳弁J
言子 27

をのベ，当時その問題を「解き得なかった」からとするのであるが，チェ

ムパレンはロビンソンの本心は「不完全競争の経済学Jで、述べた所にある

として，この陳弁を信用しない。その著書においては，彼女は不完全競争

下におけるオリゴポリー的困難の存することを認め乍ら， Iこの問題を詳

細に論ずることはわれわれの目的とする所でなL、」と事実言っているので
註29

ある。又この点で注意すべきことは，チェムパレンにとりオリゴポリーは

「単に数の少数なること」にすぎず，需要弾力性とは何の関係もないとい
註30

うことである。従って弾力性を以って定義せられる不完全競争概念は全く

オリゴポリ一理論を包摂しえない，とせられるのである。そして「独占と

競争を融合せんとする理論にとって，数の大小とオリゴポリーなる中間地
註31

帯を無視することは到底できなし、」以上，これ又第一点の系である。第四

点は「販売費J，第五点は「変数としての生産物」である。これらは一括

して「非価格競争Jの一部であるが，これが，第二点の系であることは明

白である。第六点は「非利潤一極大化Jの問題である。不完全競争理論は

これを許容せず，独占的競争理論はこれを許容しうると L、う。

第二節 そ 。フ ま
'批

このようにしてチェムパレンは精力的にロビンソン理論と自己の理論の

同一ならざることを強調し続けるのであるが，彼自身も言う様にその差異

の鍵は第一点，即ち二つの理論の主題の相異とも言うべき「根本的差異」
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にある。併しこれ程に相争わねばならぬこの二つの理論の間には真に主題

において斯程の差があるのであるか。カルドアはこれについてこう言う。

「この最後のタイプの差異(理論の主題の差異一補註)が事実存するので

あれば，この二つの理論は，丁度利子論が賃金論と共存し得るのと同様に，
riIl 

平穏に相並んで『共存』し得る筈である」。

果してトリファンは，綿密にロビンソンとチェムパレンの主張を項目別

に相対照しこの二人が同ーの動機一一純粋競争的仮定への不満 を有

するのみでなく，同ーの問題に取り組んでいることを明らかにした。彼は

「この二人の著者が事実同ーの一般的問題を取り扱わんとしているという

私の主張の正しさを疑う人々にとっては，次の対照表がその誤りなること

を示すものと思う Jと確信的に言う。われわれは蕗にその対照表を再生す

ることはしないけれども，これに対してチェムパレンは，このトリファン

の論証があるにしてもこれはこつの理論の類向性を示したものではないと

する。彼はトリファンが対照的に示したものは，二者についてトリファン

自身の発する四つの問題 (1)二人は同ーの問題を論じつつあるのである

か。 (2)二人は同ーの一般的接近法でその解を眺めているか。 (3)二人は同ー

の用具と技法を用いているか。 (4)二人は同ーの解に到達しているか。一一

この四つの題目中の，第ーのものに関するに過ぎない。しかもその比較に
設 5

際しては，生産物変化及び販売費が除外されている点を指摘する。かくし

て「トリファンの著書(とりわけその第一章及び第二章)は実際には二つ

の理論の『鋭い対立』と『議離』についての豊かなる情報源泉である」と

して，却ってトリファンの意図とは逆の結論を導く O この点，チェムパレ

ンがL、かに生産的変化と販売費とを以てその独占的競争論の不可欠の特質

と観ているのかを如実に物語るものではあるが トリファンの第一設問に

関するトリファンの解を認める限り，少くとも二人の著者が，その成果は

別としてその意図において，同ーの問題に取り組もうとしたことは認めら

れなければならない。そしてこの意図における主張の同一性はチェムパレ

ンの第一点に関するものであり，生産物変化及び販売費一一第五点及び第
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四点一ーが第一点と表裏一体の第三点から導かれる当然の論点である限り

一一即ち第一点が真に「本質的」なるものである限り一一チェムパレン理

論とロビンソン理論がその主題においてすら根本的に異るとするチェムパ

レンの主張は，依然、として若干の修正を要するであろう O 即ちこの二人は，

トリファンの言う様に，同ーの問題に当面しようとしたのであるが. I彼

等がその理論的攻撃で用いる一般的戦略を概説する段になると著しく背離

するJと言うべきである。それ故にこそ チェムパレンは決して
デライオリティ

「先 陣」を争うものではないにしても，今日猶二者の相異を争うのであ

り，又争い得るのである。

併しこうした反攻をうけつつある聞にロビンソンがその不完全競争理論

を再吟味しなかった訳はなL、。 1953年の論文におけるオリゴポリーの無視

について彼女の陳弁については，既に若干触れた。それ以外にもロビンソ

ンは，生産物差別化，その他の非価格競争手段を「主要な競争手段」とし

て認めるに到ったし，殊に重大な事にはその「産業」概念を改変したこと

である。 I不完全競争の経済学」においては，記述の様に「産業」は「実

際的目的のためにその内部で同質的と看倣しうるJI商品」について. I単

一の商品を生産する諸企業の任意の集団」と定義されたのであるが，それ

が今や「互に極端に離れた代替品」である財を生産しうるものとされたの

である。かくて「産業」は市場に分解され 「市場Jは「互いに緊密な代

替品である商品群」と等視されるに到っ足。

チェムパレンはこの改説を，分配論一一ーロビンソンが主として関心を寄

せたという二つの問題の一つであるところの労働搾取理論との関係で重要

視しているが，当面のわれわれの問題にとっても之は重要である。われわ
グラデインヨ/

れは先にチェムパレンが. I代替品の漸次的移行」の問題にロビンソン夫

人が魅惑を感じ乍らもその試みを余りにも困難として断念したことに一つ

の問題点を見出して，之を衝いたことを見たのて、あるが，チェムパレン自

身の之への解答は後にゆずるとして，この点に関しては興味あるカルドア

のアイデ、イアがある。
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カルドアはロビンソンの当初の「産業」概念が非常に不合理で何らの確
珪II

定性をも持ち得ぬ事について次の様に言う。楠長文であるが之を詳細引用

し度い。「それは異る諸企業の生産物が一つの『代替品連鎖』を構成しな

がら，その各側面はその内部で各企業の生産物需要が他の任意のものの価

格に関し同様に感応的な『顕著なギャップ』により囲緩せられていること

を含意している。従ってこの『境界線』はそれを越えるとこの感応性が消

滅する，あるいは兎も角も違ったオーダーの大いさとなる限界として定義

される。確かに夫々の特定の生産者にとってはかかる境界線があるであろ

う。併し(消費者の特異な集団化を含む極めて特殊な場合は別として)こ

の境界線が任意の生産者グループに対し同ーのものであるとか，ある特定

生産者の生産物に対する需要の感応性が彼の敵対者の任意の集団の価格に

関し同一オーダーのものであるとか想定すべき理由は何ら存しなL、」。こ

のロビンソンへの批判を通じて，各生産者の生産物で作るN次元財空間内

部における各財貨聞に遠近 疎密の差，謂わば経済的距離とも言うべきも

のの観念が得られることとなる。言う迄もなくカルドアにあってはこの経

済的距離とも言うべきものの観念は最早財貨側の客観的性格のし、かんに依

るものではなく，専ら「特定の生産者」夫々の観点から，即ち各夫々の生

産者を夫々に基点として測られねばならぬものであった。ロビンソン「不
註12

完全競争の経済学」の書評に一年遅れて発表された論文ににおいてカルド
註13

アは更にこの点を明確に述べて， I商品スケール」なるアイディアを確定

した。再びカルドア自身の言葉を籍りょう， I¥'、かなる特定の生産者も常

に，彼により近い競争相手とより離れた競争相手とに直面してL、るであろ

う。事実彼は彼自身の観点からその競争相手を，彼等の価格が彼自身の需

要に及ぼす影響いかんに応じである一定の序列に分類し得ベき筈である。

・(彼らは)かくて一括的に一集団にはされ得ず，高々一つの系列に配

列されうるのみである。夫々の『生産物』は一つのスケール上に一定の位

置を占めるものと考えられうるのであり このスケールは，二者の間で消

費者の代替弾力性が最大なる生産物同志が相隣接する様に作られたもので
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カルドアのこの主張は，っきるところ，産業なる概念を「商品スケール」

で測られる「競争領域」で代替し，価値論の出発点を先づ個別企業に一一

産業にでなく 置こうとするものである。ロビンソン夫人が産業から出

発し一一マーシャル亦然りと見得る一一最近遂に産業概念を解体し，既述

の如き「市場」の概念に代替したことは，カルドアの場合には企業行動を

中心とするのに対しロビンソンの場合には尚財貨中心的であると L、う差は

あるけれども，財貨同質性を否定しその異質性を，従って又当然オリゴポ

リー要素を導入することとなる点において ロビンソンが一歩カルドアに

歩み寄ったと言うことができるであろう。そしてこのカルドア的「商品ス

ケール」の観点から，理論は更にいわゆる「連鎖オリゴポリーJChain 

oligopoly理論へと進展しうるのであり，ロビンソンの右の改変はこの意

味に於てもわれわれの注目をひくのである。チェムパレンがこのロビンソ

ンの新しい立場に対して結論的に述べた次の言葉をわれわれは多少の共感

を以て受け取ることができないであろうか。彼はいう， Iロビンソン夫人

の『再考』は，事実再考であったとしても，不完全競争を屠殺場とも言う

べき所に取り残した様に思われる O 彼女は不完全競争を再考したのではな

くしてその旅程を変更，独占的競争へと足をのばして訪問したーーしかも

彼女が何処へ向いつつあるかを誰にも告げさえしないでそうしたと言うベ

きではなかろうかJ(強調はチェムパレン)。言やや過激ではあるが，意味

する所は之を諒とすることができる。

他方ロビンソン夫人の競争仮定への不信はある意味で，一層その度を加
ピクチュア

えているかに思われる。当初彼女は， I現実の世界の似姿としては(伝

統的)理論は説得的でなかったし純粋な分析的構成物としてはそれは何

か不満足な気配をもっていた」とし，それに代る不完全競争仮定を導入し

たので、あるが，最近彼女は「議論を一歩進めて，均衡状態としての基礎的

競争概念の中には論理的矛盾がある」ことを証明しようとし717これは，

若し事実そうであれば，ロビンソンでは完全競争と独占との対立二分法が
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残存するとせられる非難について 彼女自身が一歩二歩二者の融合の方向

に踏み切ったものとも見ることができ，前掲「再考」を更に補足すると見

ることができる。その要点は次の如くである。ここでは未だ商品又は産業

の概念が用いられるが，充分高度の競争を持って競争と呼び，その条件と

して三つのものをあげる。第一，交斜需要弾力性を用いて商品区分がなさ

れていること O 第二，各企業の大きさに不変の限界があり，各企業の供給

量が全市場に比し小なること。第三，生産者間に合議が存しなレこと。そ

してかかる競争を支えるものが利潤欲求に求められる。 mてこの競争につ

いて四種の困難が指摘される。第ーはこの競争の支持力不安定性により共

謀の可能性が強いのでないか。第二は，生産物差別化，広告等々によって

交斜弾力性が引き下げられる。第三は，企業の大きさについての不変の限

界はないのではないか。第四は，競争の存する限り正常利潤は正常的には

得られ得ない，という事である。ロビンソンはこの第四点を特に取り上げ

て論じる。蛇足乍ら第一困難は利潤動機の妥当性の限界の問題であり，競

争の第三仮定を破るものであり，第二困難は非価格競争の導入であり競争

の第一仮定を破るものである。第三困難は直接第二仮定を破るものである。

之に対し第四困難は均衡状態の概念と抵触するものであり，第四困難が競

争概念に固有なるものであるならば，正に「均衡状態としての基礎的競争

概念」には「論理的矛盾」があることとなるであろう。

この第四問題を問題とするに当りロビンソンは先づ経済成長の停止した

状態，従って又社会の実質所得が定常的となった状態を想定する。そして
註I9

「需要が変動にさらされる事態における利潤性と資本利用度との関係」を

問題とする。好況の場合に於ても生産者には将来に対する配慮があるであ

ろうから「思意ある生産者は正常的には，限界主要費用が価格に等しくな

る点の右側にまで生産量を押上げることはしなし、Jし，不況時にはキャパ

シティ以下の操業がなされるであろう O 平均して常に生じると見られるこ

の超過能力の存在が正常以下の利潤を平均的には経験せしめ，ひいて，共

謀による自己防衛の手段をとらしめることになる。この議論におし、て生産
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計画における時間要素が大いに役割を果していることに注意しておくべき

である。将来に対する配慮，使用者費用把握の困難，プラントのストック

の年令構成の作用，プラントの耐用年数及びその懐妊期間の重要性等すべ

てが，これとの関聯において問題とされなければならないのである。

これらを通じて競争仮定は夫々に自らを破る傾向性を自らのうちに内包

する。そこには「生産物差別化により市場を不完全化する競争の傾向，規

模の経済が存在する場合オリゴポリーに向わしめる傾向，超過能力がオリ

ゴポリーに導く傾向」があるとされ， r三つの傾向すべては競争体系の本

性に深く根ざすものである。それ故に競争を以て正常的均衡状態として用

いるのが正当かどうか，これを極めて疑問なものたらしめる」と結論され

ているのである。

唯併しここに注意すべきは，ロビンソンは「充分高度の競争」を以て

特に「競争」と定義し議論は之について展開されている事である。即ち

そこではいわゆる「完全競争」仮定にL、う競争が必ずしも取上げられてい

るとは見られなし、。併しロビンソンはこの三者の聞にいかなる差を認めて

いるのであるか。これについて彼女は何ら言うところがない。その「不完

全競争の経済学」においての「完全競争」の定義は，周知の様に， r各生
註22

産者の生産物の需要が完全に弾力的なる場合」ということであるが，彼女

はこのイムプリケーシヨンとして次の二つの事柄をあげている。第一， r売

手の数が大で，任意の一売手の産出量がその商品の総産出量に比し無視可

能な程に小なる割合のものである」こと。第二， r買手が敵対的売手間に

ついての選択に関して全く一様で，従って市場が完全」なること。これを

先掲の「競争」の三要件に対比してみる時，今ここでの第二点である商品

差別化についての消費者選好の欠如の条件を欠くことが直ちに明白である

けれども，ロビンソンは第四国難を解明するに当って四つの単純化仮定を

おき，その第一に商品差別化なしの条件を掲げていま3 即ち今や消費者側

に差別化についての選好なしとして，ロビンソンの最終結論は導かれてい

るのである。「競争」の第一及び第二要件、が彼女のいう， r完全競争」仮定
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についても必要なることは明白である。これらの三要件が一般に「完全競

争J仮定の必要かつ充分なる条件であるか否かについては尚異論があり得

るけれども，ロビンソンに関する限り，彼女の「競争の不可能性」の論旨

は「完全競争」についてもより勝義に妥当し得ると，考えられるであろう。

均衡状態(定常状態)と競争の非両立性の議論は，唯単に競争の仮定の

不満足を言うのみでなく，更に極限状況としてのこの仮定の妥当性，又そ

こで求められた諸帰結の正当性をも否定するものでなければならぬ。従っ

て例えば厚生経済学が資源配分の理想の姿として在来設定し来った所も又

その意味を有せず，総じて静学的理論そのものが否定せられることとなる

であろう O 蓋しロビンソンの三つの競争条件とそれを支える利潤欲求とが

自らを破るのは，その仮定そのものであるよりは，その仮定の時間を含む，

又時間要因を介在さす作用のプロセスであったからである。つまり，通常

経済学でL、う競争は静態仮定として用いられてきたが，それは本来正に「競

争する」と L、う動態要因である，とするのがロビンソンの帰結である筈で

ある。とするならはロビンソンはその著「不完全競争の経済学」の内実的

な部分を今や抽棄せんとするものとも言えるのではないか。と言うのもそ

の書は明らかに静態的な均衡分析の書であるからである。伝えられるとこ

ろによれば彼女は 120年前あの著書を書いた言い訳はしないけれども，人

々が今日猶それを読んでいるのは私にはショッキングだ」と言ったとい

うO チェムパレンが鋭意攻撃しようとするロビンソンは次々に変貌をなし

つつ，なお，流動し続けている様である。

とは言え，この問題に関するチェムパレン自身の考え方はより伝統的だ

と言うことができる。と言うのは彼はその独占的競争理論が「より一般的

な価値論」であることを論証せんとするに当り，静態対動態の問題をそれ

は砂くとも潜在可能的には，部分均衡対一般均衡，ミクロ対マクロの対立

ともども，包括するものであるとしシュムベーターが「経済発展の理論」

において独占的競争に重大なる役割一一イノヴェインシヨンの推進なる役

割ーーを与えたことを高く評価し乍らも彼がそれを専ら動態分野において
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のみ考察しようとしたことを「歴史的アナクロニズム以外の向ものでもな

L 、」と酷評し，更に「生産物差別化について，静態状態と両立しないもの

が一体あるであろうかJと反問しているからである。即ちチェムパレンに

あっては，ロビンソンにあって論理的に非両立的と観られるものも，両立

可能であるのみでなく，独占的競争分析においての静態的考察方法の有用

性が容認せられその方法が保持せられるのである。この点において，ロビ

ンソンとチェムパレンは今日極めて著しい対立を示していると言うべきで

ある。

但しチェムパレン流の現在の独占的理論が既に動態的考察を充分に含み

込んでいるのでないことも注意すべきである。一般に静学理論で中心的な

役割を果しつつあるヒックス的な静学的安定条件の分析すら，目下のとこ
註28

ろ独占的競争理論の中では吟味せられていない状態である。チェムパレン

もこの点の不備を認め，新しい分野への参入が必要であるとして「全く馬

鹿げた， しかも保証のなL、」ものと多くの人は見るかも知れないが， I疑

いもなく，独占的競争を以てする一般均衡モデ、ル展開の仕事が成就されな
五29

ければならなL、」と要請するのである。ましてや均衡的動態論の展開は全

く「潜在的可能」性の域に留まっている。

われわれはさきにチェムパレンとロビンソンの研究主題が，チェムパレ

ンの執ような相異点の強調にも拘らず，本来同一なるべきこと，然、らさる

限り二者かく迄に相抗争すべき理由のないであろうことを見た。その後の

ロビンソン及びチェムパレンの主張の変遷はどちらも夫々に益々同ーの主

題， しかも同ーの動態論的処理の方向に指向しつつあることを知るのであ

る。それは共に，但し静態論の地位に関し著しい対立があるとは言え，計

画主体としての企業が単に価格なる手段のみでなく非価格的手段を用いて

互に対立的競争する一一単に competitor としてと言うよりは事実互に

rival として競争する世界の解明を期そうとするものと言うべきである。

この意味に於てもこの二人の理論はその内容に於て一段と接近しつつある

と言ってよいであろう。最早二者の聞には，砂くともチェムパレン自身が
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激烈なことばで主張する程の相異は，その主題の内容に関し存在しないて、

あろう O あり得る相異はその他の点，就中その分析方法と従ってその理論

の内容に存すると思われるが，この間にあって，かつ現段階に於て，チェ

ムパレン的独占競争の理論は具体的にはいかなる内容をもつものとして説

かれているのであるか。それよりも更にその理論上の諸仮設はいかなるも

のであるか。われわれは部を分って以下之を仔細に論究し，以てわれわれ

のいう経済学の課題に却する価値論を独占的競争論の諸成果を勘考しつつ

L 、かに再建し得るかの方向を見定めることにするであろう O
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第2章脚註

1.前章第二節の脚註 1参照.

2. Joan Robinson， The Economics of Imperfect Competition， London， 1933. 

3. R. Triffin， op. cit.， p. 36. 

4. ]. Robinson，“Imperfect Competition Revisited，" Economic Journal， Sept 

1935. 

一一一一一，“TheImpossiibility of Competition，" in Monopoly and Competi-

tion and their Regulation， Papers and Proceedings of a Confernce held by 

the International Economic Association， ed， by E. H. Chamberlin， Lond.， 

1954， pp. 245ff. 

チェンパレンはこのロビンソンの新しい理論について新たに論文“Mrs.

Robinson's Recent Visit to Monopolistic Competition" を執筆し，之を

Towards， pp. 307ff.に集録した.之との関係におけるわれわれの見解につ

いては後述を参照のこと.

5. Chamberlin， Towards， Chicago School， p.301. 

6. Pierro Sraffa，‘'The Laws of Returns under Competitiv Conditions，" 

Economic Journal， Vol. XXXVI， 1926， pp.535-550. 

Reprinted in Readings in Price Theory， selected by a Committee of the 

A. E. A.， London， 1953. 

7. この間の事情とその評価については，例えば，

Schumpeter， History， pp. 1046ff.を参照せよ.又その1046頁の脚註53には，

その際の主要なる関係論文が掲げられる 尚前註 6にのべた Readingsin 

Price Theoryにはその主要なる論文の若干が集載されている.

8. Chamberlin， Towards， p. 277， n. 19;“Full Cost and Monopolistic Competi-

tion，" Economic Journal， 1952. p.359， n.2. 

9. Chamberlin， Towards， p. 65， n. 15;“Monopolistic Competition Revisited，" 

Economicョ， Vol. XVIII， 1951， p.359， n.2. 

10. Schumpeter， History， p. 1150， n. 

11. Schumpeter， op. cit.， pp.979ff. 

第 1節

1. Marshall， Principles， p. 805. 

2. Marshall， Principles， p. 809. 

3. P. W. S. Andrews， lndustrial Analysis in Economics， in Oxford Studies in 

the Price Mechanism， ed. by T. Wilson and P. W. S. Andrews， Oxford， 

1951， pp.139-172 は，この点について次の如くに論じている.
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彼はマーシヤルの理論が製造工場に妥当し得るためにはその生産物が短期で

は第一次生産物的性格のものでなければならぬとし (p.15ο)製造工業の収穫

逓増的性格を強調，マーシャルは製造工場についてはその個別企業の費用も

短期的にすら逓降的と考えていた疑いがあるといっている (p.154).

4. これがマーシャル自身の感じていた最も困難な問題であったことは「原理」

各所の示すところであり，彼の解決の性格も附録Hとの関係で本文に述べた

通りである.併しマーシャルのこの問題についての考え方を示す箇所として，

われわれは「原理」のある脚註における次のことばを引用しておこう これ

は我々が到達しようとする結論に一つの示唆を与えるものであろうから

「持続的な敵対的競争関係 (Rivalry)は通例，競争者のだれもが収穫逓増に

従う供給を有しなし、時にのみ安定である.均衡は彼等の誰も他の人々を駆逐

して終い得ぬ時にのみ安定(傍線附加)であるが，これは彼等がすべて収穫

逓減に従う時にのみあることである.……若しその一人が収穫逓増法則に従

うものとすれば，敵対的競争関係はやがてやむであろうー蓋しそれが偶々競

争相手より一時的な有利を得たとすれば，その利用増はその供給価格を低め

売上高をますであろう一ーその供給価格は更に下る.等々で競争者に対して

有するその有利は彼が競争者をその分野から駆逐し終るまで連続的にますで

あろうから J(Principles， p. 391， n. 2) 

これは勿論問題の解ではない 問題提起であるとみうるが，われわれが注目

するのは，傍線を附加して注意した点である.夫々が他を‘dr討eout' しな

L 、時には均衡は安定である.これはコスト構造にのみ関して言えば，収穫逓

減を要求するであろうが，それのみにつきるものであるか.ここにわれわれ

の一つの問題がある

5. Andrews， op. cit.， p. 158. 

6. Nicholas Kaldor， Essays on Value and Distribution， London， 1960. 

7. Ibid， p. 53.これは彼が Economica，August， 1934.に載せた“Mrs.Robin-

son's 'Economics of Imperfect Competition' "を載録した箇所てーある

8. Ibid， p. 54. 

9. Ibid. 

10. Ibid， p. 53. 

11. Triffin， op. cit.， p.42. J. Robinson， Jmperfect Competition， pp.4-6.をも

参照のこと.

12. Triffin， op. cit.， p. 67. 

13. Triffin， pp. 95-96. 

14. Chamber1in， Monopolistic Competition， p.207. 

15. J. Robinson， op. cit.， p.4， p.5. 
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16. Chamberlin， Towards， p. 27 

17. Ibid， p.17. 

18. Ibid， p. 28. 

19. Robinson， op. cit.， p. 5 ロビンソンはそこで「すべての各個別生産者は彼自

身の生産高について独占を有する これは充分に明白である そしてそ

れらの多数の者が完全市場で販売しているとすれば，通常われわれが完全競

争として記述している事態が存在する.われわれはただ独占なる語をその字

義通りの意味，単一の売手と解すべきであり，こうすれば独占分析が直ちに

競争分析を呑みつくす」といっている

20. Chamberlin， Monopolistic Competition， p. 208. 

21. Robinson， Imperfect Competition， p. 9.そこで BookIVの要約を与えつつ

この語がある.

22. Chamberlin， op. cit.， p. 209. 

23. Cf. Chamberlin， Towards， p. 66. 

24. Ibid， p. 64， n. 13. 

25. Ibid， pp. 26-30. 

26. Chamberlin， Monopolistic Competition， p. 209. 

27. J. Robinson，“Imperfect Competition Revisited，" Economic Joumal， Sept. 

1953. 

28. Chamberlin， Towards， p. 312. 

29. J. Robinson， Imperfect Competition， p.21. 

30. Cf. Chamberlin， Towards， p. 28.彼はあるオリゴポリーのもとでは需要弾

力性は無限大であり得るとする.

31. Chamberlin， Towards， p.67. Economica， Vol. XVIII， 1951， p.361. 

第 2節

1. N. Kaldor， Eosays on Value and Distribution， 1960， pp.81-82 これは

“Professor Chamberlin on Monopolistic and Imperfect Competition，" 

Quarterly Joumal of Economics， May 1938.を集録したものである.

カルドアはチェムパレンの主張する不完全競争との差異点を，1.用語の相異，

2.理論の相異， 3.理論の研究対象の相異に三分しうるとしている

2. Triffin， Monopolistic Competition etc， p. 37 彼のL、う対照表は pp.38-41 

にあるもの.

3. Chamberlin， Towards， p. 308， n. 3. 

4. Triffin， op. cit.， p. 36. 

5. Triffin， op. cit.， p.21， n. 6. 1"簡単のために最初の三章では注意を企業の産

出高の問題に限定する. …. ~独占的競争の理論』とロビンソン夫人， ，7オ
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ン・シュタッケルベルク，パレートの説明との比較をするときには，この暫

定的な無視〔生産物変化と販売費の〕を，これらの問題に何らの注意も与え
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n.2. 

8. Cf. Chamberlin， Towards， p. 311. 
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11. N. Kaldor， Essays， p.59. 
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みにこの語の現われるのは脚註1.で引証したチェムパレン批判論文に於てで

ある.

14. Chamberlin， Towards， pp.67-68. 

15. Ibid， p. 312. 

16. ]. Robinson， Imperfect Competiton， p.3. 
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19. Ibid， p.247. 
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21. Ibid， p.254. 
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28. ヒックスがその理論を展開するに当り，独占要素を忌避したことは有名であ

る.彼は「完全競争仮定の全般的な拘棄，独占仮定の普遍的採用は経済理論

に対し極めて破壊的な結果を有さねばならぬ.独占下では安定条件は不確定

となる」と主張する(J.R. Hicks， Value and Capital， 2nd ed. Lond， 1946， 

p.83). この権威あるヒックスの主張に圧せられ，独占的競争理論内での安

定条件論も殆ど低迷したままである.われわれは之を本論稿の最後でわれわ

れの立場で論じるであろう

29. Chamberlin， Towards， p. 11. 





第二部独占的競争理論の基本的

諸仮定の批判とその再構成
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章第 利潤極大化仮定と需要・

供給曲線論

第一部で述べた問題意識を以て新たなる価値論を形成しようとする独占

的競争理論は，ある意味において伝統的価値論が用い来った凡ゆる概念及

び用具の正当性と有用性を再吟味するべき立場にある。仮令その凡てが正

当であり，有用であることが確信されたとしても，それに加えて新たなる

ものが須要のものとして附加さるべきか否かが更に検討されなければなら

ぬであろう。チェムパレンは一般的には， I独占的競争の許での市場機能

を理論づけるに当って，関係があり重要なる純粋競争理論から何ーっとし

てオミットされる必要はない。主たる相異は重大な新しい諸力を，勿論そ

れが旧きものに及ぼす影響とその修正を含めて認識する点にあり，その結

果当該経済諸現象についてのわれわれの理解が改善される様になる点にあ

る」と解答するのであるが，理論が若し革命的であれば一層に，それの及

ぼす「影響と修正」が重大でなければならぬ筈である。いかなる点におい

てそれは見られるであろうか。われわれはそれらのうちの若干を取り上げ

て日命じるであろう O

第一節 利潤極大化仮定

伝統的理論における企業者行動の動機はーに利潤動機に求められて来

た。その場合利潤は貨幣的収入と貨幣的支出との差額として定義され，企

業者は「純粋」にこの利潤極大化の動機によって行動を律せられると仮定

された。生産物の分化があり，常に潜在的・顕在的な競争にさらされてい

る独占的競争者の場合この利潤動機はいかなる地位を与えられるであろう

カミ。

ロビンソンの不完全競争理論においてはこの利潤極大原則については何
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の疑問も差し挿さまれてはいなL、。非価格競争の存在が認められた後に於
五1

ても，それらは競争の「主要なる通路」として容認されるのみである。

ロビンソンに対してもチェムパレンに対しでも批判的であったトリファ

ンにしても，この行動原理については何らの非難をも加えない。他方チェ

ムパレン自身についても彼が自ら認める様に，その「独占的競争の理論」

における説明は「支配的に利潤極大化のタームで」なされたのて、ある。併

し乍ら，後にはオリゴポリー要素が企業者行動の動機に及ぼす影響を認識

し，何よりも「競争者を吸引する恐れJと他方 IIi不当利益を得』たくな

L 、純粋の願望あるいは恐らく与論の反響乃至当局の統制を恐れるために，

『適当な』又は『程々の』利潤なる観念」が働いて利潤動機の純粋なる実

現がチェックされることを説いている。併しこの場合には未だ利潤極大化

の行動原則が中心であり，それへの制約が述べられるにとどまり，この原

則そのものの否定の態度は見られない。他の箇所において彼は又次の様に

言う， I独占なる観念は独占者がどう行動するかについて何ら必然、的な仮

定を随伴してはいない H ・H ・経済社会の根本的構造は独占者がし、かなる種類

の政策に従うかとは無関係に独占的競争のそれである」と。これから見る

ならば，チェムパレン的独占的競争仮定は，独占的競争自体に矛盾せざる

限り，いかなる種類の行動動機，行動様式をも寛大に受容れるものであるO

凡てのものを受けいれうるということは，併し乍ら，現実記述には極めて

便利な容器ではあり得ても，体系的に物事を，殊に経済主体の計画的行動

の原理を説明せんとする場合に於ては，殆んど何物をも説明し得ない倶れ

があるであろう。蓋しその中に包括せられる諸動機が互に矛盾撞着的ある

いは相殺的でないとするべき保証は全く存しないからである。

事実例えば「競争者を吸引する恐れ」とか「与論の反撃乃至当局の統制

を恐れる」とかの動機は，積極的な形では「安全性動機」とでも言い得ベ

き動機であり，これが「利潤動機」を若干とも制約するということは，二
言 4

者相反的な性格のものであることを物語る。マクラップ (FritzMachlup) 

は利潤極大ということを柳か解釈し直し，利潤概念の中に貨幣的利潤のみ
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でなく非貨幣的なるものをも含ましめ，極大化の行為を「可能潜在的成果

の最適分布を伴う行動選択」とすることによって， I利潤動機」の有効性

を救済しようとする。そして「利潤極大と L、う公準は損失の危険をも包含

するものであり，事業運営者の最も典型的な反応を説明するのには充分で
註 5

ある」という。

併し明らかにそこで言われる「利潤極大」原則は最早伝統的に考えられ

てきた純粋な「利潤極大」原則とは別個のものである。実を捨て名のみを

とることは決して事柄の解決とはならない。マクラップ自身も「安全性動

機」が「利潤極大」と背反することを多占的市場の売手について認め， Iポ

リポリスト(~多数の売手』の一人を彼はかく呼ぶ)に利潤極大を約束す

るその同じ政策は同時に彼に極大の安全性を与える……完全独占にあって

は売手は絶対に安全である……併し不完全独占者はそんな恵まれた状況に

はいなし、」と言う。問題は正にこうした相反的諸動機が事実存在するなら

ばそれらは相互にいかなる位置を互に占めるのであるか，そして企業者の

行動はいかにして一つの体系的計画として規定せられるかでなければなら

ぬ筈である。チェムパレンが，支配的には利潤極大化を認めつつ，他の諸

動機の存在をも容認しこれ等を単純に「独占的競争の基本構造」に雑居

せしめて終ることは，この意味において極めて不満足と言わなければなら

なL、。

この問題は唯単に企業者の行動原理の当否の問題に尽きるのではない。

それはそれなりに極めて重要な問題を構成することは勿論であるけれど

も，それは同時に企業といわれる経済単位 トリファンが経済分析の「基
註 7

本的素量Jと呼ぶもののフロンティアーの問題でもあるのである。トリフ

ァンは事実いう， I企業なるもののフロンティアーは〔利潤〕極大化単位
註 8

のフロンティアーであるであろう」と。利潤極大化の単位が分析のアトム

的単位を規定するとするとき，その極大原則の作用領域が不確定に放置せ

られるとすれば，企業なるものは決して安んじて「基本的素量」だとされ

ることはできないであろう O チェムパレンにおいては，明らかに，分析の

au 
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単位としての企業者，生産者は利潤極大原則をこえた，或はそれ以外の決

意及び行動をとることが認められているのであり，利潤極大化のフロンテ

ィアーを以て企業のフロンティアーなりと規定することは当を得ないもの

となる。前のパラグラフで論じた様に，事実企業が多様なる動機によって

動かされるものであり，他方この企業が分析の基本単位でなければならぬ

ものとするならば，企業は新たに，一つの生産計画主体として，定義づけ

られる外はない。この点に関しわれわれはパパンドルー (Andreas G. 
五9

Papandreou) の主張を参考とすることができる。彼の所論は「組織論」

的立場にたつものであって，われわれが採りつつある立場とは異るのでは

あるが，只今の問題については彼の言を引用することができる。彼は「利

潤極大化なる観念は〔右の問題に関して一補注〕用いない方が望ましL、。

…企業の利潤極大化計画なる観念は，照応的な予算を伴うところのーケ

の計画一般なるものによって代置されうるりと言い，企業を以て「一義

の執行組織を有する協力体系ー一一即ち最高調整者に収赦する一つの組織」

と定義しているのである。組織論的臭味を除いてわれわれはかかる統一的

行為者，計画者を以て分析単位としての企業とすることが適当であろう。

企業がこの様にして統一的行為・計画者であるとしても，問題は既述の

如くその際の行為のノルムである。われわれはチェムパレンにおいて何ら

統一的なノルムが見られえぬことを指摘したけれども，仮令このノルムを

合理性なる一般的表現に求めてみても，チェムパレンから的確な解答は得

られない。例えば彼はある箇所において次の様に言っている。即ち「多占

者が相互に激しく競争することは全くあり得ることであるし，一一全く合

理的なことである……更に何かある打った手が競争相手に実際にどれ丈け

の影響をもつかについての各種の不確実性が……各人の計算の中に全く合

理的に競争相手が彼の価格切下げに対応した後に尚彼にのこり得る消費者

を獲得するという全く合理的な目的ともども，入ってくる。最後に人聞が

常に完全に合理的に行動すると考えるべき理由はない，事実，そう仮定せ
註12

ざるべき充分の理由がある」といい，又他の箇所で，合理的選好，非合理
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ニュトラル 迂13

的選好の区別に関し自己の理論は中立的と言う O 之によって案ずるに彼の

L 、う合理性とは，現にそこに何かがある限り之を考慮することであり，そ

れがし、かなる含意をもつものであるかは之を一切聞はぬことと同義のもの

であるかに思われる。丁度独占的競争なる基本構造がそこにあり得る諸動

機をアノニマスの形ですべて包含するものであった様に，今や彼の合理性

はそこにあるものをすべて asit isに認めて計慮の中に加えるものであ

る。それは恐らくや凡てを説明し得ると同時に又何ものをも説明しないも

のであるであろう O

これはある意味において，一つの公準的基本仮定からできうる限り一般

的な理論体系を導こうとする立場の共通的なる弱点ということができるか

も知れなL、。嘗てハチソン (T.W. Hutchson)は利用極大化の原理を採り
言14

あげてこの点を批判した。彼によれば，この原理を誤りなきものとするた

めにそれを拡張解釈する努力が続けられ，それは畢寛次の如き想定に帰着

するに至ったという o Iすべての人は『合理的に』あるいは『賢明に』行

動する， しかも『合理的に』あるいは『賢明に』とは人々が現になす仕方

として定義されずこ」。そして事実利用なるものを多少ともに空虚かつ循環

論法的に以外に定義することが困難なるために，価値論なるものはすべて

多かれ少なかれ空虚なるものであった，と L、う O そして総じてかかる極大

原則一一一各人は各人がその収得 returnsを極大にすると予想する仕方で行

為するという一一(ハチソンは之をむしろ I~主観的合理性』の原則」と

呼ぶ)はこうした性格をもつものであって，これを更に厳密に定義しよう

とすることは時間の浪費である，とすら言う。同義反復からは同義反復が

結果するに過ぎないからである。

現にとられている行動様式こそ合理的とする類いのものがチェムパレン

の合理性の内容とすることは或は酷に過ぎるかも知れない。けだし彼は合

理的と彼の考える事例の若干を例示するのみであり，合理性そのものを何

処においても定義してはいないからである。しかも又他面合理的なる語を

冠しうる諸事例の例示，例えばオリゴポリー的相互依存関係存在の認識に
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伴って生じる凡ての特殊問題について 「夫々は一つの問題ではなくして
註15

一群の問題であるJと言って居り，その意味するところは「解は仮定され
註16

る諸条件のいかんによって異る」ということと同じと解しうるのである。

そしてこのこと自体はチェムパレンがオリゴポリー的相互依存関係の本質

を知り， I凡ゆるあり得べき型の行動の体系的分析の必要性を認識してい
註17

た」ものとして当然高い評価を受けなければならぬのではあるが，当面の

われわれの問題にとっても又注意すべき論点である。言う意味はこうであ

る。

一般に極大原則と L、う様な経済学の基本仮定はハチソンが言う様に，そ

れが最普遍的なものであればある程一層に，それ自体は内容空虚であり，

同義反復的性格のものとなるであろう O 従って価値論がし、やしくも空虚な

らざる事を念願する限り，多少ともにそこには附加仮定の導入が必要とせ

られる。ハチソンはそれを予想形態のいかんについての仮定として統括し

ているのであるが，独占的競争仮定の許における競争者の予想の形は

case by caseに異り得るのであって，これを一，三の特定の形に類型化

すること困難である。ところが独占的競争の理論はチェムパレン自身によ

り「この現実性の問題に大なる関心をもっ」ものであふ7 一方に於てこの

要求があり，他方に於てこの困難がある。チェムパレン教授がさきに引証

した様に，独占的競争下での問題が夫々に一つの問題でなくして複数の問

題であるとするのも，この困難を指摘するものであろう。そして彼は

case by caseに関係ある特殊な条件を想定することによって，夫々に解

を求むべきことを示唆するのである。それ故にチェムパレンにおける「動

機の法則」乃至「合理性原則」は，具体例の単なる列挙に終り，その限り

においては，たしかに同義反復的定義であると言わなければならぬけれど

も，他面その奥には右の如き経験的検討による特殊ケースでの予想形態の

確認に対する心構えが強く存在するものと見ることができょう O この意味

において，さきの同義反復的性格の側面のみについて言われ得ベき非難は

多少ともに緩和せられねばならぬ。
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とは言え，チェムパレンにあって極大化せられるべきものは何であるの

か，合理性といわるべきものは何であるのかは依然として不明である。極

大化さるべき何らかの「利用」について語られる所はなく，手IJj聞について

語られることはあっても，それは極大化さるべきものの唯の一部に過ぎな

L 、。極大化の方式についても「限界原理」についてよりむしろ「平均原理」

一一利潤加算方式 (full~cost principle)がその適例である に賛意を表

し，いわゆる「接触解」亦事柄の本質ならずとするのであり，その方式は
誌18

区々である。

これらについて一体どの様にわれわれは考えるべきであろうか。パパン
註19

ド、ルーは，タルコツト・パースン (TalcottParsons)に従って一つの組織

体は五つの「行動的関連構造」を要件とするものとして，行為，動因，目

的，状況(手段と事情)，規模を掲げ，企業体としてのゴールー一必ずし

も究極的ならずという←ーを「体制の根本的な価値前提」に求め，ノルム

を「執行組織の能率」に求めている。そしてこの根本的な価値前提は何ら

かの種類の利用指標 utilityindexにより相互に関係づけられているもの
韮20

とされる。そしてこの枠内で利潤極大化のモーティヴと合理性の関係を次

の如くに説いているのである。梢長文であるが之を言葉通りに引用しよう O

「理想的に合理的ということは，行為者が秩序正しく順序づけられた選好

体系を所有すること，彼が手段 目的関係について完全なる知識を有する

こと，更に彼がその目的体系を極大化するよう行動することを含意するも

のである。……手段一目的連鎖において目的のレヴェルが高い程，手段と

目的の聞の関係を確定することが益々困難となり，従って行動が合理的か

どうかを確かめることが益々困難となる。利潤はそれを用いてわれわれが

目的ーーわれわれの選好系に入ってくる一一にランクをつける一つの価値

指標と観ることもできる。利潤を目的体系のランキング基準として選ぶや

否や，合理的行動は利潤極大化を含意しなければならない。かくして利潤

極大化は，われわれの選好体系のランキング基準が利潤であることを指定
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註21

するとき，合理的行動から導出され得る。」

併しこの指定が不満足なることについて，パパンドルーの序述の順序と

逆であるが右の引用箇所に先だって，彼は次の如き結論を下している。

「利潤極大化が利用指標極大化から導来され得るのはこの指標の性格に制

限を課することによってのみ可能である。利潤極大化と利用指標極大化の

区別を注意深くすると，能率と利潤極大とを明確に区別することが可能と

なる。能率は合理性，即ち利用指標の極大と相関係する。それは所与の一

組の手段をもってする目的の極大化，或は所与の一組の関連目的達成にお

ける手段の極少化を含意する。能率は利潤極大化に暗黙裡に内在するが，

能率的行動必ずしも利潤極大化行動ではない。企業は利潤極大化を求めな
註22

くとも能率的であり得る」と。

パパンドルーの能率の概念は，組織の中の非執行的成員の合理的，不合

理的活動を含むとともに，その与件として技術的なるもの以外に社会学的，
註回

心理学的諸考慮、を含み，正に組織論的性格のものであるが，一般に企業と

呼ばれるべきものの中における合理性と利潤極大化との関係をうまく説明

したものとみることができる。唯併しわれわれは，既に序章で述べた如き

経済的観点にたち，理論の考察対象をその意味での経済的側面に限定する。

ここて、みたパパンドルーの観点はそこで述べた広義の経済学的観点にたつ

ものと言うべきである。このパパンドルーのL、う企業に関する，われわれ

のいう意味での，経済的側面を以てわれわれは分析のアトムとしての企業

を概念することができる。併しその時にも尚且，右のパパンドルーの主張

の主旨は残存しうるのである。合理性のノルムは経済的能率て、なければな

らなL、。そしてこの経済的能率は利潤のみでなくその他のものの極大化と

両立するのである。

利潤極大化に代えて，経済的能率の極大化を以てするとき，特にわれわ

れの関心を呼ぶのは次の点であるO もともと利潤は言う迄もなくいわゆる
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フロー概念である。利潤極大化を基本仮定としてのべられて来た通常の理

論では自然フロー量のみが対象とされる傾向があり，フローに対立するス

トック量を含んでの分析がなされなかった。ストック量を企業の行動分析

の中にとり入れることによって，われわれは利潤極大化を相関的ゴールの

中のーっとしながら経済的能率極大化と L、う綜合的ゴールを直接問題とす

る理論形態を構成することができるのである。それはパパンド、ルーのいう
註24

「選好函数極大化J理論の一種に算えられるではあろうが，この代表者と

みられるべンジャミン・ヒギンス (BenjaminHiggins)，チボー・シトフス

キー (TiborScitovsky)等も未だこの関係においてストック分析の重要
註25

性，この量の導入が今の理論に持つべき意義に注意していない。この問題

側面に関して特に取り上げるべきものは，ボウルディング (K.E. 
註26

Boulding)の理論である。

われわれは嘗て他の箇所で，このボウルディングの理論を梢詳細に紹介

しかっ吟味し，それに代わるべきわれわれ自身の積極的理論を関陳したこ
註27

とがあるので，ここではその要点のみを摘記するにとどめる。それはこう

である。彼は在来研究の対象とされてきた企業が所得勘定以外の何ものを

も有せず，貸借対照表も，資本の問題も，従って更に動態の側面をも有し

ないことに重大な不満を表明し 「企業理論の中心的分析概念として貸借

対照表を導入し，資産選好，就中選好資産比率によって測られるそれを導
託21

入」してこの欠陥を補おうとする。こうすることによって「旧い『利潤極

大化』の理論はこのより一般的な選好理論の一つの特殊のケースとなる」
註29

ことが証明せられる。この際彼の用いるものが彼のいう「一般選好函数」

であり，この構成については若干の疑問がある様に思われるけれども，こ

れを用いて彼の到達する最適の概念は， Iある一定の欲望を充足する種々

のタイプの資産の中から，価値単位で測って最も遅い率で消費されるもの」
註30

の選択ということであった。要するにボウルデ、イングは新たに「一般選好

函数」を定義し最適な資産の構成の決定を以て均衡を定義する。われわ

れは之に対して若干の疑問を提起することにより，彼の「一般選好函数」
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を定義し直し，彼とは異る均衡の条件を導出，彼の一一利潤極大化原則の

妥当性についての一一結論を拡張-補足する形で次の如き結論に達した。

「在来の企業均衡理論一一「利潤動機」を唯一の行動合理性とする企業の

理論ーーが妥当するのは，生産物，生産要素についての資産選好を無視し

しかも貨幣の限界選好度がコンスタントとされる場合について，更に産出

高がそのまま販売高であるとする全く特殊の場合のみである」。

この結論を導くに当ってわれわれは 一般化された選好函数の中で作用

する動機を，純粋の利潤動機と区別して， I安全性動機」と呼んだのであ

る。

「安全性動機Jの充足が「利潤動機Jの充足を含むのに対し，その逆は成

立せぬ意味において，第一の動機は第二の動機をその属性として有すると

ころのより上位の動機である。そしてこの動機の作用方式は，一般化され

た選好函数一一それは言う迄もなく秩序正しく順序づけられた選好体系の

表示であるーーを通じる選択として，限界原理によって解明されるべきも

のである。

以上われわれはチェムパレン教授が伝統的な利潤極大化の動機について

その 4 般的妥当性に限界を認め乍ら，諸他の動機との相関々係の吟味を断

念し，あるいは「独占的競争なる基本構造」に雑然、それらを雑居せしめ，

あるいは純粋に同義反復的で，問いに対し聞を以て答える態の， I合理的」

なる原則で之を処理せんとすることを，その理論的弱点のーっと考え，独

自の「一般的選好函数」を通じて作用する「安全性動機」を以て之に代置

せんことを提案しようとするのである。同時にわれわれはそれによって，

価値論分析の「基本的素量」である企業を，利潤極大化のフロンティアー

をそのフロンティアーとする行為主体であるとは見ず，右の安全性動機に

基く決意-計画の主体，別言すれば経済的能率極大化のフロンティアーを

そのフロンティアーとする計画主体であるものとして概念することを提案

しようとするのである。
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補論 ボーモルの「売上高極大化」原則について

最近ボーモル (WilliamJ. Baumol)は，その著「経営行動，価値及び成
託 i

長」においてオリゴポリーの問題を論じたc その表題が示す如く，この書

の掩う問題領域はミクロとともにマクロのものでもあり，両者を通じて支

配する経営行動の機能を解明しようとするものであった。ところがその際

彼がその企業の行動原理として指定するところのものは， I売上高極大化」

の原則といわれるものであって，いわゆる利潤極大の行動原則と異る。彼

はこの相異を強調し，この新しい行動原理を経営に賦与することによって，

オリゴポリーの問題は単純化されるとともに確定解を有するに到るのみで
註 2

なく，新たなる問題分野が拓けることを言う。われわれの今の問題にとっ

てボーモルの説は一考に値いすると思われるので，その要旨述べて之に論

評を加えておく O

ボーモルのいう「売上高」は総収入と同義に定義されるものであり，当

然それと利潤との間にはある関係があるけれども，彼が強調するのは利潤

増加の手段としての売上高ではなくして，売上高自身が自己目的化してい

るということである。彼はこれはーの事実であるといい，かかる事実の拠
註 3

って来る原因を種々列挙している。要するにそれらは売上高の減が斉らす

ことあるべき種々なる不利益の列挙である。消費者心理への影響，銀行筋

への影響，配給業者への影響，内部の人的関係への影響，市場支配力への

影響，更には経営首脳者自身の俸給への影響。この事実として無視し得な

L 、売上高の影響を行動仮設として取り上げ，その理論的イムプリケーシヨ

ンを摘発することが彼の脱いである。併し乍ら彼も又利潤の影響を看過す

ることはできなし、。二者の関係を彼は次の如くに見る。彼にあって売上高

ゴールと利潤目的とは結局妥協するのである。その形はし、かにであるか。

日く「典型的なオリゴポリストの目的は極少利潤条件に制約せられた売上
註 4

高極大化として，概略的には 通常之を特徴づけることができるJ，而し

て彼によれば「この極少の利潤率とはそれが配当と再投資聞に分割される
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長 5

時丁度株主を満足せしめるもの」であると L、う O つまりこの極少利潤を超

えた領域において売上高極大化の行動原則が優越的に作用するものとせら

れるのである。

伝統的な利潤原則を批判し，その作用を一局部に限定し，更に之を包摂

するかに思われる別個の行動原則を提案する点，われわれの主張せんとす

る所と主旨に於て同ーと言い得る。殊にこの原理の特殊のケースとして彼

が論じた「資金制約」の問題ii6資産問題のー側面を論ずるものとして興

味があり，又極少利潤率そのものの決定論をそれが兎も角も含む点も参考

にし得るであるう O 併し乍らボーモルのいう行動原則とわれわれの言うそ

れとの聞には又大なる差異があることを知らねばならぬO 一つには，われ

われの立論は一般的な選好函数を前提とすることによって，近代経済学で

の合理性概念に一致する分析をなし得， しかも諸々の形の資産の選好比率

を決定し得るのに対し，ボーモルの理論で、はかかる分析を欠くのである。

売上高極大化原則は事実存在するものとして，措定されているに留るし

資産保有形態の問題は取り上げられていない。しかし之よりも更に重要な

ことは旧い利潤極大原則と売上高極大化原則との関係である。既述の様に

彼は三者は結局妥協すると L、う O そしてその形は一定の利潤水準がえられ

た上は売上高が優越的なゴールとなるというのであった。われわれの場合

にはむしろ，その形は，一般的な安全性動機が諸事情によりその作用を限

定されたとき利潤動機が作用しているとするものであった。ボーモルの場

合には重畳的色彩において二者妥協しわれわれの場合には包括・被包括

の形において二者が存在する。

併し決定的な点は次の点にあると思われる。それはこうである，われわ

れの場合においては安全動機，利潤動機は正に包括・被包括の形で相掩い

その作用領域の聞に断絶がない。然るにボーモルの場合においては，之を

些細に検討すれば，二つの原則の作用領域について一つの断絶が考えられ

る様に思われるのである。ボーモルはその主張を一般化するための数字附
註 7

録において
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C(X1， X2，…， )(η) 

を費用函数(但し各 Xiは企業生産物)， Piを x;の価格とし，総収入を

R=LP;Xi 

と定義，更に極少利潤条件を

R-VC=K 

と定義する。ここに V 及び K は正の定数である。然らば之を条件とす

る R極大条件は

Ri λ(Ri-VC;) =0 (i=l， 2，…， n) 
dR ~ dC 

として求められる。 λ はラグランヂュ乗数であり Ri=一， Cー であdx;' ~t-dXi 

る。従って均衡条件式は λ を消去することによって，

Ri Ci 

f号。 (iキj;i，j=l， 2，…， n) 

となり，利潤条件を制約条件とせざる時と同一の形となる。一見何らの断

絶もない。併し之を λ消去前の形で見れば

Ri=ー一主..，VCi (i= 1， 2，…， n) 
1-λ )

 

E
E
 

(
 

註 8

である。ここにわれわれも，ボーモルが証明した通りに

一-L>O
1-λ 

(1) 

なることを認めよう O ところが他方(1)の式から λを求めれば

λ Ri 
Ri-VCi 

(2) 

である。(1)から

士一1くO

即ち士く1 (3) 

であるから，若し(2)において九>0とするならば，当然 Ci>Oでなけれ
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ばならず，又

λ(Ri- VC;) >0 
註10

でなければならぬc 二つの場合が考えられるであろう。

(一)λ>0 (Ri-VC;>O) 

すべてのx;につき限界利潤正である場合である。このとき (3)から

λ>1 

逆に (2)より，当然このとき Ri>Oを前提として Ci>Oで，ボーモルの主

張は

Ri>VCi 

の領域で作用するであろう O

(二)λくo(Ri-VCi<O) 

すべてのx;について限界利潤負なる場合である。この時は(一)とは逆に

|λ1>1 

の範囲に λはなければ， (1)の条件は充たされない。これが充たされぬこ

とは解が経済的に無意味なることを意味する。然るに他方， λがこの範囲

にある時には，仮定により

Riく VCi

ですべての x;について限界的には欠損が発生しつつある。

今一つのボーモルの形が，少くとも形式的に成立する場合は Riが負，

従って Ciが負なる場合であるが，限界コストがすべての製品について負

なる事態は，理論的に無意味であろう。そこでボーモルの売上高極大化原

則が有意味なる領域は， λの値について

(λ>1 

0>λ 

の範囲に限られるO

1>λ>0 (4) 

の領域についてはいかなる理論が作用するのであろうか。 一生一<0 で
1← λ 

はあるがこの λ の範囲が除外されなければならない経済的理由は，見出
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されない筈である。けだしこの範囲は経済的には

>-E」〉O
Ri-VCi 

を意味するであろうが，これは

Ri (Ri-VC;) > 0 

即ち，Ri負なる限り

Ri-VCi<O 
註 11

を意味するに過ぎなし、。換言するならば，之は極少利潤率を定める際の定

数 V が，ボーモルの仮設が有効であるために保つべき一つの制約を与え

るものと言うことができょう O ボーモルの企業行動方式を純粋に考える場

合にはこの脱落が補われねばならぬ。

更に(4)式で等号が極限的に成立する場合を考えてみよう。これは解か

ら当然、除外されたる値であるから，一つの極限状態として考察しうるにす

ぎないけれども，これを考えぬ限り，ボーモルにおける利潤極大条件の位

置は明確でないと思われる。等号は二つあるから夫々について考察を加え

る。

(1) λ=1 この場合には (2)から VCi=O でなければならないが，VキO

とすればすべての Ci=Oなる事態となるから，むしろ V=Oを考えるべ

きである。しかしこの時明らかに制約条件付極大は無意味である。

(2)λ=0 

この場合には Ri-VCi=∞又は Ri=Oを意味するであろうが，これ又そ

れ自体としても，制約条件付極大としても無意味となる。

他方 λ=∞を一つの極限として考えれば λの経済的意味を示す(2)か

ら

1 • c 
一=l-'::'V=O
λ Ri 

なる極限値を得ることができる。即ちこのとき始めて RiキOとして

Ri-VCi=O 

となるであろうが，併し λ が元来ラクランジュ乗数であったことを考え
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ればこの形は制約式が被制約式を圧倒した時成立するとも言うべきもので

あり，これ又自発的極大化行動の極限形式として極めて不合理と言わなけ

ればならぬ。それ自体としても，制約条件付極大としても無意味となる。

斯くしてわれわれは利潤極大原則はボーモルの売上高極大原則の極限状

態としても成立しないものとしなければならぬ。即ち彼の原則は通常いわ

れる利潤極大原則をその特殊ケースとして含み得ないと言わなければなら

ない。ボーモルが自らの原理が利潤極大化の原理を含み得るというのは唯

単に彼の導出した均衡の条件式が通例のものと形式上類同的なることに基

いてのみである。併しそれは単に限界原理の形式同一性に基くというべき

であり，その内容を全く異にするのである。同一財 iについての限界収

入と限界費用の均等は， λが無限大とし、う矛盾的事態のもとに於て以外に

は成立しないのである。諸財貨聞の限界収入の比がそれらの限界費用の比

に等しいことはボーモルの原理が利潤極大原則を含むことの証明にはなり

得ないであろう O

われわれは以上，ボーモルの主張はラグランジュの未定係数 A の連続

的変化に対してその作用が非連続的に説カ通れていること，更にその主張す

る売上高極大化の原則は彼の主張する如くには利潤極大化原則を含み得な

いことを証明した。この意味に於て，彼の主張するところの有意義なる点

は之を認め得ても，われわれとしては之を支持することはできないと思う。

第二節 需要曲線，供給曲線について

需要曲線及び供給曲線を基本仮定として論じることは不当との非難があ
註 l

るかも知れない。併しわれわれの考える所によれば，独占的競争理論の枠

内においてこれらの曲線の確定可能性をいかに見るか，又これらの性格を

L 、かなるものと見るかは，理論の形及び帰結に至大の影響を有するのであ

る。加之，需要曲線，供給曲線なるものは元来フリードマンも言う様に本

来， Iある問題における需要を左右する諸力と供給を左右する諸力とを列

挙するとする時それは共通な項目を殆んど含んでいないと L、う経験的な一
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般法則」にその根拠をおくものでなければならぬ。それに続けて更に彼は

マーシャルにとっても， I需要及び供給は諸資料を組織化する概念， w分析

上のファイル ボックス』におけるラベル」であったと言う O そして「需

要曲線がそれに対してひカ通れる『商品』が今一つのラベルて、あり，之は夫

々問題としている問題と独立に決定的に定義されるべき物理的あるいは技

術的なるものに対する語ではない」のである。即ち需要曲線及び供給曲線

なるものは，本来当然の如くにそこにあるものではなくして，夫々の問題

がその問題の求めるところに応じて措定さるべきものであり，この意味に

おいて矢張り一つの仮説であると言われなければならない。

われわれは先に価値論の課題を論じ，更にそのアトム的構成要素たるべ

き企業の概念並びにそれの行動原理を論じた。これに照らして在来独占的

競争理論で説かれてきた需要曲線，供給曲線はいかなる点に問題をもち，

L 、かに批判されるであろうか これがここでの問題である。

チェムパレンの独占的競争の理論とロビンソンの不完全競争理論との根

本的な相異，対立点は既述した所で、あるが，その基本的対立は今の問題に

ついても又当然存在している筈である。ロビンソンはマーシヤルの伝統に

沿う「産業」概念を援用しその内部におレては同質的商品が生産せられ

るものとした。之に対してチェムパレンは商品差別化(異質的商品)と販

売費とオリゴポリーとを強調するものであった。ここに当面の問題につい

ての根本の差異がある。そして総じて価値論で伝統的に言われできた需要

曲線，供給曲線と独占的競争理論のもとで言われるそれ等とは異質のもの

である。これがわれわれの論証しようとする点である。勿論，独占的競争

理論の強調点に鑑みるとき，主たる論点は需要曲線の側に存在するであろ

うO 以下之を詳論する。

既に指摘した様にマーシャルにとってそれらの曲線は「分析上のファイ

ル・ボックスのラベル」である。彼は事実次の如くに言う。

「種々の商品聞の境界線は何処にひかるべきであるかの問題は特定の議論

の便宜によって決着せしめらるべきものである。ある人々にとっては支那
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茶と印度茶，更には小種茶と白后茶をすら異った商品と考え，従ってその

夫々について別個の需要表を考えるのが一番適当なことであろう O 併し他

の人々にとっては牛肉と羊肉，あるいは茶と瑚排の様に違った商品を一括

し，両者一括したものの需要を示す単一のリストをとるのが最適であろ
註 4

う。」と。

この商品概念の流動性が後に見る様にそれ自体一つの問題を構成するの
註 5

であるが，今何らかの便宜に従って一つの商品 Xj が考えられたとせよ。

マーシャルの言う需要曲線は，この商品の需要量 x;がその価格 Pjに関

しいかなる対応的反応を示すかを語るものであり，数学的には Pjに関す

るあの偏導函数を以て表現さるべきものである。そこにはマーシヤル経

済学において周知の「他の事情にして等しければ」との CeterisParibus 

仮定がおかれていよ併しこの場合における「他の事情」とは何である
註 7

か。一般には次のものが挙げられている。一.当該購買者グループの噌好

と選好，二.彼らの貨幣所得，三.凡ゆる他の商品の価格。但し最近，ヒッ

クスによってスルツキー(E. Slutsky)の貢献が再発見されて以来，マー

シャル需要理論には「貨幣の限界利用コンスタント」なる「天才的」仮定

が置かれており，之によってヒツクスのいわゆる「所得効果」が排除せら

れてあることが判明した。 r所得効果」とは言うまでもなく，貨幣所得コ

ンスタントなる場合にー財の価格が変化するとするときに見られる実質所

得の相当的変化がある財貨(マーシャル的には価格変化財それ自身)への

需要に及ぼす影響を測るものであるが，その際仮定により他の諸価格及び
豆 9

貨幣所得は不変である。放に「貨幣の限界利用コンスタント」の仮定が事

実許される限界内部において，貨幣の限界利用をも Ceterisparibus仮定

の中に含ましめて，実質所得を事実上コンスタントと想定することもでき

るであろう。併し乍らこの利用はマーシャルも認める様に「ある一つの財，

例えば茶に対する支出が彼の総支出の小部分であるに過ぎないことを想
註10

定」して初めてコンスタントたり得るに過ぎなし、。従って若し商品の区分

を大区分にとって論じる場合に於ては，安んじて採り得る仮定とは考えら
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れないので，われわれは必要があれば之を考慮することとして， I他の事
註12

情」としては通説に従うこととしよう。

唯ここに更めて注意すべきことはこのマーシヤルの需要曲線は，供給曲

線と相侠って，価値論分析の基本的手段を構成するのであって，これ自体

は決して価値論そのものでもないし，更にこれらを用いてなされるところ

のいわゆる需要・供給説でさえも価値論それ自身ではないと L、う事実であ

る。われわれは後に項目を分って産業概念自体を分析する予定であるが，

マーシャルで、問題とされる需要曲線，供給曲線は産業のそれ，市場のそれ

であるのみでなく，これらを以て説かれるものは究極的にはマーシヤルの

いわゆる「正常価値」の理論であって，日々の，又は短期の，価値の理論

ではない。このことは，マーシャル経済学を信奉するかどうかは別として，

長く経済学の精神であった所を体現したものとして，之を認めることがで

きるであろう。われわれは後述する所との関係においてこの点を予め強調

しておくであろう。

扱て以上素描を加えた様に，伝統的に経済学において確立されてきた需

要曲線，供給曲線の概念は産業乃至市場に関連するところのものであった。

そしてそれらは社会経済の構成を何らかの基準に従って諸財貨市場の網の

目的構成としてシェーマ化し，それを規制する諸力の法則性を，一市場，

一産業の内部において，更には諸市場・諸産業の網の目的相互依存関係の

内部において，解明してゆこうとする時の便宜な一つのメカニズムを提供

するものであった。それはいかなる価値論を採るにしても，それとは無関

係に用いらるべきメカニズムであるに過ぎない。この点，シュムベーター

もいう様に，嘗てリカルドーが需給説を一つの価値論とみて之を敵とした
註13

ことはーの誤解であったとし、し、うるであろう。独占的競争理論が新たなる

価値論であることを標傍したとしても，この点全く同然であり，需給メカ

ニズムを否定するべきいわれは全く存在しなL、。そして事実この理論は需

要曲線，供給曲線を縦横に駆使して理論展開を行っているのであり，この

意味においては依然として需給のメカニズムはその理論の中心的武器とな
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っている。否寧ろ，このメカニズムをこそ独占的競争の理論はより現実的

に解明せんとするものであったと言うことができるであろう。にも拘わら

ず，シュムベーターは独占的競争理論においては需要曲線，供給曲線は，

在来の意味においては，存在せぬとして，次の如くに言っているのである。

「チェムパレン教授のいう意味での独占的競争の場合には，純粋競争〔チ
註14

ェムパレンのいう意味の〕の場合に存在する種類の需要函数も，供給函数
丞!5

も存在せぬ」。

シュムベーターをして斯く言わしめたものは伺であったか。独占的競争

理論における需要曲線，供給曲線の本体は一体何であるのか。ここに先づ

何よりも解決されなければならない問題があるであろう O

チェムパレン自身がこの問題について説く所は次の如きものである。彼

にあっては独占的競争の諸要因の存在，特に生産物差別化，販売費，オリ

ゴポリー的相互依存関係が理論の中心をなすべきものであるが故に，経済

学に全く新しい分野が開けてきたわけて‘あるから，在来の如く産出量と価

格なる二つの変数を以て理論を進めることはできない。少くとも之に更に

二つの新たなる変数を加えるべきである。「生産物」なる変数と「広告J
註 16

なる変数が之である。ここに新たなるというのは，勿論「それらが純粋競

争仮定と両立せぬものであり，従って純粋競争仮定が落される時にのみ現
設口

われる」と L、う意味であり， I生産物」は純数量的変数である産出高に対

立するそれの質的側面を総称せんとするものである。そして「広告」は之

又多様なる側面を有する販売費を便宜一括したものであるとせられる。新

たにこの二変数を加えることによって，在来唯一の関係として考究されて

きた価格と産出高の関係以外に，五つの関係(変数の組合せ)が解明さる

べき問題として視野の中に入ってくるとせられる。之によって観れば，チ

エムパレンにおける需要，供給函数は少くとも四つの種類を異にする変数

群一一価格，生産物，生産高，広告一ーによって定義せられるべきものと
許18

なるのである。

これら四種の変数群の夫々において，自己自身以外の他者のとる，又は
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とることあるべき変数の値をいかに扱うかによって，需要曲線，供給曲線

の性格は更に一段と決定的に異るものとなるであろう O 他者の諸変数の値

を「完全知識」の仮定により既知とみるか，乃至は Ceterisparibus仮定

により，定数の扱いをするものとすれば，他者からの影響は仮定によって

除去せられる。仮令他者の変数の値が不明であったとしても，その変化法

則が何らかの形で確実，明白に分っているならば他者変数を広義において

所与とする函数が確定し得るであろう。併し乍ら，独占的競争の本質的特

徴の一つがオリゴポリー要素の存在にあるとされ，この相互依存的性格が

積極的に認められるとすれば，事態は一変する。この依存性の本質は就中

iW各売手が他者のしそうなことを何と考えるか』ということは多数の相

異る側面をもって居り，多種多様な不確実性と，それ故に多様な推測を含

む，この推測は他者がし、かなることをするかについてのものではなく，他

者の推測がL、かなるものであるだろうか等々，無限のものを含む」ところ

にある。それ故に彼は既述の如くオリゴポリーは「単一の問題ではなくし

て一群の問題であり，それがし、か様に考えられるか，即ちいかなる仮定が
註20

たてられるかに応じて一連の異る解をもっ」ものといったのである。事実

かくの如くであるとするならばこの場合における需要，供給曲線はその確

定性に関し極めて困難なる問題に遭遇せざるを得ない。この点についてチ

ェムパレンは次の如くにいっている。

「需要曲線………は凡ゆる他の価格を固定させた上で，一企業の価格変化

を含むものとして定義されるものであることを明確にいっておく必要があ

る。非孤立的販売下の問題の本質は言う迄もなく，それが市場結果に対応

していないかも知れず， しかも一人の売手による価格変化は他の売手をし

て彼らの価格を変化せしめることがある。加之，第一の売手がこのことを

認識しているならば，彼は需要曲線に即応しては行動しないかも知れぬと

いうことである。事実ある売手の行動をいやしくも需要曲線を用いて記述

することは困難であろう士
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このチェムパレンの言から，この条件下の独占的競争理論の展開に際し

て需要曲線なる分析武器が彼に於て完全に放棄されると即断すべきではな

し、。唯オリゴポリー下の売手の行動は多数の附加条件の確定を要し，特に

不確実性なる要因を考慮するのでなければ，記述も解明もなし得ぬであろ

うことが主張されているのである。それにしても問題の困難性は明白であ

る。そこにはマーシャルが「時間なる要因，経済学における多数の最大の
註22

困難の源泉」と呼んだその「時間」が本質的に含意する「予想」の問題の

全困難が明白に伏在しているからである。併しかかる変数の相異のみを以

てシュムベーターはチェムパレンの需要曲線を伝統的なるものと異るとし

たのであろうか。たしかに右の点は極めて重大なる変更である。併しわれ

われはそれ以上に更に重要なる次の点に注意しなければならないのであ

る。さきにマーシヤルに関連して述べた様に，本来需要曲線，供給曲線な

る概念は産業乃至市場に関して言われるものであった。ところが以上にお

いてみたチェムパレンのそれは産業又は市場のものではなL、。それは独占

的競争下にある個別的企業のものである。尤も前著「独占的競争の理論」

においては，夫の有名な「大集団」と「小集団」というクゃループ概念があ

り，大集団についてはその議論のある段階において「対称仮定」ー一一「す

べての『生産物』に対する需要曲線も費用曲線も共にグループを通じて一

様である」こと，そしてこれは「すべての市場が同じ大きさであること」
五24

をイムプライする一ーがあり，グループ内の各企業は完全に同一，従って

その中の任意の一企業の適応行動が即グルーフ。のそれの姿を説明し得る考

案がなされている。従ってこの場合には恰も企業のではなくして，市場の

諸曲線が問題であるかの観を呈するが，併しこれは，全く議論単純化のた

めの暫定的な仮定にすぎず，事実議論の後段においては之が外されてい
設25

る。しかもその際注目すべきことにはこの問題側面一一対称仮定を外すこ

とによって生じるーーを認めても理論の修正は不要であることが主張され
註26

ているのである。故にチェムパレンにあっては「集団」の場合にも，問題

は企業であり，集団独自の需要曲線，供給曲線が問題とされるところはな
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いのである。

われわれは以上の如きチェムパレン的需要曲線の考え方に対し若干の

疑問を提出しうるであろう。第一は需要曲線を決定する独立変数のーっと

しての「生産物」である。たしかに「生産物」は，チェムパレンの言う様

に，企業の理論にとって所与のものではなく，決定せらるべき変数であろ
註27

う。併しそれはいかにして決定されるのであるか。彼は之に長い独立論文
i:l:28 

を当ててこの点を論じているが，それは次の如きものとして要約される。

その決定困は三つある，ーは慣習であり，二は標準であり，三が利潤極大

である。ーは技術の腰着性をも究極には含みうるある惰性的なるものの作

用である。二は立法的規格をも含めての「生産物」につし、ての通念の作用

をし、う。三はわれわれに周知の行動原理である。これら三者相侠って事実

「生産物」は決定されて居り，決してそれが与件でないことが多数の例を

用いて説かれる。ここに彼がL、う「生産物」とは「交換せられる財又は用

役の凡ゆる側面を，それが原料乃至内容から生じるか，機構的構造，デザ、

イン，耐久性，雅味，包装，容器の特質，サーヴィス，売手の位置，その

他買手に対し重要性をもついかなる要因にそれがよるものであるかを問わ

ず，含むところの広義のもの」であり そのーが異るに応じて異る「生産

物」が存在する。これらの多様な側面が事実決定さるべきものであり，実

際に決定されていることは平常人にとっては殆んど自明であるに拘わら

ず，経済学研究者のみが之を無視してきたとチェムパレンはいうのである。

「生産物」が変数であるとすることの意味が「生産物差別化」の存在と異

る所以は何であるか。それが後者においては「異る売子の生産物が，異る

ものであるにはしても，すべて所与であり，従って考究される唯一の変数

が価格と数量であるJ(イタリツク原文)点に求められる限よ。変数とし

て「生産物j を需要函数の中に組入れることは一一それは当然供給函数の

中にも変数として入っているであろうー一，可なり破壊的な結果を斉らす

可能性がある。さきに掲げたチェムパレンの生産物の定義にみられるそれ

の諸側面は正に生産物が差別化せられるその諸側面である。この諸側面が
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文字通りに事実所与でないとするならば，そこにはその差別化の可能性に

ついて不確定な領域一一唯単に差別化の可能性が無限大というに尽きな
註31

L 、ーを想定していることになり，かかる不確定な，定義されていぬ変数領

域についての函数関係なるものは，その限りにおいて又，不確定であり，

定義されていぬものとみるべきものとなるであろうからである。チェムパ

レンが三つの要因を掲げて「生産物」そのものを決定するという時にも，

それに先立って何よりも変数としての「生産物」なるものの変域自体は砂

くとも決定されている必要があるであろう。彼は「品質粗悪化」に関して，

「生産物に関するグレシャムの法則」の存在を言い，その粗悪化の限度は
註32

技術的考慮、によって与えられるとする。技術的に下の限界があるとするな

らば，之と同様に品質向上についても夫々にある技術的な上の限界がある

筈である。こうした技術的な上下の限界によって確定せられ，かつ現存の

慣習及び標準の観念によって画定せられた一定の変化可能な領域が，仮説

的には，存在していなければならない。併し之はし、わば客観的変域の確定

的存在の要請である。

ところが不幸にして問題は之に留まらなL、。チェムパレンにあっては，

問題は独占競争下にある個別的企業の諸曲線であった。そこで個別企業の

立場から見る場合には，仮令生産物の客観的な確定的変域一一生産物スベ
差33

クトラムとでも呼ぶべきものーが所与であったとしても，一つにはこの事

実上無限のエレメントを有するスペクトラムの見渡し難さのために，併し

更に重要なることには，代替的生産物が事実利用可能な状態で存在するか

否か，それらに対する需要者の反応がし、かなるものであるであろうかにつ

いての予想の不確実性が存在し得るがために この客観的な確定変域が企

業者自身についてのスペクトラムであることが，通例は不可能である。存

在し得るものはたかだか主観的なる生産物スペクトラムに過ぎず，これを

基いにして形成せられる需要曲線，供給曲線は，それの関する限り，矢更

り主観的性格を有するものである。その意味は二重である。一つには客観

的変域を完全には尽くしていない意味において，併し二つには競争的生産
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者の代替物の出現，需要者の反応を推測するに留るとの意味において O 加

之，若しオリゴポリー要素の存在をも併せ考えるとすれば，この場合の需

要曲線は丁度この要素の存在に関してチェムパレンが認めたと同一の意味

内容において，より勝義に「一つのものでなくして，複数のものJでなけ

ればならない。蓋しチェムパレンにあって生産物を決定する一要因である

ところの利潤極大化がオリゴポリーの存在を認める場合には右の性格を有

註"
するが故に，それに依って決定せられる生産物も又その性格を有するであ

ろうカミらである。

これはチェムパレンが次の如くに言う時の意味とは異るものであると見

なければならなし、。

「第九図及び第十図(補註，これは独占的競争下の企業理論のグラフ的解

法で通例みられる費用曲線と収益曲線の図である)の如き作図を凡ゆるあ

り得ベき『生産物』種類について描くならば，そのすべての中で最大の総
註35

利潤を与える『生産物』と価格の組を手易く選びうるであろう」。

われわれは，ここでチェムパレンが存在を前提として論じようとしてい

る当の需要曲線，供給曲線なるものが，何らかの補足仮定をおくのでなけ

れば確定して居らず，仮令その様にして確定しえたとしてもその性格は，

通常価値論で、言われ来たったものとは全く異るものであり，純粋に主観的
註36

なるものに留る外ないであろうことを言うのである。

同様の事情が「広告」変数についても又存在するであろう。総じて販売
乏 37

活動の「結果の大小は支出額の大小に依存する」と考えられ，その成果の

大小が売上高で測られるとすればそこには単純なる差引計算があり得るの

みなるかに見えるかも知れないが，チェムパレンにあって「広告」活動の

作用は需要曲線をシフトせしめる所に求められている。この点， I生産物J

変数が需要曲線をシフトせしめる作用と全く同一である。ある関連におい

てチェムパレンも「広告は任意の他の生産物と同様な生産物と看倣し得る
益3B

であろう」と言っている。そして「需要の創出及び変更の手段としての広
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告の認識は，生産者によって見出される需要と経済的に造出される需要と
計 四

の区別を導入する」と L、う。需要曲線の確定とその性格に対し「広告」が

もつことあるべき効果は明白でなければならなし、。この側面からみる場合

においても又，独占的競争論での需要曲線，供給曲線は主観的なるもので

あり，客観的意味で語られてきたいわゆる需要曲線及び供給曲線とは異種

のものであることが言われなければならないのである。

事柄の含む最大の困難は勿論オリゴポリー要素である。併しそれとは独

立に産業内の個別企業者の「生産物」及び「広告」変数の範域の主観性並

に作用方式とその結果に関する予想の不確実性が指摘された。チェムパレ

ンが需要函数，供給函数の独立変数として新たに二つの変数を加えた貢献

は充分に認められなければならないけれども この導入によりこれらの函

数は，マーシャルのいう「経済学の多数の最大の困難の源泉」を挙げて背

負い込む結果になるというべきであろう。

併し誤解があってはならなL、。言う迄もなくこの「時間Jの含む困難を

最初に認識し之を理論化せんとしたものは，他ならぬマーシャルて、あった

が，マーシヤルが自ら指摘したこの困難が首尾よく彼の経済学，殊にはそ

の需要曲線，供給曲線において処理し尽くされているとは見得ぬであろう。

とはいえ，この困難を克服しようとするマーシヤルの優れた工夫が，夫の

一時的と短期と長期の区別であり，かつ又「正常」なる概念であった。そ

してマーシヤル経済学の本髄は長期正常価値の理論にあったということが

できる。そしてこの長期概念はそれを論理的につきつめるとき「産業の定

常状態Jになるべきことを指摘して彼は次の如くに言う， r併し実は理論

的に完全な長期なるものは，日住単に商品の生産要素が需要に調整されるの

みでなく，これらの生産要素の生産要素が又調整される等々の調整を可能

ならしめるに充分な時間を与えるものでなければならぬ。そしてこれは，

その論理的帰結にまでおし及Iませば，産業の定常状態なる想定を含むこと

が分るであろう，そこでは将来の時代の必要物が無限の時間先だって予測
註40

されうる」のである。今の場合の正常価値の真意はこうした「長期におい
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て経済諸力が斉らす傾向のあるものJであるが，長期がーに「それら(考

えている力)がその効果を出し尽すに足る時間」を本質とするのみのもの

であるが故に， IW正常』は勿論『競争的』を意味するものではなL、」ので

ある。この様にしてマーシヤルにあっては，競争的ならざるものをも含み

うる長期正常均衡の概念の中で，困難なる「時間」の問題が兎も角も解決
謹り

されていると L、L、得る。

之に対してチェムパレンも又自己の理論は本来長期論であることをい

う。「独占的競争理論」が外見上短期論に見えようとも， Iその理論は時間
註44

とは全く独立であり，事実長期のタームで展開されている」として，その

著書でこの事実を証明するものとして若干の箇所を指摘している。たしか

にそこには長期の語がみえ 正常なる語がみられる。併し乍らその長期の

意味は高々「より長い時間」と同一の如くである。彼によって指定せられ

た139頁には longer-timemarketの語がみえ，又51-53頁は事実「不確

実性の影響」を論じる箇所である。そして特には価格切下げ効果に関する

タイム・ラグが語られるのである。斯る長期の用語法がマーシヤルの語法

でないことは明白である。チェムパレンが自己の理論は長期論と L、う真意

は寧ろ， I理論自体はその性質上，短期又は長期なる特定の期間と同一視

さるべきものでなL、」というにあると見るべきである。時間を超越したと

ころに理論の本質を求めようとするチェムパレンにあっては，マーシャル

のいう意味での経済学上の「時間」の重要性は最初から無視せられていた

と言ってもよいであろう O

併しわれわれが之にもまして注意すべきことは，マーシヤルにおける「時

間」の処理が「産業」に関連してなされている事実である。これはマーシ

ヤル経済学を通じての特徴であるけれども，今の問題に関しては之を次の

如くに説くことができるであろう。マーシヤルが言う意味での長期概念に

堪え得る個別企業はあり得なL、。マーシャルには周知の企業の lifecyc1e 

の思想がある。それは森林における老木と若木の生命的交替にも似て，企

業も又生命力の成長，開花，老朽化，新しいものへの交替の運命をけみす
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長47

とする思想である。そしてこの事実は「定常状態」においてすら止揚せら

れることはないのである。即ちそこに於ても又. r人口の平均年令は定常

的にしても，各個々人は青年期から壮年期へと成長しつつあり，或は老年

期へと衰退しつつあるO ……各事業は常に同ーの大さに留り，同ーの取引

関係をもっていると考えることもできょうが，併しそう迄考える必要はな

い。企業に栄古盛衰はあるが. w代表企業』が略々同一の大さに常に留る

と想定すれば足る」のである。マーシャルの長期概念の中で、生き続けるの

は森であり産業であって，個々の樹木や企業ではない。後者のものは必ず

や有機体としての一生を経過しつつある。「時間」の含む諸困難が救われ

る時，その事態を支えているものは企業ではなくして，産業なのである。

然るに以上見来った様に，独占的競争理論における主役は最後まで個別

の企業であった。そこでの需要曲線，供給曲線は何処までも本質的には個

別企業のそれであったので、ある。ここにチェムパレン経済学についてわれ

われの指摘した困難の，一つの併し重要な原因が存在するものと観ること

ができると考える。ーに存在せざる困難が他方には挙げて存在しーに存

在する確定性が他方には存在しない。二者全く相異る，別個のものという

べきである。われわれはこの意味において，先掲のシュムベーターの主張

を肯うことができるであろう O

ところがこのマーシャル的「産業」の概念が，独占的競争理論による最

大の被害者である。この「産業」概念はいかなる意味で独占的競争理論に

於て排斥されたのであろうか。又その排斥 非難の論に対しわれわれはい

かに考ふべきであろうか。次に章を別にしてこの点を吟味するであろう。
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第 1章脚注

1. Chamberlin， Towards， p.21. 

第 1節

1. Chamberlin， Towards， p. 275. 

2. Ibid.， p. 58.この論文は本来 Economica，Vol. xvlll， 1951.に掲載された論

文を集載したものであるが，若干の加筆修正が施されており，この箇所もそ

の一つである.対応の箇所を見出し得ない.

3. Ibid.， p.275. '‘Full-cost etc."， Economic ]ournal， Vol. LXll， 1952， p.321. 

4.一般に「極大」よりも「安全」を願う動機をわれわれは斯く名ずけるであろ

う.われわれはこの動機に基く企業者行動の形を利潤極大動機に基く行動形

のより包括的なるものとみる.この動機の本質及び二者の相関々係について

は附録の第一論文を参照せられたい.

5. Fritz Machlup， The Economics of Seller's Competition， Baltimore， 1952， 

p.53. 

6. Ibid.， p. 425. 

7. R. Triffin， Monopolistic Competition etc.， p.96. 

8. Ibid.， p. 94. 

9. Andreas G. Papandreou，“Some Basic Problems in the Theory of the 

Firm"， in A Survey of Contemporary Economics， Vol. H， ed. by Haley， 

Bernhard F.， lllinois， 1952， pp. 183-222. 

10. Papandreou， ibid.， p. 194. 

11. Ibid. 

12. Chamberlin， Towards， p. 60. Economica， 1951.に対応箇所なきこと.註 2

と同様.

13. Chamberlin， Towards， p. 142. これは彼の“SomeAspects of Nonprice 

Competition"， The Role and Nature of Competition in our Marketing 

Economy， Univ. of lllinois Bulletin， Vol. 51， No.76， ]une 1954.を採録し

たものである.

14. T. W. Hutchison，“Expectation and Rational Conduct"， Zeitschrift fur N a-

tional凸konomie，Bd. 8， 1937.その Vlll.The “Fundamental Assumption" 

as a Definitinの項参照.

15.かかるチェムパレンの問題理解は各所に於てみられる. The Theory of 

Monopolistic Comptition， p. 53. Towards， p. 37.等.

16. Chamberlin， Monopolistic Competition， p. 53. Schumpeter， History， p. 

982， n.27. 
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17.例えば Chamberlin，Towards， p. 276， etc.を見よ

現実性への関心は社会科学として当然、事であるが，独占的競争理論は特にこ

の点を強調するのである.ただし，経済学の中にもそれを専ら理論の厳密性

に関して判定しようとする立場がある.仔uえば AndreasG. Papandreou， 

Economics as a Science， Chicago， 1958. 

18. チェムパレンは7 ーシャルの「短期に対する真の限界供給価格J(Marshall， 

Principles， p.374)に対応する価格は限界収入及び限界費用曲線を用レては

殆んど記述し得ぬものとし (Chamberlin，Towards， p.274)かくして一般に

「限界原理」そのものに大なる不信を示す (Towards，p. 275).この点から当

然また，いわゆる「接触解Jtangency solution についても，これを極めて

限られた場合の解にすぎぬとするのである (Towards，p. 33， etc.).接触解の

他のインプリケーシヨンについては後述するであろう.

full-cost principleはいわゆる Halland Hich方式といわれ，さきに引用し

たアンドリユースとともに OxfordStudiesの一環としてなされた広範な実

証的研究の結果に基くものである これについての前記の如きチェムパレン

の見解はその“‘Full-cost'and Monopolistic Competition"， Economic Jour-

nal， Vol. LXll， June 1952.にのべられたものであり， Towards， pp. 271ff. 

に第13論文として収められている.

19. Ta1cott Parsons， The Structure of Social Action， N. Y.， 1937， 2nd. ed.， 

1947， Chap. 2. 

20. Papandreou， op. cit.， p. 188. 

21. Ibid.， pp.206-207 

22. Ibid.， p.206. 

23. Ibid.， p. 187. 

24. Ibid.， p.207. パパンドルーは利潤を選択函数に導入するのに二つの形があ

ることをいい，そのーっとしてこの preference-functionmaximizationの

形をいう それは利潤を企業者の追求する多数の相関的ゴールのーっとみる

立場をいう.今一つは本文て‘述べた合理性と等置される利潤極大化の立場で

ある.

25. Benjamim Higgins， "Elements of Indeterminacy in the Theory of 

Non-Perfect Competition"， American Economic Review， Sept. 1939， pp. 

468-79; Tibor Scitovsky，“A Note on Profit Maximization"， Review of 

Economic Studies， Winter 1943， pp.57-60; Melvin Reder，“A Recon-

sideration of the Marginal Productivity Theory"， Journal of Political 

Economy， Oct， 1947， pp.450-58.等がリファーされうる

26. Kenneth E. Boulding， A Reconsideration of Economics， N. Y.， 1950. 
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27.詳細は付録第一論文参照.

28. Boulding， op. cit.， p. viii. 

29. Ibid.， p. ix. 

30. Ibid.， p. 137. 

31.附録第一論文，下巻337頁

補論

1. William]. Baumol， Business Behavior， Value and Growth， N. Y.， 1959. 

2. 特に同書， 45頁以下.

3. Baumol， op. cit.， p. 46. 

4. Ibid.， p.49. 

5. Ibid.， p.52. 

6. Ibid.， pp. 33ff.彼は企業操業度の大さがそれ自身一つの目的となることを強

調するに当り，それが資金制約を動かす点をあげる.各企業は「不完全競争

資本集団」を形成し，そのより高い系列に入るためにも，操業度， tlPち売上

高を高め貨幣資本を蓄積しなければならぬことを説くのである.而して彼は

資金借入れの限界コストか限界粗利潤に等しい所で投資はやむと説く

(Baumol. p. 39). 

7. Baumol. pp.68ff. 

8. Ibid.， p. 71 彼によってそれは次の如くに証明されている.本文の式(1 )に

おいて，V， Cj>O故，証明すべきものは一一主ー>0なることのみである.
1-;' 

このために彼は広告費支出を制約条件に W A として一般的に加え，広告費
R. -λ 

についての極大条件を Rk一λ (Rk一切っ =0 と求め，これにより~一ーな
院へ 1 λ 

る関係を得る ここに W は仮定により:iE， Rkまた正，故に 1-;.>0と

L 、う

1_， C;TT_' ，_ Ci 9. (2)から =1-~V<1， i. e.， -~V<O であるから，ここにおいて若 L R， λ R;' -~， -. _.， R; 

くO とすれば VCjくO となり不合理であるのみでなく ，R，<Oは(1)と抵触

するであろう.

10. (2)から λ(Rj- VCj) =Ri>Oであるから.
λ 

11.註 8でのベた様にボーモルはー >0を Rk>O(即ち広告支出の有効性)

第 2節

1-;'-- ~~'R-- '-.，._.~~-";~、

を仮定することによって求めた.若し広告支出な Lとすれば(一A I<丸)
¥ 1λ/ 

>0が結論され得るにすぎないのである.

1.この問題に関する内容的議論はいわば本論稿全体が論ずべき種類のものであ

るので，ここではただ仮説としてのこれらの性格を概観することを主旨とし

内容の主要なるものはすべて以下にゆずるであろう

2. M. Friedman， Essays in Positive Ecnomics， Lond.， 1953， p. 8， p. 57. 
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3. Friedman， p.57. 

4. Marshall， Principles， p. 100， n. 

5. この点は次章で産業の概念との関係で詳論する.従ってここではこれを論じ

ない.

6. これはマーシャル経済学を通じる一般的常套的仮定であるが，需要論との関

係におL、て直接的には例えば Marshall，Principles， p. 131. 

7. 以下の議論は Friedman，Essays， pp.47-99， The Marshallian Demand 

Curveを参照としたところが多い

8. ]. R. Hicks， Value and Capital， 2nd ed.， London， 1946，スルツキー自身の

問題の論文は， E. Slutsky，“Sulla teoria del bilancio del consumatore"， 

(Giornale deg1i Economisti， 1915)であるが， Olga Ragusaによる英訳が

“On the Theory of the Budget of the Consumer" として Readingsin 

Price Theory， pp.27ff.に収められてある.

貨幣の限界利用コンスタントと 7~シャル需要論の関係についてヒックスは

特に Noteto Chapter II， Consumer's Surplusでこれを論じている.

9.詳しくは Hicks，op. cit.， Chap. II and Mathematical Appendixを参照のこ

と.いわゆる「価値基本方程式」の一項目であり市場論的にはーの不安定要

因となり得る.放に之の無視可能性はーの重要なる問題点である.

10. Marshall， Principles， p. 842.又 Hicks，op. cit.， p. 32. 

11.言う意味はこうである.個人についての一個別商品の需要を考え，また極め

て小なるある市場を全経済体系の中で考える等の場合に於てはマーシヤル的

仮定はいわゆる部分均衡論的方法論の必須の手法としてこれを用いうるであ

ろうが，われわれが後に論じる社会的市場を大カテゴリーにとり，これを社

会経済機構の構成要素として全体的に論ぜんとする場合には必然、に部分均衡

論は一般均衡論の方法に席をゆずるであろうが，この時には需要と供給は最

早通常の意味では独立でない.

かかる段階に於ては，価格変化からくる所得効果は別としても，所得変化か

らくる所得効果は無視し得ない.二者は一見異るが如くに見えるけれどもそ

の効果に於ては異らぬ.

12.かかる通説を激しく非難するのが Friedman，op. cit.である.彼は需要曲線

上で所与とさるべきものは，常に貨幣所得でなく実質所得であるとする.

13. Schumpeter， History， p. 601. 

14. Chamberlin， Monopolistic Competion， p.6.そこで彼は「純粋」競争は「独

占要素と結合していない競争」としている.この語法はチェムパレンに発す

るものである.

15. Schumpeter， op. cit.， p. 601， n. 27. 
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16. Chamber1im， Towards， p. 106.“The Product as an Economic Variable " ， 

Quarterly Joumal of Economics， Vol. LXVll， Feb.， 1953， p. 2. 

17. Chamber1in， Towards， p.106. 

18. Ibid.， p. 49. 

19. Ibid.， p.37. 

20. Ibid. 

21. Ibid. p. 82. 

22. Marshall， Principles. p. 109. 

23. これらの新しい変数の附加は実は可なり破壊的な作用をもち得るものである

が，これについては更に後に論じるであろう.

24. Chamber1in， Monopolistic Competition， p. 82 and p. 100.これを symmetry

assumptionというのはむしろ Triffin，Monopolistic Competition (例えば

p.24)であり，チェムパレン自身はむしろ uniformityassumptionの語を用

いる この仮定の存在がトリファンのチェムパレンに対する非難の一つの中

，心となる.

25. Chamber1in， Monopolistic Competition， p. 110-111. 
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第二章 産業及び群の概念

われわれは先にロビンソンが産業を定義せんがために商品を定義しよう

とした場合，そこでの商品が同質的なるものであったことに関聯して，チ

ェムパレンの批判があることを述べ，又カルドアの「商品スケール」概念

を以てする批判があることを述べた。産業が「単一の〔事実上同質的な〕
乏 1

商品を生産する企業群」であるとされる時，この同質的商品の概念が拠榔

されるや，この産業概念も又同時に廃棄せられたということができる。チ

エムパレンによれば，商品差別化による異質性こそ強調さるべき現実の姿

であり，需要曲線，供給曲線もこの異質的商品を生産し提供する個別企業

のそれとして本来的には考えらるべきものであった。かかる考え方は必ず

しもチェンパレンに留まらず いわゆるポスト・マーシャリアンを含めて

近代価値論の共通の考え方である様に思われる。然るにわれわれはこうし

た需要・供給曲線の性格を吟味することによって，そこに若干の困難を見

出し，更めて産業概念を再吟味することの必要に迫られたのである。

総じてかくの如き近代的価値論に共通なる企業重視の立場は何に基因す

るものであろうか。勿論 恐らく一つには近代価値論の基本であるところ

の主観価値学説が本来有する原子的世界観がその原因，重要なる一因に算

えられるであろう O 言う迄もなく，この価値学説は経済主体， しかも消費

経済主体が消費財に関して有する利用函数乃至選好スケールを最究極的に

は前提とし，単に消費者財のみならず生産者財をも含めて一切の価値決定

と価値運行の原理を統一的に解こうとするものである。その際全体はその

構成員たる個の総和にすぎずこの総和を越える独自の全体の存在を認めざ

る，いわゆる原子論的世界観をその基底におくのである。かかる世界観に

暗黙に支えられて，近代価値論では個と全体との中間に何らの中間項をも

一一言葉の正しい意味では一一必要とせずとする理論構造がとられること

となるであろう。唯併しこれはわれわれが敢てここで取上げようとする論
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点ではなL、。

ここでより関聯があるのは，第二の原因と考えられる次の点である。わ

れわれはスラッファ論文が独占的競争理論の発端として有する意義につい

て触れたことがある。この問題の論文は要するに，マーシャルがその解決

に苦慮した収穫逓増法則が内包する困難，殊に産業均衡と企業均衡の両立

性，非両立性の問題について一つの解決の方向を与えた。それは依然マー

シャル的産業の概念を有用とするロビンソン的不完全競争理論への道であ

った。併し乍ら今一つの解決の道が，スラッファの流れとは別個にではあ

るが，チェムパレンにより用意せられていた。それが彼のク守ループ概念の

援用であったと考えられ得る。ところがこのク、、ループ概念は最近遂にチェ

ムパレン自身によっても否定されていて，独占的競争理論は定全に個別企

業中心論なる全く論理究極的な立場にたつに到った。それはある意味に於

ては，その理論のたつ論理の要請であったとみることもできるのであり，

齢なくとも独占的競争理論における個別企業中心論にはそれ自身がもっ論

理があるとみるべきである。われわれは問題をこの面に限定して，以下，

この間の事情を探るであろう。

第一節 独占的競争理論による産業否定論

チェムパレンが旧著「独占的競争理論」でいう群は， I不完全に競争的

な市場を構成するものと観念的に通常 Ordinarily考えられてきたもの」

であり， Iその市場が彼の競争者の市場と織りなされている」ものであ

る。かくしてそのグループの生産する諸商品は「互に密接なる代替品」の

関係にある。ここではグルーフ。は未だ常識的概念に近く，自動車製造業者，

雑誌出版業者，靴小売業者等の例があげられている。併しこの代替の度合

いの大小が群の性格を定める一つの基準になることが直ちに判明するので

ある。即ち彼は群を分って「小グループ」と「大グループ」に二分する。

後者は「その各成員を他成員に対する無視可能な影響力たらしめるに足る
註 2

程大」なる群であり， I例えば価格切下げはそれを行う単一生産者の売上
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をますけれども，彼の多数の競争相手の夫々の市場からは殆んど感知され

ない程の量を引上げるのみで，価格切下げをした人には可成りの結果を斉

らすにしても，競争者各人には在来とも角も行わなかったであろう様なこ

とを行わしめる程の衝撃をその誰の市場にも与えなし、」種類の事態をいう
註 3

ものである。之に対して「小グループ」は端的に「オリゴポりー プラス
註 4

生産物差別化」のケースと定義される。そこにはオリゴポリーの行動様式

についていかなる附加仮定をおくかに応じて種々様々なる解があり得るの

である。

併し群の概念が唯単に成員の数の大小に尽きるものでないことについ

て，チェムパレンは群内部に部分群の存在し得ることを指摘し，之が存す

る限り之は無視すべきでないことに注意を促して次の如くに言う， I事実

部分群が存在している場合には，仮令その『ク、、ループ』が大きいものであ

ったとしても，少数者に関しての考察が成立する，けだし各売手は唯小数
註 5

の他者とのみ密接な競争関係にたつに過ぎなL、Jと。この関係が彼のいう

「連鎖的関係」を生みうるのであり，この連鎖的関係は正に代替可能性の

度合いによって表示されうるであろう O ここにおいて彼は「数の大小は必

ずしも(イタリック原文)当該生産物聞の代替可能性の程度については何
註 6

事をも示さぬことは明白と思う」と言う。かくて彼にあっては数の大小と

ともに，代替可能性の度合いが群を性格づける第二の要因とせられている

ものとみることができる。但しこの場合の代替可能性の度合いを表示・測

定するものが何であるかの問題について，当該箇所では彼は需要曲線の傾
註 7

斜を考えている如くであるが，この点更に後に吟味を要する所である。

チェムパレンによる群のこの二つのクライテリアのうち，まず問題とな

るのは「数」である。周知の様に数が大でその中の一個の行動が他に及ぼ

す影響が無視可能なることは完全自由競争の要件のーである。チェムパレ

ンの場合，他の事情不変として，数を大ならしめるとき，事態は完全競争

ー一彼はむしろ純粋競争と呼ぶーーに近づくであろうか。チェムパレンは

「そうなると想定すべき一般的な理由はなし、J，I結果は必ずしも純粋競争
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註 8

に近づくものではなL、」と言い，更に之に続けて「高利潤が売手の数の増

に導き，従って(個別需要)曲線が左方に動くとしても，買手が便宜性を

評価する率が変らぬ限り，それは同一のスロープ(イタリックとも原文の

まま)に留るであろう」とその理由を説明している。併しながら彼自身が

それへの脚註で言っている様に，その場合には需要弾力性は却って同一に
註10

留ってはいない筈である。それ故に若し彼が需要曲線のスロープによって
註II

でなくそれの弾力性で考えていたならば，彼の右の結論は修正されなけれ

ばならなかったであろう O 他方若し又彼の帰結が正しいものであるなら

ば，即ち若し数の増大が必ずしも独占競争の度合を減じないものであるな

らば，群の独立のメルクマールとして敢て数を云為する必要は存しないて、

あろう。

それかあらぬか， トリファンはチェムパレンの「大群」と「小群Jの区

別の要請を次の如くに要約し数のメルクマールは之を捨象している。 I(両

者の)区別の中心点は実は，一売手の価格(トリファンでは企業の行動変

数としては価格のみが考えられている)政策が他の売手達をして先例に倣

わしめるかどうか，即ち企業 iは他の企業の価格円に影響しうるかどう

か，或は企業 iは fうを行動ノξラメーターとしなければならぬかどうかと

註 ~4 /.rh _ ..... _ ， _ •• L ~ ，. =..， ~ .L.L... . _ ，. aRー註15

いうことでる」。彼のクフイァリオンは記号的にはー」の大小である。
ロ dPj

れによれば二つの群の相異は専ら企業聞の相互依存関係の差異によって判

定ぜられるのみである。ここに彼の「相互依存係数」概念の基礎があり，

彼は結局群概念そのものをも否定して別個の市場形態論を形成するのであ
註 16

るが，この点は今は問わぬ。当面注意すべき点は，チェムパレンに於て本

来二つの方面から定義せられた群概念がトリファンに於てはその一つの側

面，数の側面が抽棄せられている点である。後に見る様にチェムパレンも

又後の論文においては，この二様の仕方での群の定義を単純化しつつ，遂

に群なる概念そのものを必要ならずとするのであるが，恐らくトリファン

の考方はこうしたチェムパレンの変説の推進者て、あったて、あろう。

扱てこうしたグループ概念について 「独占的競争理論」には今一つ重
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要な仮定が附加せられていた。それが即ち「仮称仮定Jといわれるもので

ある。この仮定の意味については既に触れる所があったけれども，チェム

パレンはこの仮定をおくことによって，群の構造を著しく単純化し，殊に

大群の場合においてはオリゴポリー的不確定性から完全に解放せられた確

定解を有しうるケースを概念することに成功している。加之，彼はこの仮

定の故に常に一企業の個別需要曲線，小群の場合には更に一企業の反作用

曲線を用いることによって，群全体の動きをグラフ的に表示することに成

功しているのである。斯く見ればチェムパレンの初期の理論におけるこの

仮定の地位は，単なる暫定的な単純化のためのものというよりは全理論体
註11

系を支える一支柱の地位であるということができょう。

ともあれ，かかるチェムパレンの群概念がマーシャル的産業概念に極め

て近いものであることは明白である。チェムパレン自身も後に， Iそれが

一産業を意味していた場合には，産業なる語が用いられていたで‘あろう」
註18

とL、ぅ O 事実二者はともに，通常認識されている商品区分に基礎をおいた

ところの，部分均衡的概念であり， しかもその理論的援用に当ってはとも

に，ーは「代表企業」を理論的に想定するのに対し他は「対称仮定」に頼

る点の相違はあるにしても，何らかの単一の企業の行動を代表的に用いる

のである。それにも拘わらず，チェムパレンは「産業Jの概念は不要であ

るとする。それは勿論，当然そうであるべき様に，そこでの問題が単なる

言葉としての産業ではなく，経済学上伝統的に用いられてきた意味で、の「産

業J，即ちマーシヤルの 又その遺沢を継ぐロビンソンの「産業」なる概

念であることを物語るものである。例えば利潤論に関しチェムパレンは「産

業への参入」乃至「参入の制限」の問題を論じて， I独占的競争下の個別

企業の生産する特定生産物に関しては『参入の自由』なるものは全く存在
註19

しない」……「結論は参入の自由とか制限とかの概念なしに一一『産業』
註 20

なる概念すらなしに，極めて簡潔に之を記述することができる」とLづ。

併しこの点に関してはわれわれはむしろトリファンに聞くべきである。

トリファンはこの問題の側面を概観的に次の如くに要約しているからであ
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る。彼によれば， w産業』が古典的競争理論で課せられていた目的は三つ

ある。即ちそれは i(一).一般的な競争性の問題をより扱い易い次元の研究

に狭めるために，仁).無限に多様な競争的相関関係を標準的な可なり単純

なパターンに還元するために，そして(三).利潤理論に対する第一次的な概

略の接近を供するために」役立つべきものとされていた。そしてこの責務

を担うには「産業」の概念は余りにも脆いものであった。これは正しくチ

エムパレンの意響を伝えるものということができるであろう O

要するに抽棄せられるものは，彼らによれば，経済理論における有意味

なる観念としての「産業」であっ t::.o 但しこの彼等に共通すると思われる

「産業」に対する態度も，その終局に於ては著しい差を示した。即ちチェ

ムパレンは猶，幾多の点で産業に共通する性質をもった群の概念を残存せ

しめたのに対し， トリファンはこのチェムパレンの群概念をも又廃棄する

からである。チェムパレンが何故に群なる概念を保持するのかの理由は必

ずしも明確ではない。併し既述の様に群なる概念が何よりも「不完全に競

争的な市場を構成するものと観念的に通常考えられてきたもの」に発する

ことを考えれば，更に又ある箇所で「この議論(産業参入についての前掲

のもの)により『産業』なる観念を完全に抽榔する積りはなし、。幾多の関

聯において，経済体系の一部分を限定づけて之を他のものから多少とも孤
註22

立化さして研究することは明らかに有用である」というのに鑑れば，当時

のチェムバレンの思考の底には J.S.ミル以来存在していた「実践的思想」

としての「産業」への考慮が依然潜在していたと考えることができる様に

思われる。事実古典学派以来「産業」なるものは理論的分析の武器である

とともに一つの実践的な思想でもあったので、ある。

ところがトリファンは又この両側面を通じてともどもに攻撃の矢を放

っO 彼は古典的産業概念を以て前掲の三つの課題を担った理論的武器であ

るとともに一つの経済的存在であるものとみ，チェムパレンの群は之を「も

早確定的な経済的存在ではなく，ーに研究者によって識別されねばならな
it23 

いもの」とし，この点われわれの解釈と異り一両者(伝統的「産業」とチ

-102-



第2部 独占的競争理論の基本的諸仮定の批判とその再構成

ェムパレン的群と)の聞に「決定的」な差異を強調しつつも，両者ともに

理論的に採り得ずとする。 L、かなる理由に拠ってであるか。彼の論ずる要

旨はこうである。両者はともに経験的事実を本質的なるものに狭めて研究

の実際的境界を劃する点では有用でありえても，独占的競争下では同質的

商品なるものはあり得ず，われわれは「非同質的な生産物聞の一般的競争

関係なる流れ」の中に投げこまれる。この中で代替性のクライテリオンを

恋意的に用いて産業又は群を劃することは無意味である。かかる事態にお

いては特殊均衡論はも早無力である。「単純性においても確実性において

も何らの益なくして一般性を犠牲にするよりは，ワルラス理論の提出した

のと同様な一般的経済的相互依存の問題に直ちに直面する方がましであ

る」。かく一般均衡論の方法にたつ場合には群又は産業は全経済の総体と

その広麦を同じくすべく， I集団化の価値は唯具体的，経験的なものであ

るのみ。一般的，抽象的な仕方で『産業』又は『群』を云為することは決
匡主27

して有用でなし、」。この様にしてトリファンにとっては，必要不可欠のター

ムは唯単に二つのみ，一つは個別企業であり，二は競争者の凡ての総体で

あると結論されている。

チェムパレンにおいて猶残存していたかに見えた実際的思考の痕跡をト

リファンは純粋に論理的観点からその理論の外に追い出し，個別企業と社

会全体との中間には何らの確たる地盤をも有しない一般均衡論的価値論に

徹しようとするのである。それは誠に鋭い論理の刃であった。それは本来

伝統的な「産業」概念がもっていた二つの角の一つを矯めることによって

牛そのものをも殺すものであった。この鋭い論理の魅力は遂にチェムパレ

ンをも捉えた加くであり，チェムパレンも又後に群の概念の使用をやめる
註28

に到った。即ち1951年の論文「独占的競争再考」においては，個々の売手

から論をおこし空間的例示を用いて企業聞の相関をモデ、ル的に解明する

「理論の再構成」がとられる。それは「若し私が今臼一一1951年に再び理

論をやりかえると仮定したならば，それをどう展開し開陳するであろうか

を示すものと考えて貰ってよい」とする「再構成」てあるカマ右の如き解
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明が採られる限り，群の概念が理論化の中で姿を消すことは明らかである。

併しその意味は彼によれば次の意味をも有してであることが注意されなけ

ればならないであろう。彼は「それとともに数の大と L、う概念も消滅する，

けだしこの場合における個々の売手も又，仮令それが純粋競争なる特殊の

ケースにおけるものであってさえも，孤立的なるものとして精確に之を記
註30

述することができるから」と L、ぅ O そしてその意味は実に「純粋競争下の

単一の売手は，極めて多数の中の一員であり，彼がその事業内でする任意

の調整が他の任意の売手に及ぼす影響はいかなるものも無視可能なもので

あり，彼は単に『現行』の価格で自己に最良の産出高を決めさえすればよ
註3!

L 、から」ということにあるのである。純粋独占者は定義により「孤立的」

である。純粋競争下の個別企業又右の如くに純粋独占者と「同一意味にお

いて孤立的」であるとするならば，この限りにおいて両者の区別は消失す

るのである。

併し乍ら果して数の問題はこの様にして全く不要なるものとされ得たと

みるべきものであろうか。右の如くにして数の問題が処理せられるとき，

チェムパレンのいう様に，事実純粋独占者と純粋競争者の区別がその「孤

立的」なる点に関する限りにおいて消滅する。チェムパレンはこの二者の

区別を何処にもとめようとするのであるか。一般には諸ケースを需要の交
註33

斜弾力性を用いてなそうとする如くであるが，交斜弾力性は孤立性の度合

を測るものである以上これは共に零でなければならない。異りうるものは

通例の意味での需要弾力性のみであろうが 純粋競争者の需要弾力性は何

故に無限大であるのであるか。之を若しロビンソンの如くに定義として採

るのであれば，チェムパレンのロビンソンに対する激しい攻撃の一部は彼
註34

自身に返ってくるであろう。之を若しカルドアの如くに数の大なることを

以て説明するのであれば，チェムパレンが無しで済まし得るとする数の問

題は裏口から私かに取り入れられていることになるであろ手了何れにして

も数の問題が彼にあって，首尾一貫して処理せられ放棄せられたとは見得

ないのである。彼は嘗てロビンソンの独占定義が単に個別生産者に等しい
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ものとなるであろうとして，その場合には「個別的売手は完全競争の許に

おし、てすら『独占者』である!J (イタリック原文)と批判したことがあ
主主36

ったが，この言葉が彼自身に向けられなければ幸いである。

兎も角もチェムパレンは斯くの如くにして嘗て駆使した群の概念を今や

捨て去るのである。ましてや「産業」概念は「商品」概念ともども彼の理

論から追放せられる運命にある。何よりもそれは最高度の恋意性をその境

界に関して有する。併し彼が最も問題とするのは財の異質性の問題をそれ

が完全に無視するに到る点である。即ち彼は「それはその分野内部におけ
註37

る生産物異質性から生じる独占をすべて無視する」ものであるとし，更に

語気強く次の如くに言う o f併し乍ら主要点は次のことである，仮令(境

界)線が恋意的に引かれ得たものとしても，それら (f産業」及び「商品J)

は厚生及び公共政策の観点から擁護さるべき異質性に関してはその大きさ

についても特性についても，それが斯る産業内部のものにせよそれを超え

る所のものにせよ，文字通り何らの関係をも有しないであろうという点が
註38

それである」と。

この様にチェムパレンにあっては財貨異質性が厚生論的論拠を掲げて

「産業」概念描榔の原因として強調され， トリファンにあっては寧ろ「競
註39

争的行動を.Well-defined Courseに流れさす堤を破壊する」という点

結局は財異質性に帰するにしても一ーが強調される違いはあるが，それに

も拘わらず，彼らはともに「産業」をすて「個別企業」からのみ理論を構

成せんとする点は正に同一である。併し乍ら果して古典的マーシャル的「産

業」の概念はこれ程までに無用なるものであろうか。即ちそれは理論の中

に何の地歩をも拒否されねばならぬものであるか。われわれは更めてマー

シャル的「産業」について梢綿密に検討する必要がある。唯併し，不幸に

して，マーシヤル自身彼の「産業」概念の役割乃至有用性を特に論じた箇

所がない。われわれは彼の全経済学の概観から之を読み取る他はなし、。こ

の意味で、以下は単にーのマーシヤル解釈に過ぎないものである。節を分っ

て之を論じよう O
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第二節 マーシャル的産業概念のー解釈

マーシャルの産業の概念がその商品の概念ともども極めて弾力的で流動

的なるものであることについては既に屡々触れた。そしてこの点がチェム

パレン及びトリファン等の攻撃の的となったのであるが，この概念の弾力

性自体は決してそれの欠陥ではなくして寧ろその利点といっても差支えな

いであろう O 一つの結論を導く中途に於て概念の定義が改変されることは
註 l

理論の論理的一貫性を破り，マーシャルのいう理論の“homogeneity"を

破壊するものであるが，かかることが「産業」概念の弾力性について許さ

れているのではないことは言うを侠たない所であるO 概念の弾力性はその

概念がより高次のものであることを示すのみである。チェムパレン， トリ

ファン等もかかる意味内容で、マーシャル的概念を排撃したのではないであ

ろう。彼等としてはむしろその概念が含むと彼らの考える恋意性を一つの

攻撃目標としたのて、あった。併しそのいう恋意性とは何であるか。マーシ

ヤル概念は果していう意味で恐意的とみられるであろうか。

マーシャルはその「原理」第一篇第四章において経済学の研究はそれの

実践的目的に従ってではなく研究対象の本性に従って整備さるべきことを

論じて， r科学的目的のための最善の部類わけは，それ故に，本性上互に
註 2

類似のすべての事実及び推論を集積するものである」といっている。 r産

業」も又この基本態度からみられなければならない。併し事柄の「本性J

の確認は決して容易ではない。それは正に「自然J であり，その本質は人

間の限られた能力の外に静かにかくされているであろう O それはその中の

個を超えて存続し続けるのみでなく，個を超えて之を規正し形成してゆく

ー側面を有する。「自然、」も又歴史の中で変遷してゆくであろうけれども，

Natura non facit saltum-一自然、は飛躍しなL一一のである。かかる「自

然」の本性的構造に即して経済学は構造づけられなければならぬとする

マーシャルの根本態度の中に，人あるいは「自然法」的世界観をみるかも
註3

知れないけれども，当面の論点に関する限り，これは経済学の客観性に対
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するマーシャルの心構えを表明するものと解し得るであろう O そして客観

性への要求はすべての社会科学者の有すると思われるところのものであ

り，かつわれわれも又序章に於て要請したところのものである。

この端侃すべからざる「本性」の追求に際してマーシャルは直覚，想像

力とともに常識の役割を極めて高く評価する。彼は「経済科学は組織的な
註 4

分析と一般的推論に援けられた常識の運行に他ならなL、」とすらも言う。

それは恐らく「自然」との対決の中で人間の叡智がその長い歴史を通じて

身につけた最も基本的なるものとしての常識に大きい信頼をおこうとする

ものである。それは当面長い歴史を生き抜いてきた常識であり，直覚と想

像力に即しえかっ之に堪えうる常識でなければならなL、。マーシヤルが「産
註 5

業」を定義するに当り「常識的J立場をとったとしても，そこには却って

この常識への積極的な信頼があったことを知るべきである。勿論マーシャ

ルにあって常識が凡てであった訳はない。彼は常識が時に視野が狭く又浅

いものであることに警告を発している。 I~眼に見えないもの』の方が『眼
註 6

に見えるもの』より大なる研究価値を有することが屡々ある」のである。

にも拘わらず. I科学だけがすべての仕事を果しうるのであり，実際的な

直覚，訓練を経た常識が果すべき仕事が何もないと考えること」はーの極
註 7

端な想像であり馬鹿げたことであることを断言している。

マーシャルの「産業」は，恐らくその一方の根を，この常識の中に生や

しているものである。仮令それが事実精密に理論的(論理的)には捕捉し

難いものであるにしても，この一方の根はそこに厳存するのである。それ

はトリファンがし、みじくも言った様に正に「一つの経済的存在者」であ
註8

るO 併し乍らそれは一体いかなる「経済的存在者」なのであろうか。

思うに常識の教えるところは一ーかかる議論がマーシャルにあるのでは

ない一一次の如きのものであろう。社会経済はその構成員たる各経済主体

の経済から形成せられるにしても，それは無構造の構造をもつものではな

い。そこには一応各個々の主体が直接には変更することのできない一つの

構造があり，各主体は自ら求めるにせよ自らは求めざるにせよ，この構造
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の中に位置を占めうるに過ぎない。そしてその構造は，われわれが既にの

ベた経済的観点，即ち稀少資源の社会的配分の観点に即して言えば，資源

配分の構造でなければならないが之は欲望の社会的分化に応じて自らにそ

の構造をもつものである。ここに欲望の社会的分化というのは，独占的競

争論で特に取りとげられた需要者の曙好乃至選好に基因する財の異質性の

それではない。そうしたものに先んじて，それとは別個に，欲望は社会的

に分化した構造をもっているであろう O 衣・食・住というのはその最も単

純な，それ丈けに最も基本的なる区分である。われわれは之に応じて資源

の流れの大区分として衣料品産業，食料品産業，住宅産業を云為すること

ができる。それは決して「用いられる原料又はその他の投入物乃至技術的
註 9

方法の類同性」によった区分で、はない。それは実に欲望が社会的に果す機

能に即して欲望体系を構造化することの内にその基礎をおくものである。

この社会的欲望体系を更に細分化することにより，対応的産業概念はそれ

に応じて更に細分化せられるであろう O 例えば食料品需要を分って主食品

と副食品に対するものとにし更に主食品のそれを米穀需要とパン需要に

分つ等の如きが之である。それに対応的にわれわれはその産業を考えてい

るのである。

常識が漠然、と教えるところの本体は右の如きものであると思われる。勿

論すべての常識的産業概念がこのカテゴリーに属すると主張する積りはな
註10

L 、。然、らざるものが数多く存在する。併しながら経済学がその課題に省み

て常識より教えらるべきところありとすれば，それは右の如きものでなけ

ればならない。われわれは，常識に教えらるべきことを強く主張するマー

シャルの「産業」は，彼自身にはこの省察がなく従ってその語の用法に混

乱があったにしても，その本来の意図においては右の如きものであったと

解釈することができると思う。われわれは後の引用に備えてこのカテゴ

リーの需要を社会的需要と呼び，この種の産業を社会的市場と呼ぶであろ
註11

う。

この社会的市場としての「産業」はチェムパレンやトリファンのいう如
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く最大限の恋、意性を有するものではなく，却って需要の社会的構造分化の

中に確固たる基盤を有するものである。われわれは先にマーシャル自身の

商品分類について， I原理J100頁の脚註を引用したことがあるが，彼がそ

こで例にとったものは， I牛肉と羊肉」であり「紅茶とコーヒー」であっ

た。それは夫々に「食肉需要」の例示であり「曙好飲料需要」の例示とみ

うるものである。併しこのマーシャルの引例は更にわれわれに別の事実を

教示するであろう。彼はこのわれわれのいう社会的カテゴリーとしての「噌

好飲料需要」が，紅茶とコーヒーの区分をこえて小種茶，白后茶へと需要

分化しえ，従ってそれに対応的な商品区分が進みうることを示した。これ

は一つにはわれわれのいう社会的市場が多数の個別市場から合成されるも

のであること，その意味では多数の異質財の市場を含むものであることを

示すであろう。併し更に第二には，この異質財への市場の分割は必ずしも

需要の社会的構造分化に沿うてなされるものではないことを示すのであ

る。事実，小種茶，白后茶の区別は産地別の区別であり，それは財の何ら

かの具体的特性をメルクマールとして商品を，従って市場を区別しようと

するものである。そこにはあり得べき凡ゆる特徴的メルクマールの列挙が

一一需要者の個人的選好をも含めて 可能であろう。チェムパレン及び

トリファンはこの事態を論理的におしつめることにより，遂に産業を全く

解体し尽して有意味なるものは個別企業のみとしたのである。彼らの論理

的行過ぎの点は別として，そこにはわれわれの社会的市場とは別種の，之

を構成する要素としての個別市場があることを知るのである。われわれは

之を個別需要及び個別市場と呼ぼう。これは稀少手段の社会的配分を考え

ようとする場合の最小規模の市場の概念を構成するものである。

さきにわれわれは社会的市場が需要の社会的構造に即して細分化され得

べきことを述べた。従って社会市場はこの構造的分化においても概念的に

は最小規模の市場を構成要素として有するものと考えうる。ここに諸商品

の何らかの具体的特性を以て規定せられる個別需要とは異る個別需要があ

る。そこでわれわれは前者を後者と区別して，社会的個別需要(市場)又
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は構成要因需要(市場)と名称けることとする。個々の企業は夫々特性的

商品一ーその物理的性質，技術的性質，場所的性質，その他微細なる差別

化まで含めて一一ーを生産し提供するに当って，企業は同時にこの二つの市

場に否応なく組入れられるのである。けだしーは即ち企業の果す社会的需

要充足なる社会的機能の区分であり，他は即ち充足手段そのものの具体的

区分であるからである。

社会的需要に根拠をおく産業概念は，仮令それがより上位の包括的なる

ものであれより下位の要因的なるものであれ，必然的に具体的には多種多

様なる諸商品を含まざるを得ない。しかもそれらの諸商品は定義的に当該

社会的需要の充足に関し互に相競合せざるを得ないものである。この意味

においてこの産業は，具体的個別商品供給者にとっては激しい競争の世界，

チェムパレンのいう独占的競争の世界たらざるを得ぬ。それにも拘わらず，

それらは相集って事実ーの社会的需要を充足するが故に，それらを一括し

てーの商品と呼ぶことができ，又そうすべきものであることに異存はない

筈である。この意味において，いわば差別を認識した上て、それらの果す共

同の社会機能に照らして同一なる意味において，その産業の商品は同種的

であるというべきである。之に対して単なる個別需要(概念の内包の広狭

により階層化が可能なこと勿論である)に対応する産業にあっては，一企

業の生産物が全く独自であって一企業がこの意味でのー産業を形成するこ

とが可能である。併しそのとき同時にその企業は，通常，社会的産業内に

あっては他企業と異質的競争の関係にたっているであろう O とは言え個別

市場が常に必ず一企業即産業の形で、存在するものと，チェムパレン， トリ

ファンの如く言い切ることはできない。個別市場は定義によって一つの具

体的な特性的商品により規定せられる。ーと度この特性を指定した限りに

おいてそれは多数の企業によって提供されうること勿論である。ここに注

意すべきことは，この場合その商品がし、かに多数の企業により提供されて

いようとも，その商品は定義によって正に同一なる事実である。その商品

は定義によって厳密に同質的であり，そこでは何ら商品差別化も問題とは
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ならないのである。併し企業はそれが不可避的に組入れられた社会市場の

中で，必然他企業と独占的競争関係に入るので，この競争を通じて個別市

場を出入りし又個別市場自身を改変すると考えられる。

これら互に全く異種類の市場としての産業が何らの注意をひくこともな

くしてマーシヤルにおいても説かれたしそれが又そのままにチェムパレ

ン及びトリファン等の独占的競争論者の批判の対象とされたことが不必要

な混乱を招いたということができる。マーシャル，ロビンソンにあっては

一つの産業概念があった。併しそれがわれわれの区別した何れのものであ

るかが暖昧にかくされた。チェムパレン， トリファンにあっては産業概念

が否定せられた。併しそれがわれわれの区別した何れのものであるかが説

かれていなし、。われわれは更に後述する様にマーシャルの産業概念はわれ

われの社会的市場としてのそれと考えるのであるが，チェムパレン的な独

占的競争理論においてはこの何れの市場概念も，奇妙なことではあるが，

事実上存在していないとみることができる。第一の社会的市場の否定は明

白である。残るのは個別産業の生産する特定商品に関する個別市場のみで

ある。しかしその商品たるや「企業者自身が差別化する財単位が異る商品」

とせられる態の商品であよ2 その差別化が仮令買手の個人的選好に終局的

根拠を見出し得るとしても尚，その需要が著しく主観的なものである他な

いことは記述の通りである。そして一一ク、、ループ概念，殊に「大群」の概

念があった場合にはチェムパレンの対称仮定と相侠って一つの市場曲線

DD' があったけれども，今やそれもないのである一一この主観的曲線を

もった各企業者が直接他企業者と独占的競争をするのである。そこには何

らかの「独占的競争の場」が与えられるとは言え，財空間(カルドアの「商

品スケールJ) の構造が解明されていない限り，この競争の場も又いわば

無規定である。この意味においてそこにはわれわれがさきに導いた個別需

要，個別市場の概念はない。

かかる解釈に従うならば現代の独占的競争の価値論は伝統的な市場の

概念を何一つ使用せずして価値の問題に迫ろうとするものとも言いうるで
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あろう。併し乍ら経済学が稀少な社会資源の配分の有効性と最適性の解明

をその課題とする限り，その最終の基準は社会構造の一環としての需要構

造にそれを求めるのでなければならない。ケインズの言う様に「消費は経

済の最終の大海である」。それは決して個々人の微細なる曙好の偏向によ

って判定せられるもではあり得ない。チェムパレンが「一産業内部にせよ

それを超えてにせよ，厚生及び公共政策の点から擁護し得ベき異質性の程
謹"

度と性格」を云為するときの厚生に適う異質性は，単なる個人の好みでは

ない筈のものである。 l、かなる異質性が厚生に適い，いかなる異質性が厚

生に適わぬものであるか。彼においては一切が不明である。現存する曙好，

形成せられる噌好がすべて承認せられるが如くであり，彼は遂には「どこ

に庖舗があるかを知らず，更にどこに自らが位置しているかをさえも知ら
註I5

ぬ」無規定の世界を前提として議論を出発せしめようとする。そこではわ

れわれのし、う社会市場の構造が完全に無視されている。併し他方彼は「全

経済体系を通じての資源分配というより大きい問題」が群の問題を吸収す
註I6

ることをも言っている。これはわれわれが経済学に課さうとした当の課題

であり，この判断のためには，社会需要の構造とともにそれに対応的な社

会市場の構造が存しなければならぬ。チェムパレン的独占競争の価値論は

暗黙裡にどの裏木戸からか，この構造を導入することとならざるを得ない

のであり，彼らは之を解明せずして前提とするというべきであろう。われ

われは依然、としてマーシャルの遺産 その中でわれわれの見出したもの

ーーを継承せねばならない。

併し一体マーシヤルの産業概念はその内容において事実どの程度にわれ

われのいう社会市場的性格を含んでいるであろうか。われわれは若干更に

この点をマーシヤルに即して吟味し，われわれの主張を基礎づける必要が

あると思われる。

マーシヤルは既述の様に，産業分類の基礎となる商品の分類について極

めて弾力的な，かつ便宜的な立場をとったけれども，その理論分析の武器

としては「競争的産業Jcompetitive industryと独占 monopolyに産業を
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二分する。ここにマーシャルの言う「競争的」なる概念は経済学上田く用

いならされてきた「競争」の概念と極めて異ったものであることが何より

も注目されなければならなL、。旧い古典学派の人々にとっての「自由競争J

は「一定の市場状況の結果というよりは一つの制度的仮定Jであり，一つ

の明白，確固たる事実であったといわれる。それは単純に独占の欠除を内

容とするものであった。これが初めて，単なる制度的与件でなくある一定

の条件の結果なることを明確にして，一つの理論仮説としての性格をもっ

としたものは，クールノー (AntoineAugustin Coumot)であったといわ
註18

れる。クールノーは数量調節者としての売手の数を増大してゆく時の極限

において I無制限競争Jillimited competition を概念した。シュムペー
註19 註20

ターによれば，之にゼ、ヴオンス (WilliamStanley Jevons)がし、わゆる「無
註21

差別法則JLawof Indifferenceを附加しワルラス (LeonWalras)がクー

ルノーとゼヴオンスを統合することによって「自由競争JLibre Concur-

renceの概念を確立したのである。併しこれは若干の理論的困難が含まれ

ていた。殊にいわゆる完全知識，完全予想の問題がそれであったが，尚之

を条件とすることによって通例の「自由競争」仮定の内容が定められたの

である。それは結局例えばハイエク (FriedrichAugust von Hayek)によ
註23

れば次の内容をもつものでる。

1(1 ) 同質的な財が多数の，相対的に小さい売手又は買手により提供又は

需要され， しかもかれらの誰も自己の行動により価格に感知し得る程

の影響を及ぼすものとは予期しないこと。

(2) 市場への自由なる参入，又価格及び資源の運動に何ら他の制限なき

こと O

(3) 市場参加者すべての側における関係要因についての完全知識。」

経済学でいうところの「自由競争」の内容が事実斯くの如きものである

限り，ハイエクも言う様に I~完全競争』なるものは全然競争的活動では
註24

ない」ということとならざるを得ない。けだしそこには広告活動も，値引

きも差別化も何ら許されぬであろうからである。之に関してシュムベー
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ターがわれわれに自問自答を要求する次のことば‘を更に引用しうるであろ

'" ?o 

「われわれが意味するところは，隣人よりもうまく仕事をし或は砂くと

もより成功裡に事柄を処理せねばならぬ必然、性によって企業に課せられる

動機-決意-行動の体系であるというのが事実ではないだろうか。われわ

れが『競争的事業』の技術的・取引的能率を尋ね当てて行き着くのはこの

事態ではないか。この行動様式は純粋独占の場合にも純粋競争の場合にも
註25

完全にないものとするのが事実ではないか」。

われわれが通常に理解しようとする競争は正にシュムベーターのいう如

きものではなければならず これは明らかに理論経済学の基本仮定として

とられてきた「競争」とは全く逆のものである。併し乍らマーシャルに関

しては右の如き非難は的外れのものとなるであろう。マーシャルはその「自

由競争」の内容を次の如くに定義しているからである。

「われわれは次の如く仮定する。(需給)何れの側の取引者聞にも何ら

密接な結合関係がなく，各取引者は自己自身のために行動する。そして極

めて自由な競争が存在する。即ち買手は一般に自由に買手と競争し売手は

自由に売子と競争する。併し各人は自己自身のために行動するのではある

が，他の人々がしていることについては，他の人々よりも低い価格を得た

り又他の人々より高い価格を支払ったりはさせない丈けの充分な知識をも
註27

つものと想定する」。

これはマーシヤルが「原理」の冒頭において二つの競争概念，建設的な

るものと破壊的なるもの，を論じた後， r現代の産業活動の特殊な性格を

記述するのには『競争』なる言葉は適当でなL、」として，新たに「経済的

自由JEconomic Freedom なる概念を用いて之を記述しようとしたこと
註28

とも照応するものである。そしてそれは「善悪なる道徳的性質を含まず，

近代的事業及び産業がより大なる独立実行的監修をもち，より大なる予見

を有し，より慎重かつ自由な選択を有すると L、う争ふべからざる事実を示

す」ものなのである。勿論「自由競争」は正常価値分析のための仮定て、あ
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り， I経済的自由」は近代資本主義記述のための用語であるけれども，一

者において相共通するものは，競争なるものがシュムベーターがわれわれ

に自問自答を求めた内容を含むものとして考えられているということであ

る。マーシヤルにあって「自由競争Jは決して近代経済学がし、うところの

「自由競争」と同一物ではなL、。否寧ろ，それは全く相反するものであり，

そのいう「自由競争」世界は隣人に比し経済的に遅れをとらぬ為め事実競

争しつつある売買当事者によって住まわれているである。マーシャルのい

う「自由競争Jの要諦はーに「他の人々よりも低い価格を得たり，他の人
註30

々よりも高い価格を支払ったり」しない点にあると見ることができる。し

かも更に注意すべきことには，彼の「自由競争J仮定は必ずしもゼヴオン

スの「無差別法則」すらも含意しないことである。マーシャルは正常価値

を分析するに当っては「暫定的」に最終生産物，生産要素，労働雇用，資

本借入れの需給双方に自由競争仮定を置き， I当分の間……ある同一時点

においては市場で一価格のみがあるものと想定するJと言う。これは勿論

最終的には外されるべき想定であることを意味するものであり，彼の「自

由競争」仮定が必然的には一物一価を意味しないことを明瞭にするもので
註32

ある。

こうした「自由競争」仮定の支配する「産業」がマーシャルの「競争的

産業」である。後期マーシャリアンと言われる人達が競争的産業の特質を，

すべての買手の選好の欠除と実際の生産物の同質性を強調するのに対し，

本来のマーシャルに於てはこの何れも主張せられてはいない。そこでは個

別企業の活動の余地が十分に認められて居り，個別企業の問題に十分の留

意がなされているからである。言う迄もなく斯る活動の余地は需要の面に

関する限り買手の側の選好の差異を狙うものであり，その限りにおいて実

際の生産物は正に異質的て、なければならないからである。それのみでなく，

われわれの既に言及した如くマーシャルの産業は，ーの生物学的・有機体

的概念である。長期論においては，その有機体を構成する細胞的単位(個

別企業)は生命の循環を繰り返しつつあるのである。それ故に，産業均衡
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が産業産出量を以て言われる限りにおいて， r長期均衡点においですらも，

一定の産業内の凡ての企業がそのコストを回収しつつあり，従ってその生

存を保証されていることをマーシヤルは必要としない」と言うアンドリ
註33

ユースの見解もあり得るのである。

要するにマーシヤル的「競争産業」は近代経済学のいわゆる「完全競争

市場」ではなくして，寧ろ「独占的競争市場」としての性格を多分に有す

るものである。この点漸ゃく一般の注意をひきつつある如くであり，例え

ばシュムベーターは，マーシャルは， r後に発展して独占的競争理論(チ

ェムパレン)乃至不完全競争理論(ロビンソン)になった一連の問題に気

付いていた。この理論の守護神は事実マーシャルであったと言いうるであ

ろう Jと言い，ギルボーも又， r不完全競争の基礎理論は本文及び脚註に

おし、て更に又数学附録においても明白に述べられである」と言う。この類

向性は否定されることができないであろう。

この類向性にも拘わらず 独占的競争理論とマーシャル理論の間には一

つの重大なる相異があった。それがこの類向性を有するとせらる当の「産

業」概念それ自体の有用性を回る問題であったのは皮肉である。併し乍ら

明らかに，チェムパレン及びトリファンの言う様に，独占的競争要素を含

む市場において，事実同質な商品を考えることはできないであろう O 併し

ながら他方においてマーシヤルが産業の均衡を論じる場合，そこには当然

何らかの r-J商品が考えられていなければならないことも又明白である。

具体的には異質の財を含みつつも何らかの意味で r-J商品たるの性質を

有するものは，われわれの考えるところによれば，われわれの言う「社会

的需要」を充足すると L、う機能を果す財群しかないのである。マーシャル

の「産業」が「社会的市場」としての概念であるとし、う所以である。

このことを更に傍証するものとして，若し必要ならば，次の如きマーシ

ヤルの言葉を引用し得るかも知れない。「経済学者は個人の行動を研究す

るけれども，それらを個人的生活よりは社会的生活との関係において研究

する。それ故気質及び性格の個人的特質には殆ど関与しない。彼等はある

116ー



第 2部 独占的競争理論の基本的諸仮定の批判とその再構成

階級全体，時には一国民全体，時としてはある地域に住む人々のみの行動

を細心に観察する。併し一層多くの場合にはある時所におけるある特定の

取引に従事する人々の行動を観察するJo I人間の営為と活動との関係に

おし、て考えられる各種の欲求」を考察するに際しては「欲求が低級な生物

では生活の統治者であるけれども，人類史の鍵を探究するに当っては営為
註31

と活動の形式の変化にこそ注目しなければならなL、J。けだし大まかに言

って， I人間の発達の初期段階に於てはその活動を生ぜしめるものはその

欲求であるにしても，併し後になっては各新しい向上のステップは，新し

L 、欲求が新しい活動を生ぜしめると L、う発展であるよりは寧ろ，新しい活

動が新しい欲求を生ぜ、しめると L、う発展であるとして，これを考えるべき
註38

である」。われわれはこの人間欲求の社会的形式を，経済的計慮、のもとで，

社会需要の構造として把握するのである。

仮令この様にしてマーシャル的「産業」が「社会的市場」として概念せ

られるとしても，それはいかにして需要-供給分析の用具にかかり得るで

あろうか。これが証明されぬ限りは，この概念も又分析上の概念としては

無用となろう。マーシヤルの産業分析が一時激しい攻撃に遭い，遂に廃棄

せられるに到った理由も又これとの関係において追求されねばならぬ。こ

の市場について一つの需要曲線が，多数の具体的な異質財を有しながら，

構成されうべきことは比較的に見易い。既述のマーシヤルの Ceteris

paribus仮定に従ってそれは構成せられ 通例の各個人についての「限界

効用逓減法則」と価格低落に伴う低所得者の市場出動とによって，それは

負の傾きをもった曲線として描かれるであろう O 尤もこれについて全然問

題がない訳ではなL、。われわれのいう社会的需要が事実密接な代替関係に

たつ異質の生産物からなるものとするならば その聞に大小ともの顧客の

移動が可能である。そしてこの事実に強制せられて企業者の行動が「し、か

なる他の企業よりも高い価格をつけ得なL、」という原則に支配されるとす

るならば，一般水準以上への価格引上げについては価格引上者はその市場

の大部分を失うであろう。之に反して価格を引下げる場合においてはすべ
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ての企業が之に追随し殆んど何らの利益をも収め得ぬであろう。従ってそ

の需要曲線は連続的な滑らかな右下り曲線とはなり得ず，必ずや一種の「段

階函数Jstep functionの形，いわゆる「よじれた需要曲線JKinked de-

mand curveとなるであろう。斯る批判が可能であるからである。

斯る批判に対してはわれわれは次の如くに答えなければならない。社会

的需要，即ち産業需要は個別需要より合成せられる。この個別需要は既述

の様に定義によって同質的である。これが論理究極的に個別企業の生産物

に等値されることも可能であるが，この場合この生産物に対する需要は，

企業の側からみたる主観的需要であり，その曲線はトリファンのいう販売

曲線である。この曲線は他の競争企業の存在によって制約をうけざるを得

ず，そのためそこには一つの「よじれ」が存することとなるであろう O 併

し明らかにかかる競争に晒されるのは個別需要であって，社会的需要自身

ではなL、。社会的需要自身は充分多数の異質的商品の存在，われわれのい

う商品スペクトラムの連続性を仮定することにより一一勿論その奥にそれ

に見合う充分多数の経済者の存在が必要である一一滑らかに連続的な曲線

を以て之を表示することができるであろう。換言するならば仮令個別需要

に「よじれ」が存在するとしても，社会的需要を連続的なるものたらしめ

ることは常に可能である。それは単純にグラフの測定単位のスケールの問

題に帰するからである。この点についてマーシャルは次の如くに言う。

「例えば紅茶に対するそこ(大市場)での総需要はそこでのすべての個

人の需要の総計である。……今そこには百万人の紅茶の買手がL、るものと

しかつ彼らの平均の消費が各夫々の価格で個人のそれに等しいと仮定し

よれそうすればその市場の需要は，紅茶一ポンドの代りに紅茶百万ポン

ドとかけば，これまで(個人について云為したと)同ーの価格表で之を示
言..

しうる」。

一種の代表的消費者の仮定と見うるのであるが，連続性はかくの如くに

して保証せられる。要するにこの批判は未だ尚個別需要曲線一一正しくは

之とも区別される販売曲線一ーと社会的需要曲線の混同の上に立つもので
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あり，前者には妥当し得るとしても後者には妥当しないと言うべきである。

併し真の問題は供給側にある。この問題は然、く単純ではない。われわれ

は右に代表的消費者を思わす言を引用したが，供給論においてマーシャル

は明示的に「代表企業Jrepresentative firm なる概念を規定し之を用い

て供給論を展開する。供給論のいずこにマーシャルは一一それは又われわ

れの問題でもあるのだが一一困難を見出したのであるか，そして何故に彼

は「代表企業」なる特殊の概念を工夫しなければならなかったのであるか。

われわれは先すe端的なマーシャルの之に対する答えを聞こう。彼はいう，

「個別生産者と彼の特殊市場との関係は重要なる点で，生産者全体と一般

市場との関係とは相異している。従って丁度個人の歴史が人類史となされ

得ぬのと同様に，個別企業の歴史は産業の歴史にはされ得ない。しかも人

間の歴史は個人の歴史の帰結であるし一般市場に対する総生産は個々の

企業をしてその生産を拡大せしめ又縮少せしめる動機の帰結である。正に

ここに代表企業なるわれわれの考案がわれわれを救けに来て呉れるのであ
ilI41 

る」と。之によればそれは要するに社会的市場を支配する需給メカニズム

と個別市場を規制するメカニズムが，相関連すべきであるにも拘わらず，

二者「重大なる点で」相異するところに発する。われわれは更に進んでこ

の重大なる点が何であるかを尋ねなければならぬ。

それは当然一つには，われわれが既に幾度びか言及した事実，産業は森

であり企業は木であるの警えに示された事実で、ある。長期の問題として見

る場合， r個別企業の盛衰は頻繁であるのに，大きい産業は一つの長いー

振動を経過しつつある，或は着実に上昇しつつあることさえもある」ので

あり，二つを規制する原因が全く異ることである。販売の困難性が個別企

業の場合存することが一層この相異を顕著にする。

併し之よりも更に重大なる点は収穫法則に関する。短期的に個別企業の

供給曲線を考える場合には，短期なるものが専門化した生産手段の事実上

固定的なストックからの産出高のフローを論じるものであるから，産出量

増大に伴って早晩&i、ずや伺らかの制約要因 limitationalfactorsが表われ
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る。それ故にこの場合には砂くとも問題とすべき範囲に於いては費用逓増，

収穫逓減の法則に信頼して右上り供給曲線を援用することができるのであ

る。このことは右下り需要曲線と相侠って，唯単に個別企業の大きさを確

定せしめるのみでなく，個別企業均衡の安定性を保証するのである。そし

てこの事情は，仮令長期的には事態が収穫逓増法則に従うとしても専ら「作
丘44

用時間Joperational timeの意味での短期で之を考える限りに於ては，変

るところはないであろう。

けだし「事実若しある製造部門で必要とされる大きいプラントが完全利

用の状態にありしかも急速には増し得られないならば，その生産物に提供

される価格の増もある可成りの聞は産出高増に見るべき影響は持たぬで、あ

ろう」から，そこには急激に作用する収穫逓増は見られないて、あろうから

である。

併し「長期に関するより基本的な諸問題」については事情が一変する。

「現行の価格においですらその価格での無制約的需要に対応する究極の産

出高は理論的に無限大のものであろう。それ故に収穫逓増法則に従う商品，

あるいは収穫不変法則に伴う商品ですらの供給弾力性は長期に対しては理
註46

論上無限大である」としなければならぬからである。この厄介な収穫逓増

法則が持ち込まれる形は，産業の場合とその内部の個別企業とでは，異る

にしても，右の事情が事実である限り， i生産の限界Jmargin of produc-
註47

tion なる観念が無意味となるであろう。総じてマーシヤル的分析は限界

企業の概念を用いて進められるのであるが この「限界」が意味を持たぬ

とすれば彼の分析はこの場合完全に崩れ去らざるを得ない。総じてそこに

は均衡が確定せず，勿論均衡の安定性も存在し得なL、。

マーシャルが「代表企業」の有用性に希望を託そうとするのはかかる事

態に対しててある。再言するならばそれは何よりも長期論との関連におい

て，而もその長期一一ーその産出高を生産するのに必要な凡ゆる生産要素が

フロー量と考えられるという意味においての長期に含意されているかに見

える収穫逓増法則に関してである。然し乍ら果して之によって彼の希望は
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適えられたでーあろうか。その然らざる事は既に指摘したけれども，今やそ

の事情を檎立ち入って論ずべき段階に到った。

彼は「代表企業」を定義して次の如くに言っている。「われわれのいう

代表企業は次の如きのものでなければならなL、。それは可成り長い生命を

有していたもので可成りの成功を収めている企業であり，正常の能力で運

営され，しかもその生産総量に属する外部経済及び内部経済を正常に手に

入れている企業である。生産される財のクラス，それの販売条件及び一般
ヨ干48

的な経済条件は考慮に加えるものとするJ(傍線附加)。恰も実在の一企業

であるかの序述であるけれども，その然らざることは明白でなければなら

なL、。マーシャルはそれは事実には「ある意味である平均的企業」である

とするのである。現実の企業はその間にあって有機体的交替と栄枯盛衰を

けみしつつあるのであり，既述の如く独占的競争を演じつつあるのである。

併しかかる現実を奥に秘めるとする時 、かにしてある生産量に対応して
誌50

一つのそして一義の価格 供給価格が対応しうるのであるか。これが唯単

に「ある意味である平均」というのみで解決されうるものでないことは当

然である。マーシャルは之に対し本文でと附録でと三つの異る解答を与え

る様に思われる。われわれは本文における見解から検討するであろう O 次

いで附録でのそれをみ，その上で若干の私見を披控室することとする。

彼はその第五篇第三章に於いて之に論及して次の様に言う。彼はいうと

ころの代表企業の供給価格は之を I(経営の粗収入を含めての)・その企業

の当該の財貨量に関する正常の生産出費Jと考えうるものとして. Iこれ
註 51

は現在の生産総量を維持するに正に充分なる期待価格である」とする。い

わば当該財貨量の steadyな供給を確保するに丁度過不足なき価格が代表

企業の供給価格というべきである。之を構成する要素として考慮さるべき

ものをマーシャルは五つ列挙した上でこれらの諸生産要素のすべての供給

価格が夫々の必要量に照応したものとして かつ供給条件は正常なるもの

とした上で算定されたなら これらの合計として当該財量の供給価格が求

め得られることをのべている。併しながらマーシヤルによれば供給価格は
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常に I¥'、やしくも生産されるかどうかの限界にあり，若しそれに対して得

られる筈の価格が万一それより低いと予想されるなら生産せられない財の
註52

生産コスト」という意味においての限界費用でなければならなかった。従

って彼にあっては代表企業の供給価格も又限界費用として考えられなけれ

ばならなかったのであり，この点について同じく第五篇第十二章において

次の様に説くのである。「かかる企業(代表企業)の大きさは，一部には

技術の変化及び運送費の変化に依存するけれども，他の事情にして等しけ

れば，産業の一般的拡大によって規制せられる」が，この産業の拡大，従

って代表企業の拡大に当って代表企業者の計慮、は次のものを含むのであ

る。「その事業に新しい一定の取引を附加することが引合うかどうか，新

しい機械を導入すべきかどうか，等J。それは思うに正に投資決意であり，

新規事業への参加の可否の決意でなければならない。この意味を恐らく強

調して彼はいう o I彼はこの変化から生ずるであろう産出量を多少ともに

一単位として扱うものと考えるJ，そしてこれがわれわれの注目すべき限
註53

界費用であると ο 他の箇所において同主旨のことを更に明確に， I限界単

位は財の一群というよりは一つの生産プロセスの全体である」と規定する
註54

のである。

こうした説明は要するに彼のいう各限界単位毎に新企業設立に等しい程

の計慮、をなしつつ，かっすべての生産要素市場の正常な供給を前提としつ

つ，一個の代表企業が正に当該産業を代表するものとして存続し続けて居

る時の，それの供給価格表(供給曲線)が産業のそれとして説明せられる

のである。そしてこの供給曲線は常に限界費用曲線であるとされるもので

あるけれども，ここでの限界費用曲線は，個別企業の短期供給曲線であっ

た限界費用曲線とは何の類似性をも与えられてL、ない。問題が長期であり，

すべてのストック量は悉くフロー量に化している世界において，マーシャ

ルのいわゆる準地代 quasi-rentは最早存在しない。それは今や価格決定

要因の一因子として生産費用の中に入ってレなければならぬ。併し乍ら一

定の産出量に対して，尚レントを生むに足る諸企業の能率の差は，代表企
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業が必ずしも限界企業でないとすれば必ず存在しているであろう。それは

能率に応じて諸企業が配列可能なることを示すであろう。斯く考えるなら

ば各総産出量に対して夫々に別個の企業を対応せしめて，産業の供給曲線

を把握する今一つの途があり得るであろう O それを示唆するのが附録Hで
託日

ある。

附録Hにおいてマーシヤルは 限界貨幣費用及び正常貨幣費用が平均貨

幣費用に等しいのは定常状態においてのみであることに注意し現実の世

界に於てはこれらは一致せず，この為め正常供給価格表を作成するに当っ

て循環論法に陥らざるを得ない所以をのベる。貨幣支出が限界費用をきめ

る。この限界費用が需要価格表と相侯って正常価値をきめる。正常価値は

貨幣支出をきめる。即ち貨幣支出が貨幣支出をきめ，正常価値が正常価値

をきめる。貨幣支出を正しいものとすることの論理はかくの如きものであ

る。このことは特に収穫逓増法則が支配する場合には重大である。けだし

一般に需要価格，供給価格と産出量の聞には，特に大規模生産の利益に関

しては，可逆性が欠如するからであるとして，この理論を例証するために

マーシヤルは夫の「特定失費曲線Jparticular expenses curveなるもの
託56

を創案したのて、ある。それは一定の産出量が，それより大なる産出量の享

受する外部経済，内部経済の諸利益(収穫逓増)乃至不利益(収穫逓減)

を有するものとして生産されるとする時のコストの軌跡ということができ

る。勿論事実においてはこの経済は非可逆であり，より大なる生産規模に

ついて実現せられる規模の経済をより小なる生産規模は共有し得ず，従っ

てそれの供給価格の中にはより大なる生産規模の実現に伴う準地代(既述

の如く長期に於ては之は要素所得に還元されると考えられるが)を含み得

ない。この規模の経済の非可逆性に基因する準地代差額を通例の供給価格

に加算することによって求められるものが，マーシヤルのいう特定失費で

あり，そのグラフが特定失費曲線である。之に対して「最も困難なる事情

のもとで(従って何のレントも支払わずに)生産された」とする時の失費

が通例の供給価格となるのである。マーシャルはこの二つのものが同一物
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でないことを強く主張し，殊に収穫逓増法則が作用する場合には，この混

同は「用語の矛盾」であるというのである。

ともあれこの附録Hにおける解釈は マーシャルによれば「何の積極的

価値もなし、」例証(大規模生産の経済の非可逆性の)に過ぎないのである

けれどもわれわれの当面の問題にとっては一つの解を示唆する様に思われ

る。というのはこの説明に関聯して供給曲線なるものは「最も困難な事情

の許で生産された」とする時の各産出量の貨幣費用をそのオーダーに従っ

て配列したものとして，一定産業における諸企業をその能率の差異に応じ

て順次に配列したものとの含意を明白に示すものとして之を見得るからで

ある。但しここに諸企業というも，それは具体的な諸個別企業ではあり得

ない。それは各総生産高に応じる一種の代表企業である。(さきに「代表

企業Jについてのマーシャルの定義を引用した際われわれは敢て傍線を附

加してこの点に注意したことを想起せよ)。一種のというのはこの際この

企業は既にその産出高をこえる規模に応じる外部経済と内部経済とを享有

しているからである。若しこの解釈が許されるならば各総産出高に対して

その特定貨幣費用が定まるとき，この特定失費からその産出高に正常とさ

れる大規模生産の経済と既に実現されたとされる規模の経済との差を，短

期の場合には準地代としてであるが長期の場合には要素所得の形に於て捉

え之を考慮することによりその供給価格は特定失費から導かれ，供給曲線

が後者から確定せられるであろう O

マーシヤルの特定失費曲線は専ら収穫逓増法則について述べられたけれ

どもそしてそれは専ら供給曲線との相異を強調して論ぜ、られたのではある

が，その論理は斯く之を一般的に用いうるものである。唯併し次の事実が

重ねて注意されねばならなL、。マーシャルではこの曲線は只各産出量につ

いてその特定貨幣支出を対応せしめたものに過ぎなかったのであるが，わ

れわれの場合にはむしろそこに含まれうる能率の差に応じる企業の配列の

思想をこそ重視して，各産業産出量に対し夫々一種の代表企業を対応せし

めて，これの特定貨幣支出を配列しようとしたことがそれである。このこ
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とは本文の解釈において特に注意を喚起しておいた事実，即ち各産出量に

対応して代表企業のなす決意の内容が実質的には投資の決意であり，従っ

て夫々の産出量に応じて代表企業は産業を代表するものとしてその生産物

の内容は勿論，その生産設備自体を異にしている事実を表顕的に示そうと

するものである。各産出量に対応する各代表企業は，その産出量に関係す

る多数の具体的諸企業を背景に有して居り，それらは事実具体的には異質

の生産物を生産しつつあるのである。その多数の企業の行動を，社会的需

要充足財提供者として，単一的に示そうとするのがその「代表」の意味で

ある。従って又仮令それから導かれる供給価格なるものが互に「最も困難

なる事情の許で」生産するものとして前後に配列されたとしても，それは

レントを含まずということと同義であるに過ぎず，いわゆる「限界生産者」

の意味を有するものでないことは勿論でなければならない。具体的個別企

業との関係で言えば，之よりも更に高能率で生産しつつあるものがあり，

他方之よりも低能率で生産しつつあるものがある。彼らは夫々に隆替の経

過の中にあってよいのであり，この事実を含み乍ら各産業産出高に一つの

代表企業を概念しようとするものであって，この点本文の解釈と一一更に

(われわれはそうは思わないのであるが)解釈のいかんによっては附録そ
註58

れ自体ともー一異るであろう。

この二つのマーシャルによる解釈のうちわれわれはむしろ附録Hの立場

を採用するであろう。併しこの附録Hの立場を採るにしても，われわれは

尚マーシヤルに補足して次の点を明らかにしておかねばならぬ。彼の説明

を通じて各産出高に対応して一義の費用が存在するかに思われるけれども

実はそうではなL、。右に述べた様に各産出規模を異にする代表企業の背景

には多数の具体的個別企業がある。しかもそれらの能率は互に区々たり得

るのであるO とするならばそれらの能率の相互の関係がL、かなるものであ

るか，換言すればそれらの能率に関する配置がどうであるかに依って，各

産出量に応じる代表企業の能率，即ち供給価格は高低様々のものであり得

るであろう O 今の場合数量に対して一義の価格が対応し，一義の供給函数
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が確定するためには，この具体的諸企業問の，その産出高における，相対

的能率の状況が与えられていなければならない。チェムパレンはこの前提

的条件を一時「対称仮定」を以て与えたのであるが，この仮定がとり得ず

としても之に代ってとも角もこの前提を充足するものが与えられなければ

ならぬ。マーシヤルにあって諸企業の相対的能率の関係は所与ではなかっ

た。各個別企業は隆替の過程を辿りつつあるからである。

ここに於てこの条件を充たすために 具体的諸企業の相対的能率の配置

は事実として所与であるとする立場があるかも知れなし、。確かに事実を事

実として受入れるときそれは所与であろう。併し乍ら具体的諸企業聞の相

対的能率の配置の問題は正に稀少資源の配分の問題として経済学の解き明

すべき課題である。事実上所与の相対的能率の配置はし、かにして現にある

如きものとして存在するかが解明されなければならない。これについての

考慮がマーシャルにはない。この点にマーシャル的産業分析が現在衰微し
註59

た理由があるとする者がある程である。併しマーシヤルで、個別企業への考

慮がなかったので、はなし、。否寧ろ，産業分析の中においてこれへの考慮が

数多くなされたところに彼の経済学の特徴があり，それ故にこそマーシャ

ルがシュムベーター等によって独占的競争理論の祖とも仰がれたのであ

る。唯マーシャルにおいてはその関心が犬きく われわれのいう「社会的

市場」としての産業に傾いた為めに， I個別市場Jの均衡の問題，企業の

均衡の問題一一恐らく均衡とまで言わず，その大きさの確定の問題と言う
設剖

方が妥当であろうーが充分首尾一貫的に体系的に取上げられなかったので

ある。ーと度びこの問題に解決が与えられるならば，右に指摘した前提的

条件はそれによって解決されるであろう O われわれの指摘は，この意味で，

「社会的市場」分析は「個別市場」分析と両々相侠つのでなければ充全な
註61

らざることを言うものである。

事実カルドアも，マーシャル的経済学に喫緊の分析が個別企業の均衡に

あるべきことを論じている。「一産業の供給函数についていかなる要請が

置かれるかに先立って個別企業の均衡条件を分析することが従前にもまし
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て必要Jと考えられるにも拘わらず，マーシャルが之に答えようとする「代

表企業」は「当該産業の供給曲線の縮尺的複製以外の何ものでもなし、」の
註63

であり，それは課せられた問題を解き得なし、。けだし「先ず個別企業の均

衡を分析し次いでそれから能う限りにおいて，産業の均衡条件を導き出さ

ないて、，マーシャルは後者を要請しておいて次にその要件に適う補助構造
註64

Hilfskonstruktion を作り上げた」からである。カルドアはその後の企業

分析も亦一般に「陽表的にか陰伏的にかの違いはあれ，企業均衡が産業均

衡に依存せしめられて居り，その逆の形になっていなL、」ことを非難して

L 、るのである。われわれはマーシャルの最大の弱点がその個別企業の分析

にあるとするカルドアの主張は之を認めねばならぬと思う O 併し乍らマー

シャルにおける企業分析が「代表企業」の分析を除いては存在しなかった

かの如きカルドアの発言は，企業均衡の分析に関する限りに於て仮令究極

的には正しいにしても，柳か早急の感を免れないであろう O 多大の混乱が

あるにしてもマーシヤルには個別企業の分析が事実存在するからである。

われわれがカルドアの批判に賛同するのは，併し個別企業の決定に関

する限りにおいてである。われわれがわれわれの「社会的市場」の分析に

以て範としようとするマーシャルの分析は余りにも産業分析に重点がおか

れ，個別企業 われわれの場合にはむしろ個別市場一ーの分析が常に「代

表企業」なる一見個別企業に似て而もそれに非なる企業の分析によって隠

蔽せられていたということができょう。「代表企業」は上述の如く本来長

期論の困難を救わんとして考案せられたものと言いうる。これを若し短期

論でも用い様とするならばそれには再び若干の困難が附随ぜざるを得ない

のである。短期にあっては仮定によって企業の生産設備は所与一定であろ

う。その時若しあるー企業が費用逓滅的な右下りの供給曲線を有するとせ

よ。他の諸企業は多少とも異質な生産物を供給するにしても，すべて費用

逓増的右上り供給曲線を有するとする時，何故にそれらは互に共存しうる

のであるか。何故に費用逓減的企業は費用逓増的企業を市場より駆逐して

仕舞わないのであるか。換言すればこの場合各個別企業の大きさを定める
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ものは何であるか。この困難を産業的なかっ本来長期的な概念である「代

表企業」を用いて，産業の水準で解決しようとしてもその不可なることは

既述の通りである。マーシャルは止むなく費用逓減的ケースを特殊ケース

として個別的な研究に委ねるべきことを提案し個別企業論は之をすべて

費用逓増的な場合に限って展開しようとしているけれども，現実の製造工

業における個別企業について短期的にすら費用逓減的なケースが，費用不

変の場合をも含めて，寧ろ通則的に存在する以上，こうした仮定が極めて

恋意的且限定的なるものであることは明瞭である。畢意マーシヤルの個別

企業に関する均衡論はひじように中途片端であるのみならず，同時に極め

て制約的であると言わねばならない。それは一部の企業均衡論を敢て地棄

する点に於て，かつ又産業供給曲線の確定における個別企業の役割を堀り

下げない点においてそうである。

併しここに更に今一つの看過すべからざる点が存在する。そして実はわ

れわれはここにこそマーシャルの個別企業論の積極的価値を認めようとす

るのであるが，それは次の点である。マーシャルは「急速には拡大し得な

L 、限られた取引関係を有する生産者の場合」彼の利潤極大化行為が独占者

のそれに類するべきことを指摘しているのである。それは「個人の特定市

場を一時的にスポイルする懸念が短期に関する価値の多数の問題で支配的

な影響力となる」が故である。これは実にわれわれが幾度か触れて来た

マーシャルにおける独占競争的要素への配慮である。これとの関聯におい

て彼は短期主要費用が価格より可成り低いであろうことにも気付いてい
註68

る。これは一つには次の事情に基く 「短期の供給価格の中に必然的かっ

直接的に入るものは主要費用以外にはないけれども，補足費用が又間接的
註69

に何らかの作用を及ぼすことも真」なることがそれである。事実斯くの如

くであるならば，この分析は最早静態的短期均衡論の枠内においては不可

能である。それは今や動態理論との境界線を一歩踏みこえ様とするもので

あるとともに，そこには単純な利潤極大原則そのものの限界が内在するの

でなければならぬ。この観点からする場合ここに再び， I代表企業」的概
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念が短期分析に於て用い得べからざる所以が暴露されるのであるが，今個

別企業の問題として右の如き配慮があり得る事実を認識するならば，われ

われはその前提として存在する各企業に特有の「特定市場Jをこそ重視し

なければならない。各個別企業者は時にすべての者に共通な市場をスポイ
註70

ルすることを恐れて行動することがあるにしても，通例企業者がかかる配

慮をするのは自己自身のためて、ある。右の如き配慮は通例強く「個人の特

殊市場」の存在を前提するであろう。マーシャル的世界における斯る特定

市場の存在可能性は今やわれわれにとっては明白な筈である。斯る市場の

存する限り各企業者はその費用条件のいかんに拘わらず，その生産量をこ

の市場の大きさによって制限ぜられるとみなければならぬ。彼が仮令どれ

程ある価格で売り度いと思うにしても，彼は結局その市場がその価格で受

取る以上には売り得ないであろう O しかも，既述の如くこの場合に考えら

るべき需要曲線が，緊密な代替品提供者の競争の圧力により，問題の数量

において「よじれ」をもったそれて、あるとするならば，個別企業の大きさ

は一定範囲に於いて明白な限界をもって確定していると見るべきである。

マーシヤルに斯る主張があるわけではないけれども，マーシャル的競争

世界の特質を勘考するとき，彼のL、う個別企業者の「特定市場」の存在
註71

は，自ずからに右の如き結論を示唆するものと思われる。かくしてそこに

は，ウオルフのいう「企業の大きさ」分布Jthe size-distribution of the 
註72

firms in an industryが一義に確定することとなる，之を以て始めて産業

供給価格は産業産出量と一義の対応関係を有することとなり，産業供給曲

線が始めて確定するであろう。

われわれは余りにもマーシャルに関わり過ぎたかも知れない。併し乍ら

マーシヤルの産業をわれわれの「社会的市場」と解する場合，マーシャル

的産業の含む問題点は，その優れたるものも欠けたるものも，同時にわれ

われ自身の問題点であったのである。われわれはマーシャルを通して自己

の採ろうとする概念を明確にし得たと信じる。それに照らして逆にマーシ

ヤル的産業を眺めるならば それは猶「社会的需要」に応ずる市場として
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の性格に徹せず，従って又その構成要素たる「個別市場」乃至個別企業の

大きさの問題が明確には処理されていぬ意味において分析武器としても論

理的に不備を有するものであった。チェムパレン， トリファン等は之に対

し， I社会的需要」の存在に気付かずして，産業概念を捨て去り，剰え「個

別市場Jを常に必ず個別企業の市場分け前と等置して之をも認めず，社会

経済全体と個別企業者の中間地帯に何らの構造をも認めずして，直接に価

値の問題に立向おうとしたものであった。共に不備欠陥はあるにしても，

新著のチェムパレン及びトリファンの試みについては，ギルボーとともに

それは reductioad absurdumであると言うことができるであろう O われ

われは経済学の課題に即しては吾人のし、う社会的市場の概念を有用なりと

するものである。

第三節 産業参入仮定

前節の如くにしてわれわれが産業に相当する市場概念を採用する限り，

之への参入の問題が之に附随する。供給者の市場への新規参入の仮定は従

来完全競争を想定する価値論において重要なる役割を果して来た。それは

一つには産業利潤決定論において，併し同時に他方企業数決定の理論にお

いてである。今市場への参入が自由なりとせよ。現行価格に於いて超過利

潤のある限り，それに誘引せられてその市場への資源の流入が続く。即ち

企業数が増大する。それに伴って産出高増大と生産物価格の下落が生じる

が，これは超過利潤の除去を以て終る。即ち平均生産費は価格に等しい。

他方利潤極大原則に従って限界生産費が価格に等しL、。故に長期の産業均

衡において平均生産費，限界生産費，生産物価格の三者が等しく，均衡は

平均生産費極少点において成立するO 併しその時産業内の企業数が又確定

する。殊に完全知識の仮定により各個別企業聞に費用条件の差なしとせば，

企業はこの時最も能率高き技術により而も最適規模を以て生産するのであ

り，すべての企業は同ーの費用曲線をもち，その最適点にある。

斯る市場参入自由仮定の作用はチェムパレンの「大群」の場合について
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同様である。併しこの場合にはこの生産物に対する需要曲線は右下りの傾

斜を有する。彼はこの間の事情を，既述の「対称仮定」を用い，かっ

DD' 曲線(すべての「生産物」とすべての価格を所与とするときの，一

売手の当該「生産物」に対する需要曲線)と dd' 曲線(その市場の他の

売手が常に彼と同ーの価格をつけるとした時の販売曲線)とを用いて説明

する。 企業数不変なる限り市場の分け前を示す曲線 DD'は不変であり，

ある個別企業に一一併し「対称仮定」により実は凡ての企業に一一超過利

潤の余地がある限りそれは各個別企業の産出量増大に伴う販売曲線 dd'

の DD'に沿うての下方へのスライディングにより，前者と費用曲線との
註2

接点到達を以て排除せられる。併しその間に企業数の増大が可能であるな

らば(参入自由)，それに応じて DD'曲線は左方にシフトするであろう。

個別企業の均衡条件を無視すれば企業の数は DD' と費用曲線の接点を以

て決定される。併し明らかに DD' の勾配は dd' の勾配より急であるか

ら，この二つが成立することはあり得なL、。従って企業数は今の場合，各

企業に対しそれ以上の利潤の余地なき条件一- dd' と費用曲線との接触
五4

-ーに制約せられて，通常は DD' を費用曲線に接せしめる程には多数で
話 5

ないものとして決定せられる。均衡の形は異るけれども，参入の自由が果

す役割は完全競争理論におけると異らない。

尤もチェムパレンに於て参入の問題がかかる単純な形を常に取っている

というのではない。独占的競争理論は「対称仮定」をもった「大群」の場
註6

合をその主体とするものではないからである。ある箇所でチェムパレンは

「諸企業聞の事情の一様性が不完全競争に本質的である。之に対しその多
設 7

様性が独占的競争理論に本質的なるものである」と言ってい吾けれども，

この多様性を参入の問題にとり入れる時，チェムパレンは「それが仮令ど

の様な種類のものであれ，凡ゆる独占利潤の説明」がそれによって得られ

ることを言う。トリファンのいわゆる「閉じた参入Jclosed entryの問題

の存在であ石:その程度に応じて多少ともに DD'は接点の右方に位する

であろう O にも拘わらず参入仮定の果す役割は本質的には之により変って
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はいない。この点についてわれわれはトリファンとともに，チェムパレン

の次の結論を引用するに留めるでろう o I利潤がその分野全体又はその任

意の一部での一般的競争水準をこえてレる限りに於て，新しい競争者が，

可能である限り，その分野に侵入してそれを引下げるであろう O 若しこの

ことが常に可能であるとすれば……曲線は常に相接し独占利潤は排除さ

れることとなる。〔併し〕実際にはこのことは部分的にしか真でなL、。そ

の結果，曲線中のあるもの(又はすべて)が接点の右方に色々の距離で存

在しえて，当該グループに 価格体系のあちこちに一一散在的に独占利
註 9

潤を残存せしめるであろう」。

問題はむしろ「参入仮定」の役割でなく，事実どの程度この参入仮定が

認めらるべきかにあることは明白であろう。即ち事実どの程度に参入は閉

じたものとして理論の中の取り入れるべかにある。参入が完全に自由であ

るということは，チェムパレン及びトリファンがともにカルドアを引用し

て言う様に，その完全な論理的意味においては. Iその分野一般，殊にそ

の分野の各部分への参加が妨げられてL、なL、」ことであり「すべての生産

者は，若し欲するならば，任意の他の生産者のものと完全に同一な商品を
註10

生産し得るであろう」ことを意味するであろう O 即ちそれは唯単に何らか
註11

の意味での制度的制約一一特許権，版権，商標等による が欠如してるい

ことのみでなく，同ーの商品の存在と同ーの生産及びコスト条件の存在を

も意味するとすれば，これは本来商品異質性を認め企業をとりまく諸事情

の多様性を認める独占的競争の世界においては認め難いものである。即ち

チェムパレンはいう. I独占的競争下の任意の個別企業により生産される

特定生産物に関しては『参入の自由』なるものは何ら存在し得ない。他の

何びとと量産も，それに対する可成適当な代替品たる別の生産物は生産し得

るかも知れないにしても，それと同一の生産物を生産し得るものはない。

従って独占的競争の許では代替品生産の自由と L、う意味でのみ参入の自由

はあり得る。そしてこの意味では参入の自由は遍満的である。代替品なる
五12

ものは完全に程度の問題であるからである」。この示唆に従ってトリファ
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ンは「同質的参入Jhomogenous entry と「異質的参入Jheterogenous 
註日

entryの区別をたてたのである。

斯くてチェムパレンにおいてもトリファンにおいても，参入自由の仮定

は伝統的価値論の本質的仮説であり，閉じた参入乃至異質的参入の仮定が
註14

独占的競争理論の本質とされたのである。併しこの異質的参入が可能とす

る場合，産業の利潤水準，各個別企業の利潤，更に企業者数はし、かに決定

されていると見られるか。チェムパレンは概括的な結論を次の様にし、う。

「参入の問題でわれわれが言っておかねばならぬことは唯，その経済体系

内に利潤可能性がある場合には必ずそれは可能な限り利用されるであろう

ということ丈けである。ある任意特定の企業が大なる利潤を享受している

ということは他のものが，密接な代替品を生産することによって，利潤の

一部を競争して享有しうることを明白に示すものである。その結果は『産

業』あるいは参入の制限と L、う概念を用いないで極めて単純に述べられる。

体系内の若干の企業は費用として算定される極少額をこえる利潤は何ら得

ていないが，他のものはこれ以上のものを， しかも種々の程度に於て得て

いる」。 トリファンにあっても事情は全く同 A である。彼は明確に，利潤

機会なるものは分析がそこから出発する与件であり， r独占を以て競争に

代替することは利潤に関する可能性の全領域を自由参入に含意されている

ところのより厳密な仮定〔超過利潤ゼロなる〕に代替することを意味する」

ものであると言う C 具体的に事実，利潤水準がどこに定まるかは彼らにと

っては事実的問題であり分析の問題ではないのである。

併し乍ら彼らのいう様に仮令理論的に言い得べきものが一義の一一「利

潤可能性領域」中のある一定の特定値一ーでなく領域自体であるにしても，

でき得る限り之を特定つけ様とする理論的努力そのものをも否定しなけれ

ばならないとするべきものであるか。又事実異質的参入により新たなる緊

密な代替品の提供があったとする場合，既存の独占的利潤は減少するとい

う以外に理論は何ごとをも言い得ないのであるか。われわれはこれらの問

題に無関心で、はあり得ないのであるが，産業概念を既に否定したトリファ

-133一



独占的競争理論の研究

ンにとってはこれらは特別な興味を有していない。彼が異質的参入という

ものは実のところ，参入すべき領域は確定していないのであるから，全経

済体系内部における単純なる生産資源の企業間での移動に過ぎない。個別

企業の利潤極大原則に従って限界費用が限界収益に等しいところに個別均

衡が成立するならば，それ以上に利潤を未知数とする諸条件は何ら必要で
託17

なく，資源の社会的配分の問題は特別の論及を必要としていない。経済体

系の各所に超過利潤が残存していても，その超過利潤は生産者としての生

産者には帰属せず，参入を異質的ならしめる要因に所得として帰属すると

し、うべきのみである。

群を用いる限りに於けるチェムパレンでは事情が異る筈であるが，先掲

の概括的結論以上に聞くべき所は殆んどない。しかも既述の如くチェムパ

レンは遂に産業の概念を後に掬棄するに到るのであり，それと共に参入な

る概念も又捨てられる。「参入の問題は群とともに姿を消して，全経済体

系を通じる資源分配なるより大きい問題に吸収されるに到る」。事態はト

リファンの場合と同ーのものとなった如くであるο 唯併しチェムパレンに

あっては尚群への郷愁が残っている様であり，右の引用への脚註に於て「仮

令どれ程恋意的であっても分離的研究の為めに全経済内部で何らかの範域

を区切り分けてならぬとする理由はない。併し企業と全経済の中間地帯を

有意味に定義し得る各種のクライテリアの吟味が緊急に必要である」とし
註19

て「集団研究のより批判的研究」を要望するのでる。この集団研究が実態

L 、かなるものであるかの説明を聞き得ないのは残念であるが，それに先だ

つある箇所において旧著の自己批判に関取して I市場内の売手の数を用

l 、てでなく，需要の交斜弾力性なる……ひじように有用な概念を用いて問
註20

題を書き替える必要がある」ことを何よりも主張する所からすれば，需要

の交斜弾力性による何らかの群分けが彼の考える一つの場合であるかと思

われる。若しそうであるとするならば，緊密な代替品の生産なる形をとる

異質的参入は必ず、やこの群分けに何らかの影響を有するであろう。トリフ

ァンに於いて後述の如く需要の交斜弾力性を以てする市場のカテゴリーの
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分類があり， しかもこの分類は彼に始まるものであって彼の理論的貢献の

髄ーに算えらるべきものであると思うにも拘らず，彼の分析には特に参入

に関してこの群分けがどう影響されるかについての積極的発言がないのに

反し，チェムパレンに於いてはこの点について柳かの発言が見られたので、

ある。

われわれは既にその一つについては之を述べかつ批判した。それは即ち

チェムパレンが群の概念についてのクライテリアの一つに数の大小を掲げ

たことに関耕するものであった。市場への参入に伴う数の増大は必ずしも

自由競争状態への接近を意味せずとする彼の結論は，市場への新規参入に

より個別企業の販売曲線は単に位置を変ずるのみでその形状を不変に保つ

であろうことを論拠としたものであり，之はそれなりにわれわれの批判の

対象となったのである。併し今や参入は異質的参入であり，緊密な代替品

の出現がある。チェムパレンの個別的販売曲線所与の仮定自身が保持され

難いであろう。カルドアの言う. I商品スケール」中に新たなる商品が所

を占めるのであるから，いわゆる「中間介入生産物Jin-between pro-

ductsの問題が生じるのである。われわれは参入仮定のイムプリケーショ

ンとして之を論ずる。

チェムパレンは之についていう. I非地域的問題におし、て新しい種類の

生産物を販売する売手は必ずや砂くとも若干数の新しい買手の関心を牽く

に違いなく，従って地域的設例(ある地域は商品の数がその地域の人口増

のためて、なく，地域自体の拡大のために増大するとするもの)における地

域の拡大にある程度類似の効果を常に持つに違いなL、J。加之. I~中間介

入生産物」なる概念は地域的設例以外で、用いることは必ずしも容易でな

し、」。地域的設例においては数増加の原因が仮定により需要の単純なる数

量増加に基くのであるから，中間介入生産物の問題は存在せず，われわれ

の既述した批判を以て足りるであろうが，チェムパレンは右に引証する如

く，生産側から生じる新たなる差別化商品の出現も又効果においては特記

すべきものをもたぬとするのである。この観点からすれば彼は「中間介入
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生産物」の問題を否定するものである。併し乍ら之についてはカルドアの

批判をこそ聞くべきである。カルドアはその「商品スケール」の本質は商

品聞の交斜需要弾力性に基く配列にあるのであり，新しい「中間介入生産

物」の出現は，チェムパレンとは逆に「現存生産物の若干のものの交斜需

要弾力性を引上げるべき」ものであるとするのである。即ち新製品の出現

により，商品連鎖はより緊密となり，市場はより同質的市場の様相を帯び

てくるであろう。そしてこの限りにおいて異質的参入はカルドアの場合い

わゆる競争的世界への接近を斉らすものと言うことができるのである。更

にカルドアでは，チェムパレンの地理的説明が直線的空間での二者間への

「中間介入」を思わしめる欠陥を避け，明白に「商品スケール」は n次元

空間であり， I中間介入」必ずしも二者間へのそれとは限らぬことが注意

されている。この点はわれわれとしても又注目しておかねばならぬ所であ

る。

論を更に進めるに当り，われわれは先ず次のことに注意しよう O 右のチ

ェムパレンの理論が厳密にその正当性をもつためには， I多数の買手が空

間的地域上に可成り一様に分布されている」ことが前提であることである。

事実若しそうでなければ その場所的空間は既に一部に買手の選好が集中

して居り，中間介入財の出現が地域拡大に基く企業者の増と類似の効果を

もつことは考え得ょうがないからである。彼が別の箇所で「生産物」変化
註24

を論じるに当ってはこの仮定を明記し乍ら，中間介入財の問題についてこ

の仮定を特記しなかったことは手落ちて、あったで、あろう。中間介入生産物

の出現は直線的空間における地理的設例に頼るよりも， I生産物」変化に

関する例に訴える方が一層現実性をもったで、あろうと考えられる。 後者の

例についてはチェムパレンは明らかに，新生産物の出現は生産物聞の交斜

弾力性を変化さすことを認める筈である。蓋しこの時需要函数は，既述の

如く，少くとも価格，生産物，広告の函数であるから，生産物の変化は仮

令それが他者のものであっても，価格一数量関係を変化せしめざるを得な

L 、からである。ともあれ この点おいてチェムパレンに誤解があったこと
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註2市

をわれわれはカルドアと共に認めなければならないて、あろう。併し他方カ

ルドア理論についてもわれわれは充分の満足を見出し得なし、。それは彼が

中間介入財の出現を以て完全自由競争への接近と理解しようとする点につ

いてである。確かに新しい代替品の出現は商品連鎖をより密なるものとし

商品聞の交斜需要弾力性を増加せしめるであろう O そしてその極限におい

てわれわれは完全同質的な一商品を考えることができるであろう。併しわ

れわれの考えつつある世界は飽く迄も異質的生産物の厳存する世界であっ

た。仮令どれ程多数の緊密なる代替品が現われ出ょうとも，それによって

需要側の異質性への選好を無にすることはできない。それが残存する限り

個別企業の販売曲線は負の勾配を有するであろう。完全競争市場は只極限

において概念的に存在するに過ぎない。生産側からする生産物の「中間介

入」を以てしては消し得ない需要側の個別企業者に対する特定の選好一一

ひし、き又はのれん good-will というべきもの をこの関係においてわ

れわれは特に強調しなければならない。

この点チェムパレンはその「独占競争再考」においてその立場を極めて

明確にした。彼はこの good-will を今や参入問題の中心に据えたと思わ

れる。彼のことばを直接引証する。「相似た生産物を生産する可能性はあ

る一時的に有利な経済活動分野での企業数の増大が当該分野において企業

者を吸引・維持するに必要な最小値に利潤を引き下げる如きものであり得

る。この場合参入が自由と仮定されるかどうかは問題でない様に一見思わ

れる。併し実はそれが事実問題なのである。事態は右の如きものであり得

るとは言え，屡々そうでないことがあるからである。その理由は専門的に

は，他の売手が彼らに近いものになろうと努力するにも拘わらず特定の売

手の生産物に選好が集中していることを以て述べうるであろう守:

good-will のことばは見られないけれども，之に続いて彼があげる諸例

ーー商標商品，弁護士，芸術家，運動選手，教科書作家等々の個人的資質

又特性ーーからみて，彼のいうものがこれであることは明白でなければな

らない。今や異質的参入は緊密な代替品生産の自由であるとともに，それ
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よりもある意味でより強く， good-willに支えられた参入の制限であるこ

とが明らかにされたので、ある。その分野における利潤はこの参入によって

必ずしもその極少値に引下げられないのみでなく，その極少値をこえる各
註27

企業者の超過利潤の分布は種々であり得るであろう。

併しわれわれが更に注意しなければならないことは，この good-will

に根ざす超過利潤の分布は，とりも直さず，われわれが産業概念に関して

導いた「企業の大きさの分布」を示すことである。われわれはそこではマー

シャルの「特定市場Jの考えから之を推論したのであったが，マーシヤル

の「特定市場Jは個別的企業の「外部組織」の存在を根拠とするものであ
註28

り， I諸財が真には同じ欲望を充足せず，柳かづっ異った必要乃至晴好に

訴えるものであり，更に事物の相対的利点につレて若干の意見の差がある」

ことによるものと見得るから，その本質は正にわれわれのいう good-will

にあると言うことができる。近接した諸代替品からの競争の圧力をうけて

最終的に猶残存する極少値以上の利潤分布はこの good-willの分布状態

に照応するものでなければならなL、。われわれがさきにのベた「企業の大

きさ分布」は斯くてかかる good-will のシェデ、ュールをーの決定因とす

るものに他ならない。異質的参入の意義はこの分布を究極に於て確定せし

めるところにあるであろう C

チェムパレンも価値論における参入の問題について「主要論点はそれが
註30

企業の大きさの上に影響力をもつこと」であるとし，別のコンテクストに

於てではあるが「ある特定のケースに於ける正確な庖舗数は，買手が便益

Convenience に附する重要性が大きい程明らかに大であるJことを述べ
註31

るのである。ここに便益は，例の場所例示において「便宜という単一の要

素を除いては同質的な財」について云為されているものであり，一般的に

はわれわれのいう good-wil1を代表するものと見て差支えない。

併し乍ら翻って考えるにわれわれには二つの市場，社会市場と個別市場，

があったのである。この二市場の性質に照らしてみれば今論じつつある異

質的参入なるものは，商品異質性の許容せられたる市場，即ち社会市場に
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おいてのみ認められ得る現象でなければならぬ。之に対しわれわれのいう

個別市場は財の具体的特性により定義せられる市場であり，その特性の同

一性は問題に応じて指定さるべきものにしても その中では定義によって

財の同質性が確保されたるものである。かかる市場を認める限りにおいて，

この市場への参入が又考えられなければならない。併しそれは明らかに以

上論じ来った異質的参入て、はなくして，寧ろそれは伝来的に論ぜられてき

た参入，即ちトリファンのいう同質的参入でなければならぬO チェムパレ

ン， トリファンにあっては独占的競争論は完全にいわゆる自由競争理論に

代替さるべきものであり，財の異質性が同質性と同時に併存する余地がな

い。異質的参入，同質的参入も又同然である。然るにマーシャルに於て既

に大範曙としての産業内に多数の特定市場が下部範時として存在し得たの

であり，之をわれわれは更に概念的に拡大・整理して，右の二つの市場を

類別したのである。それ故われわれの場合にあっては，経済体系内に，従

って又理論の中に，財の異質性と同質性は併存しているのである。即ちそ

こでは二つの参入がともに，その作用の場は異るけれども，考察される必
註3z

要があるのである。そしてこの同質的な個別市場における参入の作用は在

来説かれてきた所と変らないて、あろう O
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36. Chamber1in， Monopolistic Competition， p. 208. 

37. Chamber1in， Towards， p.78. 

38. Ibid.， p. 95. 

39. Triffin， op. cit.， p. 86. 

第 2節

1. Marshall， Principles， p. 27 

2. Ibid.， p. 39. 

3. マーシヤルにおける「正常」の概念は極めて難解である.併し彼はあるケ所

で「自由競争の非撹乱的効果に基く経済的結果のみが正常である」とするこ

との誤解であることを述べて， ["この語(正常)は屡々完全自由競争の存在

し得ない状態.また到底それが存在するとは考え得られぬ状態に対し用いら

れてきた」ことをL火、 (Marshall，Principles， p. 35)，また明白に「言うまで

もなく正常は競争的を意味しなL、」とのべている (Ibid.，p.347).従ってこ

の中に「自然法的調和」を直ちに読みとるのは誤解であろう.

4. Marshall， Principles， p. 38. 
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5. Triffin， Monopolistic Competition， p. 79.彼はここで純粋競争論における産

業分類の基礎におかれる商品向質性は何であったかと問い， I論者は殆どこ

の問題を探究せず， w常識的』分類に満足していたJとしてこれを指蝉する

6. Marshall， Principles， p.778. 

7. Ibid.， p.779. 

8. Triffin， op. cit.， p. 84. 

9. Chamberlin， Towards， pp. 94-95.これは独占的競争の理論の解する「産業」

の実態が何であるかを如実に示すであろう.彼らはかかる「慣習的産業範時」

しか知らないのである

10.世上いわゆる「パルプ紙産業J，I石油・ゴム工業J等はその著例であり，

これらは正にチェムパレン等の解する型の産業概念であろう.

11.われわれのこの語法は HelmutArndt，“Anpassung und Gleichgewicht am 

Markt，" Jahrbuch. fur Nationalokonomie und Statistik， Bd. 170， Hft. 4 

(Juli 1958)の「欲求市場JBedarfsmarktの概念にならったものである.ア

ルントはこれに対比的に「要素的(あるいは要因)市場JElementarmarkt 

を云為する.われわれもまた，後述の如く，この語法にならい社会的市場に

対し個別的市場を対立せしめるであろう.

因みにこの Elementarmarktなる語法は既に Heinrichvon Stackelberg， 

Grundlagen der Theoretischen Volkswirtchaftslehre， Bern u. Tub.， 1951， 

S.221.にアルントと同趣旨で用いられている.即ちシュタッケノレベルクは

そこでこれを「不完全総体市場の最大の完全部分市場」とし，アルントまた

『同資財』を取引する市場として欲求市場の構成要素を要因市場と呼ぶので

ある (Vgl. Amdt， S. 224). 

12. Triffin， op. cit.， p. 95. 

13. Chamberlin， Monopolistic Competition， passim. 

DD' が「大群」のとき一種の市場曲線とみられうることについては，次の

これにつレての定義，更には Triffin，op， cit.， p. 31.参照せよ.

この DD'は「対称仮定」のもとで次の如く定義されるものである.

DD' は「彼の競争者の価格は常に彼自身の価格と同一であるとの仮定にた

ったときの，種々の価格でのある一人の売手の生産物に対する需要を示す・・

…かかる曲線は，事実，一般的商品クラスに対する需要曲線の一小部分であ

り，それと同ーの弾力性を有するものであろう J(Chamberlin， op. cit.， p. 

90). 

14. Chamberlin， Towards， p. 95. 

15. Ibid.， p. 48. 

16. Ibid.， pp.68-69. 
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17. Schumpeter， History， p.545. 

18. A. A. Cournot， Researches into the Mathematical Principles of the theory 

of Wealth (1st French ed.， 1839; English trans. by N. T. Bacon， 1897)， 

N. Y.， 1927.その第七章の末尾及び第八章のはじめ.

19. Schumpeter， History， pp.973ff. 

20. W. Stanley Jevons， The Theory of Political Economy， 2nd.， rev. and 

enlarged ed.， Lond.， 1879. 

21. Leon Walras， Elements d'economie politique pure， Paris， 1926; English 

trs. by羽T.]affe， Lond.， 1954. 

22. この点に関し，われわれは次の如きシュムベーターの主張を引用しておこう.

ワルラスの時代の純粋競争の概念と「それ以外の仮定 彼らが一般的にま

たは特定目的のために，知識，速やかさ，行動合理性，その他の諸事項につ

いてたてた仮定」とは区別さるべきであり，また分離可能である

(Schumpeter， History， p. 973). それにも拘わらず現代の競争仮定は，本文

でみる如く完全知識を一つの不可決の条件とする.

23. F. A. Hayek， Individualism and Economic Order， Lond. 1949， p. 95. 

24. Ibid.， p. 96. 

25. Schumpeter， History， p. 975. 

26. シュムベーターが反問的にいう競争が独占的競争であることは言う迄もない

であろう 同じ競争のことばが内容の全く異なる二つの事柄について用いら

れることの混乱について，へニツプマンは日常的語法における競争を「活動

的競争」と名ずけ， [""純粋競争は活動的競争の必要条件でもなければ十分で

もない.一方の意味でのより多くの競争はことばの他の意味でのより少ない

競争を含むJとレう. (P. Hennipman，“Monopoly: Impediment or 

Stimulus to Economic Progress?， in Monopoly and Competition and Their 

Regulation， Lond.， 1954， p.426.) 

27. Marshall， Principles， p.341. 

28. Ibid.， p. 9. 

29. Ibid.， pp. 9-10. 

30. これがわれわれの理論にとりいかなる意味をもつかは第三部で論じる.そこ

ではこのマーシャルの主張を若干拡充するであろう.

31. Marshall， Principles， pp.341-342.その際マーシャルは運搬費，特殊費用は

考慮済みというー

32. 但しこれには当然異論があるー例えばウォルフは，一物一価を7 ーシヤル

の定義の本質とする(J.N. Wolf，“Representative Firm，" Economic Jour-

nal， June 1954， p. 341).これは前掲脚註27の限定を一般的条件とみるところ
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に存する またアンドリユースも「製造工業に対するマーシャルの競争的分

析は同一生産物同一価格を含意するものと想定すべきである」という (An-

drews， op. cit.， p. 143). 

この点われわれの解釈は通説と異る.併し7 ーシャル自身は一物一価は自由

競争でなく市場の「完全性j を示すものとする如く思われる (Marshall，

Principles， p. 325). 

33. Andrews， op. cit.， p. 145. 

34. Schumpeter， History， p. 975. 

35. Guillbaud， op. cit.， p. 117. 

36. Marshall， Principles， pp. 25-26 

37. Ibid.， p.85. 

38. Ibid.， p. 89. 

39. iよじれた需要曲線」の構想はスイージーに発する. Paul A. Sweezy，" De-

mand under Conditions of Oligopoly，" Journal of Political Economy， Vol. 

XLVII (1939)， pp.568-573. これは今 Readingsin Price Theory， pp. 

404-409. に収められている これが独占競争下に於ける個別需要曲線とし

て通則なるべきことについては，例えば Wolf，op， cit.， p.342， n.又 An-

drews， op. cit.， p. 153.参照.

40. Marshall， Principles， p. 99. 

41. Ibid.， p.459. 

42. Ibid.， p. 457. 

43. マーシャル的市場安定の条件は，均衡点の左側jに於て需要価格が供給価格よ

り大なることとして定義せられる (Marshall，Principles， p. 345). この条件

論の占むべき位置につしては第三章で更に論じる.

44. かかる意味での長期の考え方は，マーシャルの Economicsof Industry 

(1879) の「正常」概念に対応するものであり. Redvers Opie (Economic 

Journal， June 1931)が「作用時間」として整理したものである.

45. Marshall， Principle， p. 456. 

46. Ibid.， pp. 456-457 

47. Ibid.， p.805. 

48. Ibid.， p.317. 

49. Ibid.， p. 318. 

50 言うまでもなく，これが「産業供給価格Jであり，そのシュデ、ユールが「産

業供給曲線」を形成するのである.

51. Marshall， Principles， pp.342-343. 

52. Ibid.， p. 373. 
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53.以上すべて Marshall，ibid.， p.460. 

54. Marshall， ibid.， p. 376.そこでの sub-heading.

55. Ibid.， pp. 805ff. 

56. Ibid.， pp.810-812. 

57. "7ーシヤルの特定失費曲線の説明の中にかかる思想を見うるものとするもの

にトリファンがある (Triffin，Monopolistic Competition， p. 177).また An-

drews， op. cit.， pp. 147ff. 

58. これとの関係に於て，われわれは次の如きマーシャルの発言に注意すべきで

ある マーシャルは本来の供給函数は「正常的に生産せられる量とその量が

正常量となる時間の双方の函数」であることを述べ， I数量と価格と時間」

の三次元の空間を考えて， I各曲線が関連せる年に対し予見し得る限りに於

いて正常量になると考えられる数量に応じる点をマーク」して供給曲線がえ

られるべきことをいう (Marshall，Principles p. 809. and its note)但し若し

各数量に対しそれが正常になると考えられる年(時間)に応じる点をマーケ

するとするならば，どうであろうかー

59. Cf. Andrews， op. cit.， p. 145. 

60. ピグーはその「均衡企業」に関し「産業の状況はかかる『企業」の存在と両

立的である」という (A.C. Pigou， Economics of Welfare， 4th ed.， Lond.， 

1950. pp. 790-791) われわれの語法はこれに類する.但し，われわれの場

合には各個別企業のあり得ベき均衡の内容に巾があることを考慮するからで

ある.第三部第二章参照.

61.この具体的な形の解明は第三節の課題である.

62. N. Kaldor， Essays， p.35. 

63. Ibid.， p. 36. 

64. Ibid. 

65. Ibid.， p.37. 

66 乱tlarshall，p.，849 

67. Marshall， Principles， Math. Appendix XIV， p.849. 

68. Ibid.， p. 375. 

69. Ibid.， p.376. 

70.事実かかる可能性のあることを7 ーシャルも指摘している cf， Marshall， 

ibid.， p.374. 

71.これへの言及は例えば次の如きケ所に見られる

Marshall， ibid.， p.392， n.， p.458， n. 1， etc. 

72. Wolf， op. cit.， p.347. 

73. Guillbaud， op. cit.， p. 118. 
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第3節

1. Chamberlin， Monopolistic Competition， pp.84ff. 

2. 但し，この間に於て費用は費用逓減，逓増，不変に応じて変化する.

Chamberlin， ibid.， p.87. 

このいわゆる「接触解」の意義については更に第三部で論じるであろうが，

チェムパレン自身もこれは一つの特殊のケースとしてしか考えていぬことに

注意しなければならない.

3. Chamberlin， ibid.， p. 90 

4. 費用曲線が原点に対して凸なることが条件であることは言うまでもないであ

ろう.

5. チェムパレンによる，このときの最終的均衡の条件は次の如くである (1) 

dd' は iゆ， (費用曲線)に接する (z)DD' はこの点でdd'，PP' 双方に交わ

る.即ちそこには二重の均衡条件が必要とせられる (cf. Chamberlin， 

Monopolistic Competition， p. 93).但し， トリファンはこの第二条件は余分

であるという.けだし均衡は(定義的に)DD'， dd' 双方の上になければな

らぬからというのがその理由である. (Triffin， Monopolistic Comp.， P.32， 

n.27). それは正しいにしても，われわれは，この均衡の二重性を強調する

意味でチェムパレン的表現形式をより有用とするであろう

6. この意味の主張については，例えば Towards，p. 33.を参照せよ.

7. Chamberlin， Towards， p.189， note. 

8. Triffin， op. cit.， p. 22. 

9. Chamberlin， Monopolistic Competition， p. 113. 

Triffin， op. cit.， p. 162. 

10. Chamberlin， ibid.， p. 200; Triffin， ibid.， p. 119. 

カルドア自身の主張については N.Kaldor Essays， pp.72-73，又 p.89.

11. Cf. Chamberlin， ibid.， p.111 

12. Chamberlin， ibid.， pp. 200-201. 

13. Triffin， op. cit.， p. 119. 

14.チェムパレンは，従ってこの点においても不完全競争理論と独占的競争理論

との差があるとするのであるが，カルドアに異論がある. Kaldor， Essays， 

pp.89ff.カルドアは代替品生産の自由は遍満的であるにしても， I特定の場

合に参入がとじている代替品の領域がどれ程のものか」がこそ問題であると

して， I制度的独占」要因を強調するのである

15. Chamberlin， Monopolistic Competition， pp. 201-202. 

16. Triffin， op. cit.， p. 161 and its note 15. 

17.特異なのはパレートである.彼の一般均衡論の体系に於ては利潤がーの未知
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数とされている. Vilfredo Pareto， Manuel d' economie politique， Paris， 

1909， pp.336， 613-617. 

18. Chamberlin， Towards， p. 68. 

19. Ibid.， p.68， n.23. 

20. Ibid.， p.61. 

21. Chamberlin， Monopolistic Competition， p.197. 

22. N. Kaldor， Essays， p.85 

23. Chamberlin， Towards， p.47. 

24. Ibid.， p. 117， p. 125， etc. 

25. Cf. N. Kaldor， Essays， pp. 83ff. 

26. Chamberlin， Towards， p. 52 

27. 独占的競争の理論に於てはこの様にして顕在的及び潜在的競争を通じて区々

なる利潤の分配が確定すると考えられる.かくして定まる区々なる利潤をチ

エムパレンは「ほどほどの利潤Jreasonable profit と名づける (cf.

Chamberlin， Towards， p. 64).それはチェムパレンもいう様に「それをうる

特定企業の限界をこえて考えるのでなければ」その判断をし得ぬものである

ことを特質とする.

28. Marshall， Principles， p. 458， and n. 1. 

29. Ibid.， p. 392， n. 

30. Chamberlin， Towards， p. 53. 

31. Ibid.， p.117. 

32. この点は更に次章て‘論ぜられる.
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章三第 市場分類論

われわれは以上，余りにも商品差別化の存在，商品異質性の存在を強調

し，之を唯一無二の判定基準とすることによって全理論を整理し，遂に全

経済体系と個別企業との中間地帯を無規定・無構造に放置して，ギルボー

をして reductioad absurdumなる非難を発せしめた独占的競争理論の諸

前提を批判的に吟味し価値論としては社会的需要の構造に即する構造的

枠組みの必要なるべきことを論じた。併し乍らその際われわれは専ら右の

問題点に視点を据えて，関聯的に個別を論じる以外は稀少資源の流れゆく

大筋としての市場概念の確立にのみ論を限った。併し言う迄もなくこの大

筋としての枠を流れる稀少資源は決して自然の大河の水の如く，いわば自

づ、からに流れるものではなく，各個別経済主体の各経済計画の樹立とその

実行を侯って流されるのである。そして競争と言う如き市場の構造は「個
註 1

別企業をこえる諸条件Jを含むものでなければならぬ以上，この個別企業

間の諸関係，その相互依存の関係いかんに応じて市場の構造は更にこの面

に即して分類がなされる筈である。加之，専らこの面からする市場形態論

がL、わゆる市場構造論として論ぜられ，これが就中トリファン理論の重要

なる貢献となっているのである。われわれは次にこの問題を特に論じ，以

上の論述に於て敢て暖昧に取り残して来た諸側面を整備しなければならな

L 、。

われわれは産業概念を論じるに当って，チェムパレンが今日(1951年)

独占的競争理論を更めて書くとすれば，その主要なる変更点の一つが「カ

ルドア氏に発すると考えられる需要の交斜弾力性なる極めて有用な概念」
三2

を用いることであると述べたことを既に指摘した。この交斜需要弾力性を

用いて市場形態を体系的に分類しようと試みた最初の人は右にも述べた様

に， トリファンであった。われわれはーと先ず彼の所論から聞かなければ

ならぬであろう。
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第一節 トリファン分類

トリファンにとってはロビンソンについてもチェムパレンについてもと

もに認められる欠陥， I何処に於ても集団聞の関係について論ぜ、られたる
註 l

所がなし、」と L、う不備を補うことが主題であったから，彼の新しい立場

一一企業を素量とする一般的均衡論的立場から，企業間の相互依存関係を

体系的に分類，整理することが何よりも関心事となる。彼はこの課題を処

するに当り，企業聞の競争のチャンネルが価格に限らぬことに注意を促し

つつも，議論を価格競争に限定したけれども，併し価格以外の側面につい
註 2

ての議論は容易に之を補いうるであろうと L、う O 併しこの事よりも彼が在

来のこの面の議論が一般には殆んど全く需要を以つてのみ論ぜられ，費用

の側面が無視乃至軽視されたことを不満として，問題を「販売における相

互依存」と「買いにおける相互依存」とに三分して論じる点が先ず注目さ
註 3

れなければならない。というのもこの点が後に若干の議論への端緒を与え

るであろうからである。

「販売におけるー相互依存」について彼は競争の諸々のケースの分類の鍵を

チェムパレンの「大群JI小群」分類の中に潜むクライテリオンに求め，

aRi ~ ，.ー註4
之を記号的には V.A. ~t を以て不し侍るとし十。但しここに Ri は第 i 企業の

alう 」

利潤，1うは第 j企業の生産物価格である。併しトリファンはこのチェム

パレン的クライテリオンは それが群の概念に結び合って居ることも問題

ではあるが，何よりも彼に独特な「対称仮定」の制約のもとに用いられて

いるために，多占の存否に無縁であることを衝く。これが為めにトリファ

ンは価格変化に対する単純な相対的需要変化を示す係数に代えて「変化の

栢対的需要性を考慮、に採り入れるより sophisticatedな表現」として弾力

性形式を選ぶとともttいわゆる「循環性テストJcirc由討tytest を導

入するのである。その際更に彼は「買いにおける競争の分析と完全に対称

的な分析をなすために」収益 (R)の代りに売上高 (q) を考察するとして，

理論の視点を変更することが注意されねばならない。斯くて彼が分類基準
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に用いる係数(トリファンは之を「相互依存係数Jcoefficient of in-

te巾 pendenceと呼ぶ)は主位であり 金並iであまわれわれは煩雑
qi dρβj dqi 

をさけて

主i担i富島監並i=匂z

qi d.ぁ ，pぅdqi

I!i担i富島s 宣i並i=eij
qj dPi -~l" ゑj dqぅ

etc. 

と記号を定めよう。然らばトリファンのいう所は一方において E なる弾

力性を用いて市場を同質市場と異質市場に，他方において eなる弾力性

を用いて市場を多占的市場と非多占的市場に，分類し，この二種の分類の

組合せの上に諸ケースを整理せんとするものとみられる。そしてその結果
註 7

は之を次の如くに要約しうるであろう O

ei 
Eij O 

0 ① 

キ Oで大

。。

① 

① 

若干の説明を加えよう。彼は Eijの有限値を以て「異質性」に等置し，

Eむの無限大を以て「同質性」に等置する。他方オリゴポリーの本質を Eり

が零とは大きく異なるとともに eijが又零と大きく異なることに求める。

純粋独占は定義的に Eij零，又 ejiは競争相手なしと L、う意味において考

慮の要のないものである。この意味で eji亦零とすれば，①が即ち之であ

り， トリファンのいう「孤立的販売」又は「純粋独占」がそこにある。②

は異質的かつ非多占的市場であり，彼のいう「原子的異質競争」

atomistic heteropolyがそこにある。③は異質的かつ多占的市場であり，

彼のいう「多占的(又は循環的)異質競争Jcircular heteropolyがそこで

は見られる。④は同質的かつ非多占的市場であり，彼はこれが伝統的な純

粋競争であるとする。彼はこれを「原子的同質競争Jatomistic homeopo-

ly と呼ぶ。⑤は同質的かつ多占的市場であり，彼はこれを「循環的同質
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競争Jcircular homeopoly と呼ぶが之が伝統的な純粋オリゴポリーに当

るとせられる。

企業の買いの側における諸々の競争関係が又形式的には右と同様にして

分類整理せられる。要点のみを摘記すればこうである。今や使用せられる

相互依存係数は

W;dVi， r; 
ー」一一(=Ei;) であり，之に応じて多占要素の尺度もVi ð Wj '-~'J 

Vi dW， 
」 ー'i-!-(=ん) であるowj dV

i 
'-~J 

勿論ここに Viは第 i生産要素 W，はそれの市場価格を示す。これらを
註8

用いての彼の形式的結論は之を次表で要約することができるであろう O

eii 
Eij O 有 限

⑦ 

① 

無限大

① 

① 

O 

キ o(大)

①
 

①を彼は「孤立的購入J.②を「原子的異質需要Jatomistic heteropso-

ny④を「原子的同質需要Jatomistichomeopsony⑤を「循環的同質需要」

circular homeopsonyと呼ぶのであるが，それらの諸性質は売りにおける

対応的市場の性質に準じて之を理解し得べきものである。

併しわれわれはこの形式的同一性にもかかわらず， トリファンの論じる

「買いにおける相互依存」関係は売りにおけるそれと根本的に異る点を有

すると考えるのであり，この点を指摘して置かなければならぬ。売りにお

ける相互依存性，就中オリゴポリー性は，各企業が夫々に独自の政策をも

ち得て，一企業の作用は必ず他企業の反応を通ずる無視し得ない反作用を
註 9

当該企業に斉らす点にある。それは決して他者の無意識的反応又は市場の

累積的効果の反作用を本質としないのである。かかる反作用であればいわ

ゆる完全自由競争市場の企業者も又これを蒙るからである。ところがトリ

ファンの論じる買いにおけるオリゴポリーは本来のオリゴポリー性を欠く



独占的競争理論の研究

と思われる。彼は今の場合におけるオリゴポリーの発生を「企業の用いる

要素中の一つ jの量の変化。Viが他企業の使用する各種の要素の価格院

に反作用を及ぼして，これらの企業の再適応が，単純に又はこれらの効果
員千 10

を累積して，逆に最初の企業に作用を及ぼすJ(傍線附加)場合に認め，

「他企業によって用いられる要素 jの価格が最初の企業の〔用いる〕要

素 iの一つの市場に影響を及ぼすとしても，若し，これらの価格 CW;J

がそれ自身としては循環的相互依存に導く程に著しくは最初の企業の行動

によって影響されないならば，多占的困難は生じないて、あろう」と L、う。

番号 i，jは恰も個別企業を示すかの如くであるが，それは要素の種類で

もある。然、らば要素人 j の相関は何よりも先ず個別企業内部の生産プロ

セスの中で，技術的代替，補完の関係を通じて生じる。これは直接的に企

業 i，jの生産的競争を意味しなL、。 トリファンに従って各企業に結合生
註日

産はなく一企業は夫々単一の生産物を生産するものと仮定しある企業の

インプットは他企業のアウトプットであるとするならば，そこには i，j 

聞に価格上の相関を考え得るであろう。特に企業 iが企業 jの生産物の

主要な買手である場合そうである。併しその時の企業 i，jの関係は決し

て買いの面における相互の競争ではなくして，むしろ買手と売手としての

競争関係である。又若し要素 i，jが技術的に完全な代替物乃至それに近

いものとすれば，二者の聞に価格競争がある場合を考え得るであろうけれ

ども，その場合の競争は再び買いにおける競争でなくして，売りにおける

それである。残された唯一の場合は恐らく要素 iが多数の企業により用

いられている時，その使用量の変化が要素 j の使用量に一一累積的に!

一一大きく作用しこれが為めに W;又大きい変化をうけ之が要素 iの

使用を左右する場合であろうが，これは企業聞のオリゴポリーを形成する

ものではない。われわれはこうした意味においてん j を企業の記号とす

ると同時に要素を示す番号とする買いにおける相互依存関係に関するトリ

ファンの議論には承服し難いとしなければならぬ。

こうした困難に気付いてかトリファンは突然にオリゴポリーのクライテ
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リオンを数量，価格関係から，利潤に関するものに変更するのである。之

について彼は「重要なのは一企業がその競争者に及ぼす影響がその収益の

上にでもなく，そのコストの上にでもなく，その利潤の上に斉らす反作用

である。そして他企業からの反作用を決定するものは，第一の企業が他企

業の収益にでもなく，そのコストにでもなく，その利潤にですらもなく，

その価格 産出高決意を改変するについての当否に及ぼす影響である。」
註1.

と釈明し，オリゴポリーの一般的クライテリオンを次に求める。

d7r; d骨ー(1) v..， or v，.， 
aぁ dqj

(2) ~~ (判=0。ρj¥tjJ
A骨

但し πは利潤であり 三」は之を j企業での均衡値にとるのである。勿
， dぁ

論利潤 πは収益 R と総費用 Cの差額として， π=R-Cであるから，こ

の判断基準は需要とコスト双面の事情を勘考することに等しt、。こうする

ことによってさきに述べた買いにおける相互依存の特異性が解消するとは

考えられないが， トリファンは今や企業活動を人為的に売りと買いに分離

することを止めて一つの計画一体としての企業に立帰り，オリゴポリーの

有無をその計画の反作用のパターンにより判断しようとするものと見るこ
註16

とができるであろう O 彼は R から出発して qへ，そして更に πへと視

点、を移したのである。そして需要側，コスト側の事情を共に考えるという

意味で彼は π についてオリゴポリーの総括的判断基準を求めたとする如
註口

くである。

併し更に踊って考えるに 一企業の価格政策の反作用は当該企業の利潤

に於て捕捉せられる。併しこの利潤への反作用そのものは， トリファンに

とっても事柄の終りではなくして逆に始めてあり，之が生iの変化を介
dtり

して及ぼす「価格一産出高決意」への影響こそ，問題とさるべきものであ

ったO 若し第 j 企業が費用不変の固定的生産係数の生産方法を採ってい。π
たとするならば，仮令 が変動し?としても，その変動自身は何ら要素aρ ー

153 
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組合せの変更を伴わず，彼が本来言おうとする(と思われる)要素聞の競

争は生じない。併しそこには「価格一生産高J政策は尚可能である。一見

費用側を考慮に加えたことは著しくクライテリオンの一般性を増すかに見

えるけれども，畢克われわれが必要とするものは売りにおけるそれ， Ezf

及び eji で足るものと思われる。それは必ずしもコスト事情が無視し得る

というのではない。各個別企業のコスト事情の相異は，既述の各企業の

good-wi1lと相侠ちつつ， r企業の大きさ分布」の今一つの決定因として，

具体的には企業の大きさの中に反映せしめられているとみることができる

のである。われわれはこの点において， トリファンよりはむしろピシヨツ
正金18

プ (RobertL. Bishop)に従うものである。彼はここで問題とする「需要

弾力性なるものが適当なその奥にあるコスト・パターンを暗に徴候的に示

すJ(傍線附加)ことを積極的に主張しているからである。

尤もここに傍線を附して注意をした様に，勿論のことながら，E ない

し eにコスト事情は唯 symptomaticallyに示されるのみであるから，コ

スト側の事情が需要弾力性を離れては問題となり得ぬというのではなL、。

この点は更に後に論じるであろう O

第二節 ビショッフ。分類，併せてチェムパレン

の分類論について

トリファン分類に関する一つの問題点の批判を通じてわれわれは自づか

らにビショップに到達した。ビショップは右の如く ，E 及び eが間接的

にせよ既にコスト事情を反映せるものであるとの立場から市場分類論を整

理しようとするのであるが ビショップによればむしろコスト側を敢て考

慮することにより不必要なる混乱が生じると主張するのである。それはこ

うである。彼は価格に関する交斜弾力性の意義を論じて Ejiが企業数に逆

比例すべきことを証明しようとする。差別化されてはいるが緊密な代替品

を生産する n ケの企業があり，各企業の，同一価格での産出高は相等し

く，かつ各企業の自己弾力性 Eiiがすべて相等しいのみでなく，他のすべ
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ての価格コンスタントでのあの変化は残余の企業 (n-l) の販売高に等

い効果を及ぼすとの極めて仮設的な場合に就いて，彼はか一元な

ることを言い，仮令各企業の大さ不同としても価格の微小の引下者に対し

それらの事業の等しい百分比が失われるとすれば，第 i企業によってな

される事業高に対するグループすべての成員のなす事業高の比を mとす

る時，依然右と類同的に

'" Eii 
円 ni-1

丞 l

が成立すると言う。チェムパレンの「対称仮定」を想起せしめる程の一一

勿論全く異るものであるが一一「対称的競争」ともいうべき仮定のもとに

おいてであるけれども，事実かくの如くであるならば，ピジョップの主張

する様に IEji の値は数のスケールとともに生産物の同質性・異質性のス

ケールに依存する。故に Ejiは夫々単独にはその何れに対しでも確実な手

掛りとはならぬ」であろう。事柄は Eji を Eiiとの関係に於て処理するこ

とによってのみ解決せられる。トリファンでの如くに f弘無限大の中に極

限状態としての純粋競争を見ょうとする立場に対立的に，Eji=∞の中に

於て最大の価格的相互依存の存在を読みとり，純粋競争の世界はむしろ

Eji=O (価格的依存性の欠如)の中に之を求むべしとする主張はこの間の

事情を見落したものであるo Eji は確かにある場合においては，企業数の

増大ととも減じうる。 Eiiの増加に比して n又は niの増加が相対的に大

なる場合がそうである。その極限において島iはゼロとなる。即ち純粋競

争が存在する。併しこの事態は，既述の如く，コスト側の事情を暗々にと

り込むものである。純粋競争が一方において Eji無限大の時に考えられ，

他方向ーの世界が島zゼロに於て考えられるという矛盾は， fZzの無限大

を専ら Eiiの無限大から導き，n 又は niから，即ちコスト事情を反映す

る数の問題から切離して理解することによって始めて解決されるというの

がビジョップの立場である。彼はいう， I純粋競争的企業は本来価格設定

者ではなく数量決定者である。故に Eji=∞に含意される極端な相関は何
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らの多占的結果をも有しない……その奥にある適当な費用状態なるものは

確かに安定な純粋競争的均衡に不可欠ではあっても，それらは Ejiニ∞に
註4

より合意される需要関係に矛盾もせず，又之を修正もしなし、」。
註 5

併し之に対してはチェムパレンに異論がある。但しこれはビショップの

批判に対する反批判をなすものと考えられるのでわれわれはチェムパレン

の異論をのべる前にビショップ自身の主張を更に跡づけておこう。ビショ

ッフ。が批判の対象としたのは，チェムパレンが新著「より一般的価値論の

ために」では描棄したもとの市場分類論であったが，それはつぎの如きも

のとして整理される。

Eu 
Ej; 。 >0 

有限

無限

① 

① 

① 

① 

彼は Ejiの零なるか，零ならざるかに依って企業者間の相関(オリゴポ

リー性)を分別し，その零なる場合を「独立的販売J，然らざる場合を「非

孤立的販売」と名づける。他方彼はトリファンと異り，自己弾力性 Eiiの

有限なるか無限なるかをもって商品の異質性，同質性のクライテリオンと

する。それ故に彼にあっては市場は表の如く四種に分類されるのであり，

①が非多占的異質の市場，②が非多占的同質市場，③が多占的異質の市

場，④が多占的同質市場となるのである。彼は之らを順次，孤立的独占，

純粋競争，生産物差別化を伴う多占，生産物差別化を伴わぬ多占と呼ぶ。

之をトリファンの売りにおける相関の分類基準に比較すれば，直ちに明白

な如く，一つにはトリファンの均一一「循環テスト」ーーが捨てられた

代りに Eiiが採用せられている点において，二つには極限状態としての純

粋競争(表において便宜 Ei;=O としたがチェムパレンにおいても厳密に

は Ei;→0 と示されてある)が， トリファンの場合には Eji無限大の枠内

にあるのに反しチェムパレンでは島z零の枠内にある点に於て，著しく二

者相異せることが判明する。チェムパレンが何故に「循環テスト」を不要

au 
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と考えるかの立ち入った理由の解決は後に譲るとして，第二点の形式的相

異のみに関して言えば， Iトリファンは純粋競争を価格についての無限の

交斜弾力性を含意するものとし，差別化競争は之をこの係数が単に有限の

値をもつことを含意するものとするが，チェムパレンはこの何れの場合に

も交斜弾力性は零(又は大体零)でなければならぬとする。明らかにどこ
註 7

かで何かが間違っている」と言わなければならなL、3

ここにビショップの問題が始まったので、ある。そこで彼は既述の如き用

具と論理を以て，先掲の帰結を導いたのであるが，その際彼はチェムパレ
話 8

ン的論理構成は次の如きものであるとした。即ち純粋競争において Eji零

との理論は三段に分れる。(一)純粋競争者が多少とも多くを販売するために

価格を僅か引下げる時，彼は何よりも純粋競争安定のために必要とされる

コスト及び供給の条件のために，巨大な事業増に適応することができな

L 、。(二)故に仮令その価格引下げ者のうる数量が可成りのパーセント増すと

しても，多数の他の競争者の任意の一人がうる量の減少は無視可能量であ

る。(三)任意の二人の純粋競争者間の交斜弾力性はそれ故に零，又は齢くと
主主 9

も極めて少である。この第三段階の論理にもビショップは一つの誤りがあ

るとする。即ちそれは仮令第 j企業の売上げ qjの変化が微少としても，

それを惹起した第 i企業の価格あの変化がより一層微少量なることを忘

却した論理で、あるとするのである。かかるビショップの批判に対する一つ

の答えとしてチェムパレンの新しい立場が提出せられたと見うるのである

が，それは彼の旧来の主張を多々変更せしめたものであった。

チェムパレンはもともとトリファンによる独占の定義 Eji=O が本来独
-註10

占の意味すべき事態， I供給の支配Jを示し得す， トリファン的独占者は

「競争から解放されてはいない。彼は彼の適応の効果が他者の聞に分散せ

られて他者は誰一人としてそれを大きくは感じないと L、う意味で， I孤立」
註 11

しているに過ぎなし、」ものであることを不満としかっトリファンのいう

異質的競争 (Eji有限の場合)においても，同質的競争 (Eji無限大)の場

合においても， 42はともに零に近づき得ることをも指摘しつつ， トリフ

-157 
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アンを批判し去ったのである。加之，オリゴポリーの本質は彼にとっては

「単に非孤立Jを以て足り， トリファンの如く「多占的問題を特徴づける
誌I3

ポーカー・ゲーム的要素に若干の余地を与える二方向的相互依存」を強調

して「循環テスト」を用いなければ存在を認識し得ないものではなL、。こ

こにチェムパレンは匂による区分を捨てて， f52及び Eiiによる区分を提

案したのであった。併し乍ら彼は，恐らくビショップの批判を吟味するこ

とによって，今やこうした分類の試みを全体的に不正確なるものとして潔

く断念しようとする。それは必らずしも，この種の試みが必然価格ー数量

関係に限られている為，より重要なる諸側面一一殊に主観的推測が市場の

結果と一致し得ぬ点，非価格的競争が無視されている点，潜在的代替品(参

入)の問題が問題とされていぬ点等 で捕捉されるのでなければ市場的

相関について何事も語り得ぬからというのみでなく，交斜弾力性による分

類そのものが不正確なりとせられるが故である。

彼の今や採ろうとする立場は彼により次の如く説かれている。何よりも

トリファン的分類の方向は， トリファン自身がよって以て立発点としよう

としたチェムパレン自身のもともとのクライテリオンを不正確に記号化し

たものであった。「正確な(かつ完全に一般的な)売手孤立化の判断基準

はある他の売手のなずであろう任意の適応(価格，産出高，生産物乃至販

売費用の)が当該売手に対し無視可能な以上の衝撃をもたないということ
註15

でなければならぬ」。この衝撃は正常的には利潤の上に加えられると考え

られるけれども，その場合クライテリオンは I1Ri宇Oでなければならず，
δ~R; 
3f宇OであってはならなL、。仮令企業間の非対称性を考慮するにしても，….  

そん主主盆であるべきではなくして 主主与0 でなければならない。Riδ1Jj -~- '-1.，..' d-o '¥ .......... '-， Ri 

更に若し買いの面をも考慮するとして R を qに代えるとしても，それは

あ δqi-r:，-'p' -"1"" 1 -l-~~i'"~ d1q 」 7」であってはならす~'1'でなければならぬ。斯く論ずるチェムパレ
qi ~ρ'i qi 
ンの胸中には，一つには「企業 iに対する有限の結果的衝撃を伴うある

有限の価格調節」が議論の対象であり，微分小的変化が実際には問題とせ

られるのではないとする考慮が顕在する。併し他方一つには，ビショップ
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が微分小的変化量の扱いに関して論難した論理的困難を回避せんとする配

慮があったものと推察することが出来る。しかしながらただこれだけの事

からしては必ずしも弾力性形式を取り得ずとするには充分でない。むしろ

弾力性形式をとらずとすれば収益と価格間の測定単位の恋意性を残存せし

める。測定単位に独立な企業者決意の方向を判断する為には，単純な

d.Ri T1 '-'- d.q ヂヤE71又は J ではなくしてまさしれらについての弾力性形式を使用し
・‘11

なければならぬと考えられる。唯単に使用するべき諸量が微分小的変化量

であってはならず，有限の変化量でなければならぬとするのであれば，我

々は点弾力性形式に代えて孤蝉力性形式を用いるべきのみである。

しかしながらチェムパレンは依然として単純な総量に対する変化量の比

率をもって論を進め， E21 無限大(トリファンの純粋競争のカテゴリー)

、 ð.qi~{\ L ，->-~A=hhl~ と例えはー」宇Oとは論理的人充分両立しうることを主張しようとするの
qi 

である。即ち例えば第 1企業の費用逓増の為めに企釣宇Oであるならば彼

の用いる単純比率は概略零であるにもかかわらず， EZ1 は無限大である。

従って又先に述べたビショッフ。の批判に対しでもチェムパレンは「第 j

企業の費用逓増曲線はその適応の絶対値はこれを左右するけれども，一つ

の微分値である係数 (Eij) には影響しなし、」としてその批判の当らざるこ
註16

とを言うのである。

しかし他方において同時にチェムパレンはなお競争過程における「数J

の問題にこだわりをみせてこれとの関係において極限としての純粋競争が

事実二つの異る交斜弾力性の値をとる事はむしろ当然、の事であると論じ

る。彼は「我々が求めるものは極限に近づく時の係数の極限値であるから

どの様にそれに近づくかという問題は回避せられ得ない」と言よ7 一定の

多数の企業者に関して需要弾力性無限大の極限において Eijfま無限大，一

定の高度の需要弾力性に関して企業数無限大の極限において Eijは零に収

束すると主張して，ここでも異った観点からではあるが Eijの無限大と零

とは互に矛盾するものでもなく，又互に排斥しあうべきものでもないと言

う。
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かかるチェムパレンの主張は事実純粋競争なるものが現実には決して存

在せずーの概念的極限状態としてしか把握し得ないものであることを強調

しその極限値への収束のプロセスが併せて考究せられなければならぬこ

とを明かにした点においてこれを高く評価しなければならないものである

けれども，併し若し彼が言う如くにその収束のプロセスの異るに応じて純

粋競争と言われるものが事実二つの相異る極限値を有するのであるなら

ば，ーは零，ーは無限大なるこの二つの極限値は同一の事態の中で如何に

して併存しうるのであるか。一見矛盾無き事が論証せられた如くであるけ

れども矛盾は依然として厳存すると言わなければならない。飽くまでも二

者の併存を主張するのであるならば，チェムパレンにおいては二つの純粋

競争概念が存在するというほかはないであろう。先に述べた如くビショッ

プは， I対称的競争」仮定とも言うべき特定の想定下においてではあるが，

この困難を専ら自己需要弾力性 Eiiのみを用いる事によって解決しようと

した。この場合における自己需要弾力性は「売り手が売ろうと欲する意志J

とは別個の産業需要についてのそれでなくてはならず，この需要弾力性が

純粋競争のもとにおいて無限大の値を取るということはこれを企業者数乃

至コスト条件とは一応別個に導き出されなければならなL、。

ビショップはこの点を次の如くに論じる。仮定に従ってすべての各企業

の販売曲線は各企業の課するすべての生産物価格の函数であるとし，且つ

各企業生産物はすべて同質であるとするならば，他のすべての価格を不変

とした場合第 i企業の価格 ρzの微分小的変化は必ずや他企業 jの数量 qj

のあるかなり大きい有限量の変化を生ぜ、しめるに違いない。微分小的価格

変化に対する有限の数量変化は事実上無限大の交斜価格需要弾力性を生ぜ

しめる。商品の同質性に鑑みて iと jの区別を捨象すれば自己需要弾力

性も又当然に無限大である，と L、ぅ O しかしかかる議論からするならば，

Eii， Eij は共に同時に無限大である事となり，純粋競争と純粋多占との区

別の根拠は全く，価格需要弾力性に関する限りにおいては，存在しなくな

る事明白である。そこでビショップは更に純粋競争下における個別企業者
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の当面する水平的需要曲線の存在を根拠づける為に彼のいう「数量係数」

一一われわれは既にこれを E として使用した を援用するのである。

即ち彼は「……純粋競争においてのみ企業は(大体)水平な需要曲線に直

面すると言われる時 これは『他のすべての量コンスタントJで需要を

定義する一つの仕方なのであるが一一向は大略零で，その逆転(価格変
五18

化に対する数量変化の弾力性)は大略無限大」であると言う。これに対し

て純粋多占等の場合には内の値がかなり大であるとせられる。

L 、かにしてであるか。更に之を証明するためビショップは同質的生産物

の等量を生産する nケの企業を仮定し

(詰)(~) = (を)(す)=叫

の式を導き，更に企業の大きさが同一でない場合につレても同様な式

ρu n
 

一一
Q
一
p

v一的
を導く O 但しここに Qは総生産高であり ，Q=nqi又は Q=nめであるo

Pはすべての企業に共通な生産物価格である。これらから彼は Ieii， ejiは

1 
産業需要の『数量』弾力性の 倍に等しし、」との結論を得，これに脚註

ni 
を附して更に「価格弾力性←ー但し他の数量コンスタントー←ーで言えば企

五19

業からみた弾力性は産業弾力性の ni倍になる」と L、う。かくして彼にあ

っては白及び匂sは再び企業数に依存するのであるが niの増大に応

じて事実 eii，eji が小となる為には産業需要の「数量」弾力性が異常に大

でない事，そして右に引用した脚註から察すれば「価格」弾力性が異常に

小でないことを要する事を指摘している(彼の式から明白であるが)から，

eの企業数への依存性は単に陰伏的に過ぎずとするべきである。企業数の

奥にあって究極的にそれを定めるものは産業需要曲線そのものであると見

なければならない。

併しこれから見ればビショップは必ずしもその試みに於て成功したとは

言い難いのではないか。彼が本来証明しなければならなかったのは，純粋
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競争及び純粋多占の同質的市場に共通と彼によってみられた E;;無限大を

更に分別するに必要なるクライテリオンでなければならなかった。勿論彼

はそれを e;iの殆んど零なることに求めた。併し右に見た様にこの論証の
註20

中途において彼は内を Eii と逆数関係にたつことを前提として， Ezz宇O

なることは取りも直さず Eii宇∞なることなりとし， euの殆んど零なるこ

との証明を以て純粋競争下においてのみ個別企業者の水平なる需要曲線が

存在することを証明し得たとした。若しもともと純粋市場多占市場におい

て Eii無限大ならその逆数としての eii零なるべく ，eii宇Oは何ら純粋競

争の特長的メルクマールで、はない。二者互に逆数なりとする限りビショッ

プは聞いを以て聞いに答えたものと言うべきである。それのみではない，

むしろかかる論理は逆に一つの矛盾を導くものと言い得る。今彼に従って

その最も単純な等量生産の同質財の場合を考える。価格弾力性から得られ

る「企業数等価」は

nこま-1

社21

であった。この同じ nを数量弾力性から求めたとすればそれは

d(log P) 
d(log Q) 

n=-Z一 (但し P=ム=あ)

である。若し eと E が逆数関係にたつものと仮定するならば

d (log p) 

n=Eii-1=塑笠皇L
eii eji 

であるが，式から明らかな如く企業数に nは一方では ejiに正比例し他

方では eji に逆比例する。斯ることはあり得なし、。更に今若し彼とともに

完全同質財の場合にはの=ぬなりと仮定すれば，その時 n=Oであり，

d(logρ) 一
一一一"~， ~O なる限り e; ∞であるべく，彼の求める eii=Oは結果しなð (logQ)~V ''''....'-... '01， ~tlー

いのである。かかる非論理はーに彼が本文の他の個所では二者が通常互に
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他の逆数でないことを強調しながらそれにも拘わらず，eと E を互に逆

数なりとする論理の矛盾を示すものである。故にわれわれとしてはこの非

論理性を避ける様，eと E とは互に別個のものであり決して互に逆数関

係にたつものでないことを銘記して，ビショップの所論をよむべきであり，

若し彼がし、う如くならば彼は E をL、L、ながらそれと同時に E を言う必要

はなかったと言うべきであるO われわれは E はむしろ之を需要の側に関

心するものとし，eは主として「数量調節者」としての企業のコスト構造

を仮装的に示すものと見るべきではなかろうか。

この点を除くならばビショップが e又は E を以て企業聞の相聞を分類

するに当り，常に需要の側の制約の底に 暗黙的にではあるが企業のコス

ト構造を念頭におこうとしたこと一一陽表的に之を扱うことには寧ろ反対

したのて、はあるが，そして又 E の取扱いにおいて「数量」の本質を忘却

し数量を価格に還元せんとして失敗したのではあるがーーとともに，個

別企業の行動限界を常に窮極的には産業曲線に求めようとする点は注目す

べきである。

われわれはざきにカルドアを引証しつつ，勾配をもった産業需要曲線か

らいかにして水平な個別企業需要曲線が導出されうるかを論じて，これと

同様な見解を取った。この意味でわれわれはビショップの主張の主旨にお

いては之に同調しうるのであるが，商品の異質性を強調し産業乃至群を否

定するチェムパレンあるいはトリファンにとってはこれは重大な修正を意

味するものであるとしなければならぬ。ビショップの市場分類論はそれ故，

形においては一部チェムパレンに似，一部トリファンに類似する如くでは

あるが，その内質においてはそれらのものと性質を異にするものとすべき

である。彼の市場分類の結果のみを要約して表示すれば次表の如くなるで

あろう。

Eiiが財の異質性，同質性を区別する。 Eii無限大はその同質性を示し，

Eii 有限性はその異質性を示す。これに対し一芝は‘“‘Nu叫I

equivalent" として企業数の大小を測る。他方向は多占的相互依存性の
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Eii Eii 
一今αD 〈∞

Eji eij 

大 宇 O ① ① 

① ① 

大 ⑦ ① 

大小を測る。但し同質的及び異質的商品の極限の場合に於ては定義的に

向=eii なるものと考えられる。然らば①の極限に於て純粋競争が，②に

於て非多占的同質競争が，③に於て同質的多占，その極限に於て純粋多占

が，④に於て著しい差別的競争，そしてその極限に於て純粋独占が，⑤に

於て非多占的異質競争が，⑥に於て多占的異質競争が見られると言える。

併しビショップ自身の用語法では①に②の一部を含めて「純粋競争に近き

場合j，②の一部と③を合して「純粋多占に近き場合j，④と⑤の一部をも

って「著しい差別的競争乃至純粋独占j，①の一部と@をーにして「著し

く差別的なる多占」として述べられている。

第三節 パパンドルー，シン，ローゼの分類論

かかるビショップの市場分類論を通じて見られる特徴的な一事は，企業

数，従って又諸企業のコスト条件が各所に於て先ず問題とせられながら結

局に於ては議論の奥に追いやられて問題が常に必ず需要の価格弾力性又は

数量弾力性をもって処理せられたかの観を呈していることである。併しな

がら個別企業のコスト事情は果して斯くの如く議論の裏面に於てしか役割

を果さないものであろうか。われわれは先に個別企業の大きさが一つには

good-will，一つにはそれのコスト事情によって決められるべきことを論じ

た。それのみではなL、。チェムパレン自身も言う如く「企業 iの孤立性

をテストする場合には 1の〔開始した〕この動きは 1の関心と行為能力

のうちに存するところのものとの関聯に於て考えられなければならなL、」
..il 

ものである以上，コスト側の事情は各個別企業の供給能力の形に於て市場

分類論の中にその所を見出さなければならないと思われる。この問題を始
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註 2

めて明確にしようとしたのはパパンド、ルー (A.G. Papandereou) である

が，彼はこの問題に処する為に一つの新しい係数， f侵入係数JCoeffi-

cient of penetrationなるものを提案した。これはチェムパレンが上の発

言にも拘わらず(むしろそれに忠実にと言うべきか)可能性と現実性とを

観念的に区別せず，常に現実的・事実的な供給乃至生産能力のみをもって

論じようとしたのに反し，可能的・計画的供給能力と現実的・有効的能力

とを明確に区別して，市場分類論にとり問題であるべきものは後者である

とするものであって，この点チェムパレンと異るものと言いうるのである。

パパンド、ルー自身はこの係数を説いて次の様にいっている。「交斜弾力

性(トリファン係数)は，ある価格変化に伴って需要単位がある買手から

他の買手へ移ろうとする心構えを描き出すものにすぎないと L、う意味に於

て，可能潜在的な変化を測るものである。新しい係数は価格引下げによっ

て需要単位を誘引し供給単位をもってこれを充足し得る企業の能力を考意

に加えなければならなL、」。要するにそれは資源の完全な移動可能性がな

く，速度無限大の生産能力適応性がない限り，価格変化に伴う計画的需要

の総量が必ずしも有効需要としては充足せられ得ぬ事実に留意しようとす

るものである。このパパンドルーの係数はさきの Eijを用いれば，

RqifJj=Ksij 

として之を示しうるものであるが，ここに島は「企業 jの価格変化に伴

って jに移動しようとしている需要単位を供給単位に依って充足すべき j

の生産能力の指数」である。通常 1>島 >0と考えられるが，特に民=1

なる場合にパパンドルーの「侵入係数」はトリファン係数に等しい。併し

パパンドルー自身も認める様に， fEは極めて種々なる要因によって規定

せられるものであるけれども，併し就中特には，(l)Ejリ(当該企業の提供す

る財の自己弾力性)及び(2)その企業の総費用曲線の弾力性に依存するもの

とし得るであろう O 唯不幸にして，その正確なる依存関係を厳密に規定す

ることができないのである。

僅かに(1)の小なる程， (2)の大なる程， }号は大であろうから， fKは産
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出高一支出曲線の弾力性の増加函数，かつ需要弾力性の減少函数」と L、L、

得べきのみである。殊に仮令かかる K を以て大略の侵入又は参入の程度

を測り得るものとしてみても，猶旦企図せられた侵入と完成せられた侵入

との聞に経過すべき時間の存在 タイム・ラグーーが K の有効性を大き

く左右するであろうから，K を何らかの厳密な定数として論じることに

は→層の困難が伴うとしなければならなL、。ビショップがこのパパンド

ルー係数については僅かに脚註で触れるに留まり，之を敢て使用しないの

も，一つにはこの K のもつかかる不明確性によるものと L、し、得るであろ

う。かかるありうべき種々なる反対にも拘わらず，われわれはこのパパン

ドルーの係数を市場分類に際しての一つの分類基準として保留しようと思

う。即ちわれわれは仮令暖昧・不充分なりとしても，需要状況により許容

せられる諸企業聞の相互依存関係を示すメルクマールと共にその依存関係

に即応しうべき有効な企業能力の制約からくる有効な相互依存性を示すメ

ルクマールを別個にもつべき事が必要だと信ずるからである。

さて再び最初のトリファン係数にたちかえろう。一般にこの係数につL、

ては更に次の如き欠陥が指摘されているのである。今彼のいう同質的競争

の場合について，他のすべての企業の価格動コンスタントとするときに

第 i企業がその価格 ρzを，極く僅か引下げるのではなくて逆に極く僅か

でも引上げる場合を考えてみればの売上高(又は収益)はひじように

大きい減少を蒙り，それは零又は殆んど零にまで低落するであろう。併し

他方他企業 jは多数の中の一員として，iの蒙る壊滅的打撃にも拘わらず，

その受けとる市場分け前は極めて微々たるものに過ぎないであろう。従っ

てこの場合に於ては Ej;は無限大とは異る値をとるものとしなければなら

なL、。

若しこの場合にも猶無限大の値を保持すべきものであるとすれば，それ

は島zがではなくして， Euがその値をとると言わなければならぬ。この
註 4

ことはチェムパレンによって指摘せられた収束の仕方と言うよりは，交斜

弾力性係数を用いるに当っては更に価格変動の初期条件を明確にしなけれ

166-



第 2部 独占的競争理論の基本的諸仮定の批判とその再構成

ばならないことを物語るものである。シン (TunThin)は一般にこの点を

次の如くに処理しようとする。

「初期価格付は ρ?に等しい。若し二人以上の売手がL、るものとすれば，

彼らの価格はすべて市場価格 f に等しL、。然、らば……XiCわれわれのの〕

は新価格到<ρ?で ρ?不変のとき，即ち企あくOかつ企ム=0のとき，零，

又新価格針 >P'iで何不変のとき，即ち企ρi>Oかつ企あ=0のとき零と

なるであろう」。

かくてシンは価格引下げと価格引上げの二つのケースは寧ろ異る市場を

示すものであるとするのである。彼のいう理由はこうである。第一ケース

(企あくo6Ti=0) は jの生産能力が拡大可能なることを前提とするに対

し，第二ケース (6ρi>O，6Pj=0)は逆に jの能力が大ならざることを必

らずしも条件としないのであり，二者において許される競争の内容が異る

からであると。更に言えばこうである。この何れの場合にも上の初期条件

内においては Eは， EZ1又は Eiiとして，零であるが，Eji (シンは Eijの

形を用いるが Ejiを用いる方がよいであろう)が iゆi>Oに対し企qjキO

で大であるためには iの生産能力の拡大を要し， 6ρzくOに対し企qjキO

なるためにはかかる条件を何ら必要としない，というよりも事実，既述の

如く ，6qj=0 であって，問題はむしろ価格引上者自身の売上高の変化

6qiがどうなるかが問題でなければならなし、。前者の場合については既に

之をトリファン係数について詳論した。第二の場合を更に論じなければな

らない。之がシンのいう様に実際に別個の市場として論ぜらるべきかどう

かには疑問がある。けだし第二のケースは第一ケースについて問題とすべ

き生産能力についての条件を単に条件としないというのみで，殊更に別個

の条件を要求するものではないという意味で第一ケースと両立し得るし，

仮令第二ケースが第一ケースとは異る条件を許容し得る意味て、新たなる問

題を含むにしても，われわれはこれを企業聞のコスト構造として考えうる

からである。併し交斜弾力性を以て企業聞の諸々の相互依存関係を区分せ

んとする場合に，この価格変化方向のいかんによる交斜弾力性の差異は之
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を看過し得ないであろう。

ρz引上げの時にも Eji=∞であるとする一つの試みがローゼ (Klaus
五7

Rose)によって述べられている。それはわれわれが先に述べた iゆi>Oに

基く他企業による市場分け前の増 d.qjをd.ρzに比しては相対的にはより

大とする形式的有効性を根拠にするものであり，さきにビショップが同質

的競争下の Eiiの無限大を証明せんとしたのと同ーの論法である。ビショ

ップにおいてかかる論法が事態の本質解明には不充分であった様に，今の

場合にも又この論法の形式的正しさは之を充分の論拠とし得ないと思われ

る。事実ローゼもいう様にこの同ーの論法を以て依然として価格引下げ時

には引上げ時と異る交斜弾力性が得られることが示されるのであり，右の

論法の「形式的正しさによって，この種の範例が価格上昇と価格下落の作

用の本質的相異を見出すのに適したものであるに過ぎないことを見誤って

はならなし、」とすべきであろう。そしてローゼはかかる困難を回避するた

めには「無限小でなく有限の価格変化を用いるのが合目的的」であるとし

て， I市場形態の分類には経験的に測定可能な孤弾力性(平均弾力性)を

用いねばならぬ」ことを提唱する。シンも又一種の平均弾力性を用いてい
9

0

 

d

る

われわれも又さきにチェムパレンの主張に関聯し孤弾力性形式の有用性

を認めたのである。必要であるならば之を用いるべきであるが，併し仮令

平均弾力性を用いるにしても尚且残存し得るとする，価格引下げと価格引

上げとの二方向での弾力性の相異は一体何であろうか。既に述べた様にシ

ンは的確にもこの二つの場合については「生産能力Jに関し異る仮説の必

要なることを指摘したのであった。価格引下げ時にも若し充分の生産力拡

大が可能でないならば，現実の需要の移動はそれに応じて異る種々の値を

とるであろうし価格引上げの場合にも若し j 企業が単純に需要変動に

受動的適応をするだけでなく 何らかの積極的反作用をとるとすれば，こ

れ又「生産能力Jのいかんに応じて現実の企業聞の相関の姿は区々なるも

のであり得る。二方向において弾力性に差のあることは重大であり，之を
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認めなければならないけれども，そのよって来る原因に即して之を考える

ならば，それは供給構造を主因として決定せられる「侵入係数」の問題に

還元されるものと思う。それ故何故に価格引上げ時に Eijは価格引下げ時

と異る値をとるかの事情は，売手の数大にしてその各自のうる売上高の利

得が極めて小なることであったが，この同ーの事情は正に市場の相対的分

け前小で，各企業の相対的生産能力又小なることとして， I侵入係数」の

中に表示せられたものに他ならないからである。併しわれわれは当面更に

E の二方向での差異の問題をそれ自体として追及しなければならなし、。

扱てこの様にしてトリファン係数に初期条件を明確に持ち込むとき事実

価格の上方への釆離と価格の下方への議離について夫々別個の交斜需要弾

力性を考えねばならぬとし，上方議離については同質的競争者に関する

Eji が無限大ではなくして事実上零なりとすれば，この場合(Lゆz正の場

合) トリファン的分類において純粋独占と純粋競争の区別が消失するに到

るであろう O われわれはこの点に関してチェムパレンの旧分類を想起する

ことができる。彼の場合においては島zが零のもとに純粋独占と純粋競争

が同居していたのであるが，今や之と同一の事態が出現するのである。わ

れわれは何らかの基準によって之を分類することができなければならぬ。

チェムパレンは旧分類の要約表が示す如く，この二つのケースを夫々の場

合に関する Eiiの有限なるか，無限なるかによって分別しようとしていた。

尤も既に述べた如く現在チェムパレンは，全く別の根拠からではあるが，

E による分類を捨てたとも見得るから，これは必ず、しもチェムパレン批

判とは言い得ぬ点があるであろうが，自己需要弾力性を分類基準として持

ち込む事には疑問があり得る。それはシュナイダー(ErichSchneider)も

主張したと言われる様に，今われわれが論じつつある分類論は「売手間の

関係」でなければならないのであり，この関係を測定するために自己弾力

性を持ち込む必要は一応ないとしなければならないであろうからであ京

チェムパレンはこのシュナイダーの主張に対して，若しそうすると純粋競

争問題とオリゴポリー問題とが同一視され，純粋競争において何らの競争
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なしと L、う混乱に導かれると答えたと言われる。併しそれは他に何らかの

判断基準がなければならぬことを強調するのみで，必すe しも積極的に自己

弾力性の採用を根拠づけるものとは言い得ない。チェムパレンが Euの大

小L、かんが財の異質性，同質性を示すとすること自体にも問題がある。併

し当面その有限なることが独占を，その無限なることが純粋競争を示すと

すること自体にも問題があるであろう O それは個別企業の直面する需要曲

線の勾配を以て二者を区別せんとするものであり，産業需要曲線が即企業

需要曲線である独占の場合は別として，前者が裁然後者と別個な純粋競争

の場合には E時=∞は純粋競争の結果を表示するに過ぎず，純粋競争市場

の構造を示すものとはし難いからである。われわれはこの E;i=∞なる事

実を産業需要曲線一一これは常に勾配をもつものであるーーからいかにし

て導出し得るかに若干の労を払ったのもこの為めである。 Eu=∞ を純粋

競争のクライテリオンとして持ち込むことは証明なくして之を定義するも

のと言うべきである。ましてやそれは財の同質性，異質性を区別すべき指

標ではないであろう。

斯くてチェムパレンの提出する基準を採り得ずとすればいかにすべきで

あるか。之に立ち入る前にこれと同一の問題が実は更に次の形において存

する事実に注意しよう O トリファンに於ては f弘の有限なることが財の異

質性のメルクマールて、あった。併し今彼のいう「原子的同質競争」の場合

を考える。そこでは島z無限大かつ匂z零であった。ところが価格引上げ

(L¥ρ;>0) に関しては Ej;キ∞であるとするならば，原子的同質競争と原

子的異質競争の区別も又この場合について分別不可能となるのである。こ

の事実は一層強く価格引下げと区別して価格引上げの場合には新たなる一

つの基準を必要とすることを物語るものと思われる。ローゼ、はこの新たな
丘!4

る基準をフェルナー (W.Fellner)の「上方交斜弾力性」及び「下方交斜

弾力性J upward and downward cross-elasticitiesなる工夫に之を求め

うるものと L寸 O われわれも又ひとまずこの見解を受入れるであろう。け

だしこれによって始めて トリファンが明確にしなかった種々の副次的条
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件を初期条件との関係において導入することができるであろうからであ

る。

併し乍らわれわれは之を以て事終れりとすることはできなL、。更に次の

如き問題があり得るからである。再びトリファンの「原子的同質競争」を

とり上げよう。これにおいて価格引上げに関する交斜弾力性を考えれば

Eij は既述の如くむしろ零と考えられる。他方彼の「孤立的販売」に於て

Eij は零であった。彼の分類による同質財が価格引上げによって突然に同

質財から異質財に転化するのであるが，これによってはわれわれは同質市

場で供給せられつつあった財と孤立市場で供給せられつつあった財との関

係については，それが価格関係のいかんにより供給者聞の反応の差異を招

来するであろうということ以外には，何ごとをも知り得ないのであるc 之

と相似た事情がチェムパレンに於ても見られるであろう。チェムパレンに

於ては財の同質性，異質性は既述の如く Eijでなく Eiiにより判別される

のであるが，之がそのクライテリオンとしては満足し得べきものでないこ

とも既述の通りである。従って彼において Eijは財の同質・異質の問題で

はないけれども， E21 について右の如き事実が認められるとすれば，チエ

ムパレンの場合には価格を引上げるか引下げるかによって非多占的同質市

場の売手は非多占的市場と多占的市場との聞を往復するであろう。これら

のことは畢寛 Eりが，仮令それがどの様に用いられるにしても，つまりは

個別企業聞の主観的評価ないし態度を表示するに過ぎないことを物語るも

のである。勿論殊にはマクラップ (FritzMachlup)により強調されている

様に，市場分類論に於て用いらるべき弾力性は観察者のではなくして売手

の判断内にある「主観的弾力性JSubjective elasticityて、なければならぬ

であろうけれども，併し尚価格の微量の変化に伴って同一財が同質的なる

ものから異質なるものへ急転換ししかもそれが経済的な財聞の代替関係

について無縁であることは許され得ないであろう。

一般に経済学でいわれる諸財の代替関係なるものは単なる購買力の争奪

に関して諸財が必然、に，ーをより多く求めれば，必ずや他に残される購買
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力は小となるとの意味において，代替関係にある事実を言うものではない。

かかる購買力の争奪の中にあって尚且認めらるべき代替の度合いである。

それは一応売手側の価格政策とは独立に，売手のではなくして買手の，主

観的財評価の中にその根拠をもつであろう。近代経済学はこの主観的評価
註16

の関係を需要者個々人の，価格とは独立な， I選好函数Jpreference 

functionとして表示し，いわゆる「無差別曲線Jindifference curveの勾

配の中にその尺度を求めようとしていることは周知の通りである。ワイン

トラウプ (S.Weintraub)，アレン (R.G. D. Allen)等により「代替の弾力
註17

性Jelasticity of substitutionといわれるものがそれである。この弾力性

はワイントラウプに従えば，之を次の如く表示することができる。

_< d( {)δ(よ)MRS _< ~ ¥ 1 )δMRS ~\I 
LJ-'-'_ ・ 一

句({)而一元Z
但しここに Iは第 i企業の生産物，]は第 j企業の生産物，MRSは

(千) に対応する限界代替率(無差別曲線の勾配)である。勿論この EA
の値が具体的にL、かなる値のものであるかは この弾力性の測らるべき点

の指定を待たなければならないという意味に於レて，各需要者の所得と各

財の価格に更に依存はするであろうが この弾力性自身は価格を離れて存

在するものである。そしてこの EZ零のところでは二財聞に代替性なく，

E~ 有限のところにおいては二財は互に異質ながらも一定の限界内におい

て代替可能である。更に E~ 無限大の領域において二財は完全同質的であ

るo けだしその範囲内では仮令どの様に(千)が動いてもそれに対応する

MRSは終始不変であり，二財間に何らの選好も存在し得ないからである。

理論経済学で一般に認められているこの代替関係の尺度E;とトリファ

ンの Eji とは何らの関係をも有していなし、o ~ 、う意味はこうである。前者

は買手の側における財貨聞の主観的評価に基く代替の度合いを測るもので

あり，後者は之に反し売手の側における諸財の売上げに関する主観的評価

を示すものである。ーは諸財の代替の度合いとして正に財の同質性と異質
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性を測るものであるが，他は諸財についての購買力の争奪可能性の度合い

を売手の側から測るものである。われわれはこの意味において同質性，異
註19

質性のメルクマールとしては，ローゼとともに，島zでなくて Eiをとる

べきものとするであろう。勿論このことは島zが全く無用なることを意味

するものではない。時を以て財の同質，異質を区分するとしても，その

限定の内部に於て需要者の有する購買力争奪の関係に関し「企業聞の相互

関係」は種々のケースに分類されなければならないのであって，この側面

においてこそ島zはその役割を担うべきである。われわれからみればトリ

ファンはその係数の役割を誤認したと言わなければならなし、。チェムパレ

ン亦同様であると言えよう。

この代替弾力性係数を市場分類論にとり入れるべしとする提唱は，前に

も触れた如く，ローゼ、によってなされたものである。併しローゼはこの係

数ーーそのものというより之に近きものといってはし、るがーーを採用する

ことによっても，困難は必ずしも消滅しないというが如くである。彼は次
註20

の如き設例を以てこのことを説いている。 r財 aの千単位と ，a と同ー

の財 bの25単位が買われているとする時 bの価格引上げにより需要が

全部 G に移るとしても，購買増は見るべき程のものでなL、。代替弾力性

は殆んど零である。関係を逆にして b価格の引上げにより千単位の b

と25単位の G が移動されれば，aの需要は大きく上る。係数は今や(殆

んど)無限大である。この二つの場合弾力性の値は，供給される生産物が

使用者の側からみて，即ち経済的にみて，同質的であるのに，全く反対で

ある」と。彼はこの矛盾をまぬがれるものとして価格に独立な代替の弾力

性を採用すると L、うけれども，併しそれはそうではなくして，同ーの事情

は代替弾力性についても存在すると言わなければならない。彼のいうとこ

ろは確かにその通りであるけれども このことは唯単に，横軸に fを測

って限界代替率曲線を描いた場合，その横軸上のどこで代替弾力性を測る

かにより ESの異る事実を言うものにすぎず，代替の弾力性が異るのは何

ら異とするに足らないことである。原点に近きところで二財は完全異質で
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あり，原点に遠きところで二者は逆に完全同質であるであろう。そして事

実どの領域で二財が論ぜらるべきかは，需要者の所得のいかんと二財の価

格のいかん，即ち彼の実質所得のいかんに依存するものである。経済的な

意味での財の同質性，異質性は決して絶対的なるものではなくして，正に

経済的事情のいかんによってのみ区別されうる財の属性であるに過ぎな

L 、。ローゼは代替の弾力性が完全に価格関係と独立なるかに考えようとす

る如くであるけれども，そこには彼の誤解があったというべきである。

われわれはこれとの関聯において二つのことを指摘して更に誤解を回避

しておき度い。その第ーはこうである。前に掲げナこローゼの設例を借りる。

a 1000 .~ _ ~ _ ，_ ，_ ~.. a 25 
比較せられた二点は一方が =~:::-=40 の点であり，一方は一=一一b 25 .~ -/h"  ~~J;/ ， /J'~ b 1000 

=0.025の点である。われわれが主張する如く，若しこの三点間の奥には

需要者の経済状況が夫々，陰伏的に，対応していなければならぬとするな

らば，この二点の比較は極めて大きい所得又は価格の変動があったことを

前提とするのでなければならぬ。併しかかる大規模の条件変動は限界分析

を主体とする経済理論が通例敢て問題としないものである。之を問題とす

るためには通例の静態論的分析武器とは別種の分析武器が用いられる必要

があるであろう。ローゼがこの点にどれ程の注意を払ったかが不明である。

指摘しておくべき第二の点は次の如き事柄である。市場分類論の中に一

つのクライテリオンとして ESを用いるとしても，各買手に対しーーの市

場を想定してその夫々について財を異質とし同質とすることのナンセンス

なることは言う迄もない。われわれは代替の弾力性を個人の無差別曲線か

ら定義した。それはそれで正しい。併し市場分類論に用いるべき代替の弾

力性はこの個人的代替弾力性そのものであることはできないのである。そ

れは当該二財をともに用いる多数の個人の選好函数から，何らかの仕方で，

導かれる「社会又は市場選好函数」から求められるものでなければならな
註21

L 、。この点をローゼは充分には強調していない。唯単に E と ESを結ぶ

中間的概念として「財 a (多数の企業により生産されていてよ L、)の価格

変化に対する財 b(多数の企業により生産される)の需要の反作用Jなる
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命題をもち出し，多数の生産者を含む二財の共通の場，従って又恐らく多
註22

数の買手を含む共通の市場が問題であることを示唆するのみである。併し

このことは充分強調されなければならない。けだしそれは一つには，所得

及び価格状態によっては代替不可能財としてーのみを用いているにして

も，経済事情のいかんによっては完全代替的となりうる二財の存在を前提

とするものであるから，この理論はむしろわれわれのいう「社会的市場」

としての「産業」の存在を積極的に認める立場であるというべきものであ

るということである。併し二つにはこの社会選好函数の存在自体は理論的

に重大な困難を予想するものであるという点についてである。

事実この社会選好函数なるものがL、かにして個人選好函数から矛盾なく

導出さられ得るかは厚生経済学に於て殊に重大なる問題として論議せられ

るところである。アロー(KennethArrow)は公理的前提からする限り，何

れの点からも満足するに足る社会選好函数は存在し得ないことを証明して
註23

いるのである。われわれとしても決してこの理論的困難に無智であり，又

はこの困難を無視しようとするものではない。併し実はこの困難は本来挙

げて，マーシャルがその需要曲線から社会的限界効用曲線に移行せんとし

た時，即ちその「消費者余剰」の理由を構成せんとした時，直面した当の

困難に他ならないことが注意せられなければならぬ。彼は周知の「貨幣の

限界効用コンスタント」の仮定といわゆる「大数法則」を援用して，いわ

ば一種の「代表消費者」概念を用いることによって，需要曲線ど社会的限

界効用曲線との平行性を確保し得るとしたのである。こう解する限り，そ

の時マーシヤル理論の背後にはこの「代表消費者」の「選好函数」が社会

選好函数を代表するものとしてあったものとしなければならないであろ

うO われわれはこの困難な社会選好函数論を詳細吟味する遣をもたなレの

である(註21参照)が，われわれが産業需要曲線を許す限りにおいてわれ

われは社会的無差別曲線の存在をも許容しつつあるのであり，市場分類論

として必要なのはこの社会的無差別曲線から導カ通れる代替の弾力性でなけ

ればならない。われわれは之を更めて ESと表示するであろう。
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一般にこの代替弾力性と需要弾力性との聞には極めて密接な，かつ一義

の関係が存在する。即ち

EJI=KJEIM+K.珂I

但しここに烏Iは Iに対する Jの需要弾力性，E1Mは Iの所得弾力性，

Eiは U聞の代替弾力性，KJ， K1は夫々 f及び Iに対する支出の割合を

示す。これはヒツクスーアレンにより導かれた弾力性形式による価値基本

方程式に外ならなし、。

今之を社会的規模において成立するものと仮定すれば， zbは

時=土骨島CE1M)

であり ，ESは二つの E と二つの K とから之を求め得るのである。換言
註27

すれば，社会的代替の弾力性は産業需要曲線がフリードマンのいう「緊密

な代替品」の価格と所得の函数として確定し各財貨間への所得配分状態

が判明すれば之を算定し得る。併しこのことは更に次のことをも意味する

ことに注意しておこう O われわれは今需要面における代替弾力性を必要と

し之を問題としつつあるのであるが，上に見る様に，この需要の代替弾力

性が一部所得に又その配分に依存する事実は，この弾力性が生産面と切り

離しては 厳密には 考え得られぬことを示すものである。所得の形

成とその配分は言う迄もなく主として生産活動を通じてなされるからに他

ならない。需要の代替弾力性 需要弾力性も代替弾力性と相補完するも

のとして同然であるが を用いる場合にはこのことを念頭におく必要が

あるであろう O この点も又ローゼにおいては充分に認識されていなし様に

思われる。

第四節 批判一一一つの分類論の試み

以上われわれはトリファンを手はじめにチェムパレン，ビショップ更に

ローゼを手掛りとしながら，彼らの概念及び主張に若干の補正を加えるこ

とにより， トリファン的市場分類論で用いられる諸係数の占めると思われ
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る位置を考察して来た。われわれはチェムパレンの使用した直接的需要弾
計 l

力性の使用を断念し又トリファンの「循環テスト」を捨てた。残された諸

係数は以下の如きものである。われわれはそれらをローゼの記号に従って
註 2

整理し，かつローゼによるその要約を掲げる。

但しここに Efiは価格引上げ時の交斜価格弾力性であり，計画的需要変

よ戸fT1T Efr 
EJ; 耳;

EJ; KEJ; EJ; KEJ; 

同質的原子的競争 。。 。 O 。。 。
異質的原子的競争 有限 O 。 有限 。
同質的オリゴポリー 。。 有限(大) (1)有K限>0) 。。 (1)有K限>0) 

異質的オリゴポリー 有 限 有限 有 限 有限 有限

車市 粋 独 占 。 O 。 。 。

化に対するもの E1は価格引下げ時の同様のものを表わす。図から明ら

かな様にローゼの分類論は代替の弾力性 ES を以て財の異質と同質を分

ち，交斜価格弾力性 Eji を以て競争の度合いを測ろうとするものであり，

この点トリファンではなくチェムパレンの流れにたつものである。他方ト

リファン，チェムパレンが弾力性形式を用いてあり得べき競争形態を網羅

的に体系化しようと試みたのに対し，ローゼは自らも言う様に在来既知の

競争の形のみを弾力性係数を用いて決定せんとするに留まり，あり得べき

競争一一既知以外のものを含めてーーを網羅する形式をとっていないとこ

ろに特徴があるム

批判に先だち，若干ローゼによる表の説明をみるであろう O 同質的原子

的競争が純粋競争に当るもので P 無限大に対し KE' 零であるのは

K宇Oなることによるが，ローゼはこれは短期的にのみ言いうることであ

り長期的には iは生産能力をますので市場構造は変化するであろうこと

に注意し「所与の競争関係の現実的分類には，不完全要因一一適応の時

間，生産要素の移動可能性の不足等ーーの存在を考慮に加えねばならぬ。
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この意味でわれわれの原子的同質的競争は『完全競争』なる理想像ではな

L 、」と L、う O 異質的原子的競争に於て D=O は移行需要が多数の上に分

散せられることによるが，D=有限は jがその売上減を蒙る程のあの引

下げを前提として言われる。若しあの微分小的変化のみを考えれば P

は有限値をとることなく 却って零なる値をとるであろうから，純粋独占

との区別の基準が失われるとし，余りにも大なる価格変化を考えれば 1

はその売上げの全部を失わざるを得ないから， P は寧ろ無限大の値をと

り，原子的同質競争との区別の基準を失うとし，ここに弾力性係数を用い

る区分の理論的困難が「需要の反作用を惹き起すには価格変化はどれだけ

の大きさでなければならぬか」の決定の困難が存すべき所以を明らかにし

ている。この有限の P に対し侵入係数が零なのは再び供給構造により

K宇Oなるによる。同質的オリゴポリーについて，われわれとして特に注

目するのは，彼がこの場合個々の企業の市場の分け前は相対的に大故 K

は正であるが，通常移行需要全部を生産の増で賄うことはできぬであろう

から K はーより小なることを論じた後， Iこのことが伝統的理論では傾

斜をもった需要曲線なる仮定で示されているが，この仮定は同質財なる仮

定に矛盾するもので，競争者の限定的生産能力により……説明されうるも

のである」として，ここにオリゴポリーの循環的関係が認められるとする
註4

点であるO これはオリゴボリーの本質をいわば純粋に供給側の事情により

説明せんとするもので，チェムパレンがこの本質を単に個別企業の「非孤

立性Jに求め，最近更に「オリゴポリーとは単に数の小なること」として
註 5

需要弾力性すらとも無関係であるとする立場とは異るし，又トリファンが

競争者聞に存在する双方的相互影響力による「ポーカー-ゲーム的要素」
註 6

にその本質を求めようとする立場とも異るであろう O ただビショッフ。が

eii， eijの大なる値をもってオリゴポリーを判定し，これらの係数が各企業

の相対的市場の分け前に依存することを明確にしている点が，多少とも「競

争者の限定的生産力」の作用の伏在を思わすのみである。とは言えビショ

ップにあっても eが需要函数の逆函数から導かれた弾力性てあり，それ
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が本来需要側の事情に主として関わるものであることに変りはない。斯く

てローゼが文字通り個別企業の生産能力の有限性のみを以てオリゴポリー

を判別するとすれば一一彼の表におL、てオリゴポリーは KEjiの有限性に

関してのみ認められるーーそれはローゼ、の誤解であると言わなければなら

ない。既に K について論じておいた様に，Kは本来極めて多様な決定因

を有するものであり，就中 E刀及びjの費用弾力性によるとは言え，生産

能力そのものをいうものではないからである。ローゼの主旨は移行需要の

全部を生産増により賄い得ないのみならず，仮令在庫によって之に応ずる

にしても，それを全部は吸収し得ない事情，われわれのいう good-will 

の存在を指摘するところにあったとするべきであろう O 勿論この事情は彼

のいう異質的オリゴポリーについても同様でなければならない。同質的オ

リゴポリーと異質的オリゴポリーとの区別は，一つには言うまでもなく

ESの値の相異によるが，二つには専ら価格引下げ時の反応関係 (Pと侵

入係数)の差異によるものであることが注意せられる。

こうした説明と相侯っときローゼの分類が諸係数の組合せから市場の諸

ケースを類別的に導出することに主旨を置くものではなく，在来説かれ来

った諸ケースが諸係数を以ていかに位置づけられうるかを示すものである

ことは益々明瞭である。併しわれわれがそれが逆に諸係数の相互の位置を

示すものとしてもその有用性を認めるであろう O この観点からローゼの表

を眺める時若干の興味ある事実に気付くのである。断片的には既に触れた

事柄もあるけれども一括してここに論じる。第一は，この点ローゼ自身も

いうのであるが，ローゼ表の第一縦列 (ES) と第四列 (P) とは全く同ー

の値をとっているのであり，これを彼は「トリファンの名誉回復」である
註 7

としている。そして彼はトリファン分類の欠陥は「侵入係数」を考えてい

ぬ点以外にも，価格引上げと価格引下げの非対称的効果を考えていぬ点に

あるとするのである。併し若し常に必ず ESとP とは同ーの値をとるも

のであるならば， P と別個に ESを附加して市場を分類する必要はない

筈である。唯屋上屋を重ねるものに過ぎぬであろう。われわれ自身は之と
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異なる見解をとることは既述の所から明白であると思うが，後に更に要約

をしよう O

第二には，第二列 (E')及び第三列 (KE')が夫々第四列 (D')及び第五

列 (KD') に，同質オリゴポリーについてーケ所の微少な点を除いて，同

ーなることである。この微少な相異点も，若し価格変化を微分小的変化に

とれば事実 P は無限大の値をとるのであって，D' と同ーとなり相異点

は消滅するであろう。彼が同質的オリゴポリーと異質的オリゴポリーを区

別し得たのはーに D'の差異によったのである。然らば表において E'は

事実上無用の長物化していること明白である。有効に用いられたクライテ

リオンは P とKD'のみであったのである。 トリファンに比して P の存

することを一つのメリットとするローゼの誇示にも拘わらず，その真の役

割が何であったかが不明となるのである。彼自身も彼の分類の結論を要約

して iES及び P は財の同質性の度合いについての立言を与え，D'は侵

入係数と相侠って原子的関係一一弾力性ゼローーと多占的関係一一弾力性
註 8

有限一ーを分つことを可能にする」と言い P に触れるところがない。

併しわれわれも又初期条件を明確にし，価格変化の方向の差異の重要なる

べきことをのべたが，これはどうなるのであるか。われわれはその際この

相異の重要性は重要性として，その差異のよって来る理由は需給構造の差

から之を捉えるべきことを主張しそれが「侵入係数」の差異を来たさし

める事情そのものであることを言った。この点に関し，われわれは第三の

点に気付くのであるが，事実ローゼ表において第二列 (Ee)，第三列 (KE')

の値は第五列 (KD') の値に正確に一致しているのである。これはわれわ

れの考えからすればそうあるべきものと言うことができる。

この様に見るならば，ローゼは在来考えられた諸係数を在来考えられて

きた市場形態との対比において夫々の占むべき位置に納めたのではある

が，彼が目的とした「少数の係数で現実の競争関係を示そうとする」試み

としては不必要に煩雑であるとしなければならない。これを簡素化するに

当って，われわれはトリファンを簡素化せんとしたシンの試みを概観しょ

-180 



第 2部 独占的競争理論の基本的諸仮定の批判とその再構成

う。かれはそれを試みるに当りフエルナーの分類論を拠り所とした。フェ

ルナーのそれはシンにより次の如くに要約せられた。フェルナーは単一企

業の行う価格変化が特定企業に及ぼす影響と企業群が行う価格変化の効果

とを区別し，

主主~.ÉK
l'1tg x; 

主主主.主L
1'1あx;

(g:group) 

なる二つの係数を考える。但しここに h は「ある確定可能な企業群の課
註11

する価格Jであり，平均価格であってよいとせられる。又このx;は第 i

企業から需要せられる量である。第一係数を便宜 Eig，第二係数を Eijと

記そう。然、らばフェルナーの純粋競争は

Eig=∞; Eij=O 

に於て存在する。反之，純粋独占は

Eig=O; Eij=O 

に於て，独占的競争は

E信=有限 ;Eij=O 

に於て存在し，少数者の独占的競争は更に

ー [∞ (生産物差別化なし)
Eii=~ 
- l有限(差別化あり)

に従って区分せられる。

併し次のことには注意しなければならぬ。シンは特に注意を払っていな

いけれども，フェルナーの j は，場合によりトリファンの如く単一企業

であることもあり得るけれどもその時にも尚 j は「ー企業群Jone-firm 

group としての群であり，一般には gで示された集団内のある群を示す
弄芋12

ものであるl。このためわれわれは形式的には同じ形式を特に分って E と

したのであるが，他方このことの故に形式的には同ーの瓦1 もjの内容い

かんによって場合，場合で様々なるものを意味していることに注意しなけ
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ればならない。即ちフェルナーの分類は極めて簡明ではあるが，その内容

は必ずしも一見する程に簡単ではない。 例えば彼の純粋競争は先掲の条件

で示されるとしても，その内容はこうでなければならない。この場合 i

は唯単に群全体との関係で無限大の需要弾力性を有するのみでなく，その

集団の i以外のある他の企業又ある他の企業群すべてについてその需要

弾力性は有限でもなく，無限大でもないものを有するとして之を読むべき

ものである。これをシンは既述の条件にまとめて記したのであり，こうす

ることによって初期条件からの価格変化の方向による差異が解決されてい

ることに注意しうる。

独占的競争の条件も次の如く読まれねばならぬ。 jは g群中の i以外の

ある一企業又は企業群であり，この jについて E;jキ有限，かっ E;jキ∞

で，しかも E;gキ∞で E;g=有限が成立しているO 又生産物差別化なき多

占の条件 Eり=∞も jが右表のものであるから，E;j=島∞がある pair

of firmsについて成立していること，併し )=gでもありうるから当然、

E;g=∞の成立を含意するのであり，生産物差別化のある独占的競争条件

も又 Eij=島有限がある pairof firmsについて成立すること，従って

又 Eぽ=有限なることを含意するものなのである。しかも一つの tに関

しある jについては Eij=∞が，他の jについては Eり=有限が成立し得

るのであり，この二つは「互に排他的でなく，従って対応的市場構造も又
註13

互に排他的でなし、」のである。形の簡明の故に内容を忘れるべきではない

が，フェルナーを表現するシンの工夫は表現を極度に単純化したものと言

L 、得ょう。

シン自身はこのフェルナーの方式を倣い，自身の分類を提起しているけ
註14

れども，それは畢寛フェルナー自身が jの内容として区々なるものを含

ませた議論を，集団を集団として特記した上で、初期条件を附加して整理し
註15

たものであると考えられるので，ここではこれ以上に取上げなし、。われわ

れはシンのそれはフェルナーと同ーのものとして，フェルナー的議論につ

いて若干の考察を加える。フエルナーについて何よりも特徴的なのは， 卜
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リファン係数が常に一企業中心の販売曲線の反作用分析であったのに対

し，新たに「群」が復活されていることである。フェルナーの群は Eな

=∞ を満足するものとして定義されるものであるが，厳密には「意味の

ある群はこの条件 CEij=∞等々〕を充たす任意の企業 iに，それとの関

係でこの条件が充たされるグループ j を加えたものからなる」とされる
註16

のである。彼はこれを i+j群と呼ぶ。彼は之を必ずしも「産業」と同一

視してはいない。とは言え彼は「幸いにして大抵の場合産業分類は，交斜

弾力性により顕著に相関し合って居り， C研究のため論理的にJW形成』せ

らるべき最も有意味な i+j群を一定の分析目的に対し構成する群を決定

する」ものであるとし、うから，彼の群が慣例的「産業」概念にも近いもの

であることが判明する。

われわれは吾人の「産業」復活論の立場からフェルナーのこの主張を高

く評価するものであるが，それにも拘わらず彼の群は余りにも論理学的で

あり，経済的内容を欠くと言わざるを得ない。何故に i及び jは共通の

場で一群として相競争するのであるか。何故に彼らの生産する財は一群を

形成するに足る交斜弾力性を有するのであるか。それは与えられた事実で、

あるとするのも一つの道であろう O 併し殊にフェルナーの場合には，彼が

彼の問題とする数量が販売量でなく「需要量」であることを特に言い，個

別需要函数を念頭においていたと推察される以上 i+j群を考えるとき必

ずやそこにこれらの個別需要曲線の集合として一つの群の，或は産業の，

需要曲線が考えられる筈であり，ーと度之が存在を仮定すればそれは t

に対しては今や一種の規範的制約と化するであろう O それ故にこそ又彼も

群からの影響を問題にしようとしたと思われるのである。併しそれにも拘

わらず，その時群の経済的表明を単に平均価格に求めてそれ以上の追求を

しなかったことにわれわれは大きい不満を覚えるのである。この群の性格

は代替可能性有限の差別化せられた諸財を含みうるものとしてわれわれの

いう「社会的市場」でなければならないであろう O

フェルナーにより一歩簡素化の方向に進んだかに思われる議論はそれと
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ともに一歩事柄の本質に近づいたとは言え，未だそれはわれわれからみて

価値論的武器としての有効性を欠くのである。トリファン，チェムパレン

等々の論じた所は，殊にトリファンは既述の如く之を強調するのであるが，

すべて個別企業の「販売」曲線に関する企業聞の依存関係の分類であった

というべきである。勿論この側面での議論はそれとして有用である。併し

乍ら個別的販売(需要)曲線は社会的需要曲線一一本来単に需要曲線とい

われる とは全く別個のものである。一つの社会的需要曲線からわれわ

れは一般には多数かつ多様なる個別的販売曲線を導くことが可能である。

在来の理論は，フェルナーのそれをも含めて，この点の分析を全く欠く。

唯単に個別的曲線聞の種々なる依存関係のあり得べき形が平板的に論ぜら

れたに留まり，これらとそれの上位的構造との聞の立体的・構造的分析が

なされていない。しかもわれわれの観るところでは経済学の課題からはこ

の面こそより重要でなければならぬ。併しそれは市場分類論としていか様

に体系化されるであろうか。

われわれは先にローゼの分類基準論を批判した際，彼の代替弾力性がそ

の分類論に於て強調されたに拘わらず事実に於ては無用の長物化している

ことを述べ，更に本来用いられるべき代替弾力性は個別企業の生産する個

別財について測られるものでなくして，多数の企業により生産せられる財

と多数の企業により生産せられる財との聞の，従って多数の需要者からす

る，社会的な代替の弾力性でなければならぬことを説いた。かくするので

なければ代替弾力性を基準に持ち込むことは無意味であろうからである。

それとともにわれわれはこの代替の弾力性が一見そうであるのとは異り，

結局は所得分配と価格関係のいかんに陰伏的に依拠するものであることを

も示した。この様に見るならば，社会的代替弾力性は社会的市場内におい

てこれ又社会的カテゴリーとしての財貨聞の社会的選好が転移しうる事の

難易を測るものである。その難易を異質性，同質性と呼ぶかどうかは言葉

の問題であるに過ぎぬ。要はその転位困難なる場合においてその社会的市

場は相対的に独占的傾向をもち易く，その容易なる場合には競争的傾向が
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より強いであろう。併しこれは未だそれらの可能性の範囲を区分する指標

であるに留る。これが現実性となる為めにはこの可能性を利用する企業者

の行動様式が必要である。この社会市場に認められる可能性を活用する企

業者の用いるパラメーターを一般にクールノー的ノξラメーターとチェムパ

レン的パラメーターに三分し，この存否により市場を同質と異質に分つこ

ともできょう。これは極めて効果的な処理であり，時に之を用いるであろ

うが， ここでは上来説き来った所との関連で，右に言った意味での社会的

代替の弾力性の値いかんが「社会的市場」の性格を定めると言おう O

併しわれわれはこの「社会的市場」の性格について更に若干の省察を加

えておく必要がある。この市場は纏説の如く，一定の社会的需要充足なる

機能に従って区分せられた市場で、あり，本来的に多数の異質的諸財よりな

る。そこにはこの需要充足の機能を担う多数の財が，多数の企業者により

生産されかつ多数の需要者により需要されているのである。この市場にお

いて，代替の弾力性の観点から二財が完全に代替可能で同質ということは

当該三財が別個の財貨として論ぜられる必要のなレことを示すものであ

り，われわれの言う「個別市場」としてはこの二者をーにしたものを考え

れば足ることを示すであろう O 二者がこの観点から異質なる限りにおいて

二財は夫々別個の「個別市場」を形成しつつ， 1"社会的市場Jに参加する

であろう。そして後者はかかる「個別市場」一一この意味で夫々は互に異

質，併しそれ自身は定義的に同質なるものの相関の場としてのみ考えらる

べきものなのである。社会的市場が本来異質の市場であると L、うのはこの

意味である。然、らばこの市場に残される競争形態は，マーシヤルのいう「自

由競争」か，然、らざれば独占である他はない。われわれはこの意味におい

て社会的市場を二つに分ち，ーを「社会的競争市場J，他を「社会的独占

市場」とし得るであろう。

この「社会的競争市場」において競争する者は何らかの意味において「個

別市場」を支配する企業者のみである。われわれはそれを各個別企業につ

いてはその good-will の支配に於て求めたのであるが，彼らはそれにも
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拘わらず社会的市場内部においては他の競争者からの不断の競争にさらさ

れているのである。この時彼らは社会需要の総量を充足し得る生産高を支

配していぬ意味において「独占者」ではないが 個別市場を支配している

意味においては独占者である。ここに於てわれわれは二つの「独占」を区

別する必要を感ずるのであるが，この二つの独占に共通なることは，ただ

チェムパレンもいう「供給の支配」である。而してこの「供給の支配」は

当該企業が固有の「需要」を社会市場乃至個別市場に於て支配して居り，

その程度が他企業から孤立しうる程度に強いものであるところに根ざすで

あろう。そしてこの「供給の支配」と固有の「需要曲線」とは相侯って企

業者をして，利潤動機にのみ即して言えば，周知の「限界収益 限界費用

均等」の行動様式をとることを可能ならしめるのである。この行動方式は

通例クールノー的利潤極大方式として言われるものである。その本質は右

の許容条件の許に於て価格乃至は産出高の 一定限界内で自由なる選択権

の認められるところに存する。之をアルン卜は「クールノー的行動ノfラメー
註18

ターJCournot'sche Aktionsparameterと呼ぶのであるが，これの使用が

可能視される限り，それが実際に用いられるか否かは別として，それが社

会的市場に於てであれ個別的市場に於てであれ，独占が存在するというこ

とができるであろう O この意味に於てアルントの「行動ノfラメーター」は

われわれの「社会的代替弾力性」を以てする議論を，より行動主義的に特

徴づけるものということができる。併しこの共通性にも拘わらず，二つの

独占は依然として別ものである。ーは社会需要の供給を支配するものであ

り，他は個別的需要(販売)の供給を支配するのみで， しかもそれが完全

なのはただ D'=O の時のみで，他の場合にはそれは全く不完全であるか

らて、ある。

かく社会的独占者に対して完全には供給を支配せず，唯個別市場のみを

支配している社会的競争市場(社会的代替弾力性有限のケース)への参加

者は，このクールノー的行動ノξラメーターを社会市場に対しては有しない。

彼らの個々の市場は，企業者(但し彼らは彼らの固有市場で多少ともに独
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占者である)聞の疎密種々なる形の競争にさらされている。ここにわれわ

れはローゼ表に見られる Eij及び KEijなる判別基準によって種々なる形

態の市場を更に類別することができるであろう O その時彼らの個別市場で

の独占は決して安泰なるものではないであろうが，その安泰性を相互に脅

やかす企業者の武器は，最早独占の場合の如きパラメーターの使用にまつ

ものではなくして，価格競争 非価格競争を含めてチェムパレンが鋭意分

析したいわゆる「販売競争」の武器である。この武器の使用の許容条件は

彼らの生産物聞の社会的代替弾力性が有限値をとるということ自体でなけ

ればならなレが，この時彼らはこの競争の武器を用い一方では固有の市場

を確保し乍らも他方正にその社会的競争の圧力により， I他よりも高く売
a19 

り得なL、」のであり，その行動様式は独占の場合の「限界収益，限界費用

の均等」ではなくして， I価格と限界(又は平均)費用の均等」でなけれ

ばならないのである。その詳細は項目を分って論じるであろうが，かかる

行動方式 は ア ル ン 卜 によりチェムパレン的変化パラメーター
註20

Chamberin'sche Vaviationsparameter と呼ばれた。これはわれわれの代

替弾力性有限なることをより行動主義的に表現したものであり，二者内容

に於て一部相掩うであろう O そしてこのパラメーターの使用の様相が各個

別企業者の置かれた相互関係のいかん，即ち P 及び KE'のいかんによ

り，種々に分れ得ることローゼの図表が示す通りである。

これらのクールノー的及びチェムパレン的ノξラメーターの駆使はかくて

総じて ES~O のところに於て見られる。之に対してクールノー的パラメー

ターの純粋の使用はただ E'=Oのところに見られる。而して E'メOのと

ころでこれらのパラメーターの種々なる使用があり得ることは P が一面

個別企業の販売の観点からの財の同質，異質を示すからである。かく見る

ことによりわれわれは次の如き新たなる分類基準をうることができるであ

ろう。

第一表について。①は完全なる独占であり，クールノー的行動パラメー

ター(以下第一パラメーターと呼ぶ)のみを用い，チェムパレン的変化ノξ
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ラメーター(以下第二パラメーターと呼ぶ)を用いるを要しない独占とし

て，純粋独占と呼びうるものである。②及び③は社会的には独占でありな

がら，個別企業は非価格競争を有効又は無効に使用するものであり，いわ

ゆる Collusionにより独占形態を保つものであって，共謀独占と呼びうる

ものである。④は個別市場では文字通り独占者ではあるが，猶E第三パラ

メーターを使用せざるを得ない独占者として 不完全独占のケースであ

る。⑤及び、⑥は正にマーシャル的自由競争世界，チェムパレン的独占競争

の世界であり， うち⑤は不完全な異質的原子的競争，⑥は不完全な異質的

オリゴポリーであろう。⑦及び③は不完全な個別同質的競争の世界であり，

個別的には第二パラメーターの使用なしとしても個別市場全体としては猶

市場間の競争にさらされるものである。うち⑦は不完全なる(個別)同質

的原子的競争，⑧は不完全なる(個別)同質的オリゴポリーを構成するで

あろう。⑨及び⑩は夫々⑤及び⑥の極限のケースであり，そこでは異質的

競争があり乍ら，その成果は同質的競争の結果と合致するに致ると予想せ

られる場合である。けだしそこで、は完全に第一パラメーターの作用は欠除

するからである。⑪及び⑫は夫々⑦及び③の極限のケースであり，そこで
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は第一及び第二パラメーターの使用が完全に欠除し，特に⑪においてはオ

リゴポリー的要素も完全に欠除していると見られるから，これが純粋競争

の場合に当るのである。

之によってみればわれわれは①と④に於て二つの純粋独占を有するとと
五21

もに，⑦と⑪に於て二つの原子的競争を有するc 夫々にーは社会的市場の

観点からのもの，ーは個別市場の観点からのものであり，独占の場合その

一つ，即ち①は，社会的に閉じているに対し，他は，即ち④は，社会的に

は聞いている。之に対し原子的競争の場合 ムは，即ち⑦は個別市場につ

いてのみ開カ通れて居り，社会的には閉じたものとも見うるから，チェムパ

レンのいう「純粋競争」に近いものであるが，⑪は社会的にも完全に聞か

れ自由なる参入を伴うから，いわゆる「完全自由競争」であるとみること

ができるであろう。在来のトリファン的交斜弾力性分類はこの点が全く不

明のままに残されてかたのである。

第二表は第一表を更に簡明に要約することによって得られること，明白

である。 1が独占及び独占的競争の世界を指定し， IIが不完全なる同質的

競争(同質的オリゴポリー)の世界を， mが異質競争の極限の世界を，N

が同質競争の極限の世界を指定するであろう。 ESキ∞なることはクール

ノー的パラメーターと共にチェムパレン的パラメーターの使用が可能なる

ことを示し，一一ESの零と L、L、有限というもその移行は連続的なること

に注意せよ-E/キ∞が個別市場の販売的観点一一それは需要の観点と

は異るーーからする財の同質性異質性の区別を示すものである。この第二

表の分類は形に於てアルントの分類(二つのパラメーターの有無による)

をそのまま表示したものに過ぎないかの観がある。併しアルントに於ては，

われわれの第一表にみられる分析を欠きトリファン的分類論におけるそれ

の系譜が不明であるのみでなく われわれの二つのパラメーターの区別は

ESに基いてなされ，その使用の様相が P により分別せられたのに対し

彼のパラメーターの区別の基準は何ら与えられていないままに，二つのパ

ラメーターの組合せによって四つの市場が区画されているので，その構成
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及び意義はわれわれのものと異るものである。

ただしわれわれの場合に於ても，表の読み方について次の点に留意しな

ければならなL、o Jirが柳かでも無限大と異なれば各企業の生産する財は

厳密に異質とすれば，フェルナーのいう「一企業群」が出現しこれが社

会的市場で、各ノfラメーターを用いて直接競争しつつある形が現われるであ

ろう。併し若し社会的需要構造に即して，即ち ESの有限値を大小に区分

して社会市場が細分化されれば，必然その市場参加者はそれに応じて群化

せられ，細分化せられた社会市場で、彼らは競争しつつ，上位の社会市場で

はこの群がーの個別市場として互に又競争する形をとるであろう O その形

式をもまたわれわれは便宜ノfラメーターの作用を以て表示するのであり，

そこにはーの「代表企業」が考えられていなければならなし、。従って表に

於て Jirは直接個別企業のそれを測ることもできるし，社会的需要構造細

分化のいかんに応じ「代表企業」のそれを測るものでもあるO この意味に

於て第一表，第二表は個別企業間の，個別市場聞の，更には社会市場開の

(そしてその時この社会市場はーケの個別市場化する)競争の形を示し得

るものである。われわれが先に個別市場は定義的に「同質」としたときの

意味も又この意味であったのである。

われわれはこの第一表及び第二表を以てわれわれの市場分類論の結論と

するであろう O それは少数の係数を以て諸市場を体系的に位置づけ得たと

ともにわれわれのいう社会的市場と個別市場の関連を明白に表示し得るの

である。販売面を通じる諸企業の相関により個別市場の性格が決定され，

これらの個別市場は更に社会的需要充足の機能を担うものとして社会的市

場において市場開の各種の競争にさらされるであろう O こうした社会的市

場は再び社会的市場開で ESの関係を通じて，相互に関連し合うことによ

りそこに一箇の社会経済体系が形成せられるであろう O こうすることによ

って始めてわれわれは稀少なる社会資源の配分の道筋を階層的，体系的に

追求する確実な枠組みをうることができる。

トリファンによる一般均衡論が個別企業と経済社会全体との聞を直接結
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ぼうとして，社会需要の構造を解明し得なかったとせられる批判は之によ

って免れうるであろう。又マーシャルが個別企業論における困難を産業論

において救おうとして失敗し，彼の経済学が専ら部分均衡論と誤解された
謹22

難点も之により氷解する筈である。われわれは更に章を更めてこれらの点

を明確にしなければならなし、。
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暫定的要約

われわれは以上，チェムパレンに始まる独占的競争の理論なるものがL、

かなる立場からいかなる主張をしようと試みるものであるか，それと伝統

的価値論との相違はいかなるところに見出されるかを論じ，殊にその基礎

概念とせられた「商品J，r企業J，r需要曲線」の性格を吟味することによ

って，逆にわれわれの採るべき立場とその立場にたって論を進めるとする

時の基礎的諸概念がL、かなるものであるべきかを探究してきた。この吟味

を通じてわれわれの得た帰結は要約すれば次の如きものであるであろう O

独占的競争理論が伝統的価値論に関する基本仮定としての競争仮定が内

包する現実遊離性に問題を感じ この仮定の批判として独占的競争仮定を

提出したことは理論の拡充としてその意義は大なりとしなければならな

L 、。併し独占的競争論者が自らの理論が在来の理論に完全に代替さるべき

ものとする点に関しては，就中マーシャルの理論との関聯に於て，重大な

る疑問が存在する。マーシヤルの競争的産業分析は，時に他の理論とー括

的に誤解されている如きいわゆる「競争仮定」にたつものではなL、。マー

シャル経済学の「自由競争」は一般に理解せられる「完全競争」とは全く

異るものであり，むしろそれは独占的競争論者が敢て新たなる理論とする

諸ケースを本来許容する仮定なのであるc この意味において独占的競争の

理論は決してマーシャルの価値論に新たに代替するべき性質の価値論では

なくして，それに補完的なるものであるに過ぎない。ここに彼らの在来の

価値論についての一つの誤解があったと言わなければならなL、c

併し彼らの誤解はマーシヤル的産業の理解について就中著しいと言い得

るであろう。彼らは「商品」概念の吟味に当り，個人的消費選好の異質性

に舷惑されて，消費需要の社会的構造に目を蓋し，微細の商品異質性の存

するところ一特定市場がありとして，遂に産業を個別企業に解体し尽した

のである。彼らのかかる「論理純粋主義者」的態度は必定多くの人々一一
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われわれはその代表として「シカコ守学派Jの一人フリードマンを見たので

あるが の激しい非難を買ったけれども，その反対論も結局はチェムパ

レンをして納得せしめるに到らなかった。われわれはこの産業的立場を社

会的需要充足の機能に即して「社会的市場」として確保しようとするもの

である。それは個別企業に関する限りでは需要と販売を峻別すべきことを

要求するものであった。唯われわれは従来の慣例に従い多くの場合後者を

企業の個別需要なる名前で之を論じたけれども。

併しマーシヤルの産業概念が必ずしも右の如く明確な規定を賦与されて

L 、なかった為めにチェムパレン的誤解を生んだのであった。われわれの如

く之を把握することはむしろマーシャルに即するものであり，こうするこ

とによって始めて序章に掲げた価値論の課題は果されるものと考えられ

る。他方マーシャルの個別企業理論は，その意図は別として，結果的には

不充分であったとの批判があった。これはマーシャルに於て産業内に於け

る個別企業の位置，われわれの言葉で言えば社会的市場内における個別企

業の位置の把握が明確ならざることに基因すると考えられるので，われわ

れは市場分類論として，産業概念なきトリファン分類を手掛りとしながら，

一つの結論を導き，社会市場と個別企業との関連を明白ならしめたのであ

るO

われわれは之との関聯においてではあるが，分類論に先だち，この市場

の構成要素たるべき企業の性格を論じねばならなかった。 トリファンが企

業の限界を「利潤のフロンティアー」に求める点を，利潤動機ともども批

判しわれわれとしてはむしろ企業の限界は之を「計画のフロンティアー」

に求むべしとして「利潤動機」も又われわれのいう「安全性動機Jにより

代置さるべき所以を説いたのである。このことのために併し企業はいわゆ

る非価格競争への道をも聞かれることとなり，個別企業の需要(販売)曲

線，供給曲線は著しく性格を変え複雑なるものとならざるを得ないが，之

を救済し得るものは再び社会需要であろうことを示した。併し之によりわ

れわれは益々「代表」概念を需要についても，供給についても使用せざる

n司
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を得ないのであって，この「代表企業」の定める大さは正に産業乃至市場

の規模乃至大きさであり，その内部での個別企業は仮令「代表企業」が確

定しその意味で社会市場が均衡しても尚一定の変動一一life-cyc1e-ー

をけみしていることを強調した。そしてその際個別企業の大きさの確定は

むしろ之をわれわれのいう good-wil1の存在に求めうるであろうことを

強調したのである。後に述べた市場分類論で、の用語，チェムパレン的変化

パラメーターとの関係でいえば，このパラメーターが使用せられることは

販売曲線が勾配をもつことを意味する ここに既に消費者選好の集中が

ありとせられる限りにおいて good-wil1が存在するのである けれど

も，この勾配をもった販売曲線は事実その全域にわたって企業者にとり有

効なのではない。 good-wil1が有限なる限り，この販売曲線はその点に於

て切断されるのである。この点以前に企業者の生産能力の限界がくれば勿

論その点において good-willの大きが決まるであろう O 本来の good-wil1

の大きさまで生産能力も拡大されていればその時企業の大きさは

good-will 自体により確定しているであろう。このことは傾斜を有しない

販売曲線の場合にも妥当することが注意されねばならない。その時にも尚

且個別企業の大きさは結局その企業の good-wil1の大きさにより決定せ

られるであろうことを主張するのである。

以上がわれわれの到達している基本の立場である。この立場にたってわ

れわれは更に個別企業及び市場の相関的均衡はいかに定まるかについて

の，われわれの見解を述べねばならぬ。次に之を論ずるであろう。
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第3章脚註

1. Chamberlin， Towards， p.72. 

2. Chamberlin， Monopolistic Competition Revisited， in Towards， pp. 43-69， 

esp. p.61 

第 1節

1. R. Triffin， Monopolistic Competition， etc.， p.67. 

2. Ibid.， p. 98， n. 1. 

3.前者については Triffin，ibid.， pp. 98ff.後者については Ibid.，pp. 108ff. 

4. トリファンはこれとの関耕においてチェムパレンの次の文章を引用してい

る. I一企業者の・・・…任意の価格調節が非常に多数の競争者の上に……その

影響を分散するのでー…その任意の一人の感じる圧迫が無視可能的で，彼を

して自らの位置につき何らの再調整にも導かな L、」とき群は大である
dR 

(仙Cα臼ha羽amb加凶e釘剖rli江瓜I

するのは，チェムパレンが数に拘泥することについてのトザファンの批判を

含むことに注意しなければならぬ (Triffin，ibid.， p. 100 and its note 3). 

5. Triffin， ibid.， p. 101. 

6.併し詳細に見ればトリファンには種々の形で係数が示されており，それらは

時に互に矛盾しうるであろう.チェムパレンの整理によればそれらは次の如

くである.

t時(ztを
((!「r(い川附州3吋刈中)(削…(いl

(μ4件設

(価格係数 (Triffin，p. 104) 

(数量係数"

(価格係数)

" (Triffin， p. 138) 

加之，チェムパレンはトリファンにあって p，q聞の函数が前提とされてい

たことについてこれを否定している (Chamberlin，Towards， pp.88ff.). 

併し本文では通説の如く偏微係数にする表現を用いる.

7. Triffin， op. cit.， p. 143.の要約表を参照のこと .ESJの正負は代替，補完に

応じるから，表の E，eはすべて絶対値でみるべきものである (Cf.Triffin， 

ibid.， p. 106， note 10). 

8. Triffin， ibid.， p. 143 尚売り及び買い双方についてトリファンは「生産物差

別化の存否とオリゴポリー的困難の存否を同時に示」すために本文に示した
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如く heteropoly，homeopoly， heteropsony， homeopsonyなる新語を創案し

たが，これらの語自体は経済学の中に根を下さなかった様である(それらの

由来につレては cf.Triffin， ibid.， p. 144， n. 78) . 

9. Cf. Triffin， ibid.， p. 102. 

10. Triffin， ibid.， p. 114 

11. Ibid.， p. 115. 

12. トリファンは事実，次の如き生産函数を前提としている

l(v1. V2， • …・ ， v.)二 i;. Triffin， ibid.， p. 111. 

13. See Triffin， ibid.， p. 108. 

14. Ibid.， p. 115. 

15. Ibid.， pp. 115-116. 

16. q の使用は本文で既述した理由の他に，彼の特徴である「循環テスト」に於

て一つの役割を果すものであるが，これについては後に論じるー

17.彼は πの使用に関し，次の如くに言っている 「オリゴポリー的問題を唯単

に需要のみ，あるいはコストのみにかかわらしめて定義するのでなく，これ

をその一般性において定義することが可能である」と Triffin， op. cit.， p 

115. 

18. R. L. Bishop， Elasticities， Cross-Elasticities， and Market Structures， 

American Economic Review， Dec. 1952， pp.779-803. 

19. Ibid.， p.789. 

第2節

1. Bishop， Elasticities， etc.， A. E. R.， 1952， p. 786. 

2. Ibid.， p. 787 

3. この種の主張が，後述の如く例えばチェムパレンによってなされるのである

また例えば SidneyWeintraub， Price Theory， Lond.， 1949， p. 98. (cf. Wein-

traub，‘'The Classification of Market Positions，" Quarterly Journal of 

Economics， 1942). 

4. Bishop， op， cit.， pp. 791-792. 

5. Chamberlin， Towards， p.89. 

6. Cf. ibid.， p.81. 

7. Bishop， op， cit.， p.785. 

8. Cf. Bishop， ibid.， pp. 791ff. 

9. チェムパレン自身の論理の運びについては Towards，pp. 80-81.をみよ.彼

はそこで次の如くいう. I若し任意の売手の生産高が限定されており，かつ

売手が多数にいるとすれば，係数はゼロである……仮令逓増的費用曲線を無

視して純粋競争に対して係数は無限大の値をとると解釈しても，異質性に関

A
w
d
 



第 2部 独占的競争理論の基本的諸仮定の批判とその再構成

し少しでも釆離があればその値は非連続的にゼロにとぶ」と.

10. ["供給の支配」として独占を定義づけるチェムパレンの立場は終始」貫して

いるが. Towardsに於て最近彼はこれに加えて. ["独占者の需要曲線がーの

与件であり，それ自身それにそうての動きの函数でない意味」において「オ

リゴポリー要因の欠除」を独占の定義に加えている (Towads，p. 18). 

11. Chamberlin， Towards， p. 79. 

12. Ibid.， p.87. 

13. Triffin， op. cit.， p. 102 

14. Cf. Chamberlin， Towards， pp. 84ff. 

15. Ibid.， p. 84 

16. Ibid.， p. 86. 

17. Ibid.， p.90. 

18. Bishop， op. cit.， p. 794. 

19. Ibid.， p. 795， and n. 26. 

20.但しビショップはその p.783，n.6.に於ては Euと eiiが互に逆数関係にた

つことは極めて稀なることを指摘している.併し「非オリゴポリー的場合に

於ては通常は大体そうである」としその理由を「他の価格を不変とするか，

他の数量を不変に保つかは重要な相異を来さぬ」であろうとする

21.正確には「企業数等価」は「第 i企業が同一大さの mケの企業からなる対

称的グルーフ。の一員であったと仮定Jしたときにのみ，言われるべきもので，

本文の仮定のもとではそれは彼によれば正確に企業数であるが，一般の場合

も形式は同一故この一般的な名前を使用した (cf.Bishop. op. cit.， p. 789). 

22 これはビショップ自身の要約とは異るけれども，彼の説く所を要約するもの

としてはわれわれのものの方が詳しい.

第3節

1. Chamberlin， Towards， p. 85. 

2. A. G. Papandreou，“Market Structure and Monopoly Power，" American 

Economic Review， Vol. 39， Sept. 1949， pp.883-97. 

3. Ibid. 

4.既述. cf. Chamberlin， Towards， p. 90. 

5. Tun Thin， Theory of Markets， Cambridge， Mass.， 1960 (Harvard 

Economic Studies， Vol. CXIV) 

6. Ibid.， p. 30. 

7. Klaus Rose， Kreuz-Preiselastitizitaten und Konkurrenzbeziehungen， 

]ahrbucher fur National凸konomieund Statistik， Bd. 170， Hft. 6， Nov. 

1958， SS.417-433.その試みは S.442にのべられるものであるが，これは
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彼がこの立場をとるとの意味に於てではない.あり得べき一つの試みとして

これを見るべきであろう.

8. Ibid.， S.422. 

9. Thin， op. cit.， passim. 

10. Cf. Monopoly and Competion and Their Regulations， ed. by E. H. 

Chamberlin， 1954， p. 508 (E. Henderson， Summary Record of the 

Debate). 

11.この点は後に批判の対象となる

12. チェムパレンは後に次の如くに言っている. Iロビンソン夫人は完全競争従

って不完全競争を需要曲線の弾力性で定義した.反之，私自身の純粋競争は

売手の数大プラス生産物同質性として定義されるー弾力性の無限大はこのよ

り一般的な定義からの派生物にすぎない.ここでは完全弾力的需要曲線は必

ずしも純粋競争に限定せられない.J (Chamberlin， Towads， p. 28). 

今日におけるこのチェムパレンの主張からみても，この点は修正せられねば

ならぬであろう.

13. Cf. Rose， op. cit.， S. 423. 

14. W. Fellner，“Elasticities， Cross-Elasticities， and Market Relationships: 

C冶mment，“AmericanEconomic Review， Vol. 43， 1953， p.900. 

15. Fritz Machlup， The Economics of Seller's Competition， Baltimore， 1952 

文 Monopolyand Competition and Their Regulations， p. 509. 

16.価格との独立性は特に強調されねばならない この点さきに広告変数との関

係においてこれが互に従属するとみられるときに生じ得ベき困難としても指

摘したところである cf.]. R. Hicks， Value and Capital， 2nd ed.， 1946， pp. 

55-56. 

17. Sidney Weintraub， Price Theory， N. Y. and Lond.， 1949， p.67; R. G. D. 

Allen， Mathematical Analysis for the Economists， Lond.， 1950， pp. 341ff， 

etc. 

18 二者何の関係もなしというのは本文にのべた如き特別の意味に於てこれを言

うのであり，いかなる場合に於てもこれが無関係なることを言うものではな

い. R.G.D.アレン等により証明されている如く，同一個人について，又

は同一市場について一一後者の場合には夫々の弾力性は勿論市場的概念とし

て一一一言えば，二者は必然一定の関係により結合されているのである その

関係は弾力性形式による「価値基本方程式」により示されるものであり，ア

レンによって次の如くに示されている.

Exs_ 17 ( _ Exs¥ 
Ep， 一γ~" Eμ/ 
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左辺が通常の弾力性，右辺の U が代替弾力性てある.詳しくは Allen，op 

cit.， p.512.をみよ.

併し今われわれはかかる関係を問題としているのではない.Esに関するも

のは専ら買手であり ，Eに関するものは専ら売手である.二者の関係は後の

議論で問題とされるであろう

19. K. Rose， op. cit.， S. 423ff. 

20. Ibid.， S. 424. 

21.この問題は今日殆んど厚生経済学の問題としてのみ論ぜられている.われわ

れの如き形に於いてこれを用いようとするのは異例に属するであろう

この社会選好函数の問題は，併し乍ら，厚生経済学に於ても最も基本的なだ

けに種々の形での議論が可能であり，この段階でこれに立ち入る積りはない

けれども，われわれがここで用いるべきものはグラーフによってパーグソン

フロンティアーと名ずけられた種類の無差別曲線て、あり，われわれはその存

在を仮定するであろう. cf. J. de Graaff， Theoretical Welfare Economics， 

Cambridge， 1957， p.49. 

尚 P.A. Samuelson，“Social Indifference Curves，" Quarterly Journal of 

Economics， Feb.， 1956.をも参照のこと.併し更に本文をも参照のこと

22. K. Rose， op. cit.， S. 424. 

23. Kenneth Arrow， Social Choice and Individual Values， N. Y.， 1951. 

24. Marshall， Principles， pp. 128-131. 
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方程式」を集計して社会的なるそれを求めるに当り，いわゆる所得項の集計

は単純な算術的合計たり得ず，これがマーシヤルの困難を代表するものとな

る.

27. M. Friedman， Essays， pp.50ff. 

28. F. Machlup，“The Commonsense of Elasticity of Substitution，" Review of 

Economic Studies， Vol. II， 1934-35， pp.202ff. 

第4節

1. ビショップの「数量係数」は， トリファンには見られなかった多変数函数を

前提としたものであり，この意味ではトリファンのものと同一物ではないと

も言える (cf.Chamberlin， Towards， p. 89)けれども，全体的にはトリファ

ンのエラボレーシヨンである.

2. K. Rose， Kreuz-Preiselastizitaten und Konkurrenzbeziehungen， s.427. 

3. Ibid.， S. 428. 

4. Ibid.， S. 431. 
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5. Chamberlin， Towards， p. 28. 
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7. K. Rose， op. cit.， S.432. 

8. Ibid.， S.433. 

9. Tun Thin， Theory of Markets， 1960， Chaper II. 

10. Ibid.， p. 33. 
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Market Structures， N. Y.， p.51. 
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14. T. Thin， op. cit.， p. 35 

15.但し，シンは純粋競争の条件を専ら l1Pgくo(gはグループ)のときに限定

しているが，このことは後の議論との関係におレて注意すべきことであろう.

16. Fellner， op. cit.， p.54. 

17. Ibid. 

18. H. Arndt， Anpassung und Gleichgewicht am Markt， Jahrb. f. N. O. u. S.， 

Bd. 170， Hft. 4， 1958， SS.217ff. 

19. 第二章におけるマーシャルを参照のこと.この具体的内容については第三部
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20. H. Arndt， op. cit. 

21.これはわれわれが先に市場を社会市場と個別市場の二種に分類したことに正

確に照応するものであることが注意されるであろう アルントに同様の見解
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いる等の点，本文で批判の通りである.

22. '?ーシヤルについての問題点及び誤解についてはさきの第三章，特に第二節

を参照のこと.
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